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　本作品集は、広告委員会が日本新聞協会加盟社の社員を対象に募集した第４回「私の提言　明
日の新聞広告・新聞ビジネス」の入賞作品を収録したものです。
　このコンクールは、広告のみにとらわれない新聞を中心とした新たなビジネスモデルの構築、
新聞のあるべき姿など、新聞広告ならびに新聞産業の将来に向けた「提言」を求め、これら「提
言」を活用して対外的な情報発信を強化するとともに、新聞産業の活性化を図ることを目的とし
ています。
　第４回となる今回は135編の応募をいただきました。当委員会の厳正な審査の結果、最優秀賞
１編、優秀賞１編、入選８編の入賞作品を決定いたしました。
　本作品集に記載されている「提言」を、多くの方にお読みいただけることを期待しています。
　最後に本年度の「私の提言」募集にご協力いただきました会員各社に、この場をお借りして、
厚く御礼申しあげます。

日本新聞協会広告委員会
2013年10月
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Pro f i l e

最優秀賞
1981年福島県生まれ。2006年朝日新聞社に入社。
広告局広告管理部紙面制作課、広告第２部を経て、
12年から現職

馬場　ひろみ（ばば・ひろみ）

朝日新聞大阪本社　広告局営業推進担当

～紙＋デジタルで育児に悩む母親と地域・行政・企業をつなぐ

新聞社がハブとなれ！
育児支援プラットフォームの設立

１．はじめに

　今から３年前の春、１年半の育児休暇を取
得中だった筆者は、ある現実と向き合ってい
た。
　当時は任意予防接種ワクチンを同時接種し
た乳児が死亡する事故が起きた時期だった。
ちょうど予防接種を打ち始めた我が子の接種
タイミングと重なり、新聞やテレビから発信
されたそのニュースは他人事ではない。しか
し、死亡事故と予防接種の因果関係の可能性
など簡単な事実関係には触れているものの、
専門家の意見や注意事項など、同時接種を迷
う母親のための判断材料となる詳しい情報や
その後の経過を追ったニュースは見られなか
った。また普段、育児情報源として雑誌や育
児コミュニティーサイト、育児関連企業サイ
トを活用していたものの、情報の出所が不確
定な育児コミュニティーサイトや編集・発行
に時間がかかる育児雑誌では、最新のニュー
スやその背景など信頼できる情報を得ること
は物理的に不可能と思い知ったのである。
　一方でこの事件は、新聞の可能性を確認で
きる機会となった。ニュースの「速報性」

「信頼性」は新聞の強みである。新聞が育児
分野に関わることは、育児中の母親に必要な

情報を届けるだけでなく、その周囲の様々な
人々を巻き込んだ新しい育児支援の形を創る
ことが出来るのではないだろうか。
　本稿ではまず、育児中の母親が抱える課題
を整理し、新聞との親和性を探っていく。そ
の上で、新聞社がハブとなる育児支援の在り
方として、新聞本紙およびデジタル紙面の両
方を活用した新ビジネスの可能性について言
及したい。

２．育児中の母親が抱える課題

（1）育児ストレスの背景にある周囲の理解
不足

　日本経済新聞社のアンケートでは、子供と
同居している親の60.8％が育児に対してストレ
スを感じたことがあると答えている（注１）。
特に現代に多い核家族化で、母親一人が育児
を背負う負担は増え、育児不安も高まる「育
児の孤立化」が問題視されている。濃密な関
係や他者への全面依存が避けられる傾向は育
児にも共通するところがあり（注２）、母親
は親族や地域の干渉を避けて、自分の望む方
法で育児ができるようになった。一方で、黙
っていても親族や地域が育児を助けてくれる
ことはなくなった。育児の負担と孤立感は２
人目、３人目の子供を作る意欲を低下させる
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ことも指摘されており（注３）、少子化対策
としても育児ストレスの解消は社会全体で取
り組むべき問題である。
　育児には、夫である父親の協力はもちろ
ん、親族や地域社会など周囲の支援が欠かせ
ないが、その支援の在り方には二つの側面が
ある。一つが、子供の遊び相手や母親が外出
している時に子供の世話をするような「手段
的なサポート」であり、もう一つが子育ての
心配事や悩みを聞いたり、助言したりする

「情緒的なサポート」である（注４）。2010年
は「イクメン」（育児メンズ）が流行語大賞
となり、また同年６月には「改正育児・介護
休業法」の施行により、男性の育児休暇が
より取得されやすくなった（注５）。とはい
え、11年度の男性の育児休暇取得率はたった
2.63％に過ぎない（注６）。国が定めた「ワ
ークライフバランス行動指針」では20年に男
性の育児休暇取得率13％を目標に掲げてお
り、日本における父親の育児参加はまだ始ま
ったばかりである。
　働く母親にとっても、女性の人材を活用す
ることを柱とした国の「成長戦略」（注７）
や企業のダイバーシティー制度の積極的な活
用などにより、育児休暇や時短勤務制度も整
備が進んでいる。また、民間レベルでの育児
支援サービスも増えている。買い物や美容院
など母親の息抜きのために短時間でも気軽に
利用できる一時保育サービスやレトルト離乳
食など、育児負担を軽減する商品やサービス
がその例だ。しかし、育児休暇制度や育児軽
減サービスなどハード面の支援が整備される
一方で、それを利用する際の周囲の理解、す
なわちソフト面の支援がなければ、母親の育
児の孤立感やストレスは解消されない。便利
な育児支援サービスがあっても、それを利用
している「母親としての自分」が周囲に認め
てもらえなければ、そのサービスに頼ること
をためらう母親もいるだろう。大手企業でも

「育児休業制度はあるが、利用しにくい」と

いう実態が散見されるのはそのためだ。制度
を利用しやすい環境作りが必要であり、その
ためには職場の上司や同僚の理解も欠かせな
い。
　また、これらの理解不足は地域の子育てひ
ろばや行政のスタッフに対しても当てはま
る。「母親が子供を放っておいて自分の時間
を持ちたいなんて……」「昔は離乳食はすべ
て手作りだった」など、父親や親族はもちろ
ん、支援に携わる専門スタッフも先入観を持
って母親に接していないか、「支援の質」が
問われている。「情緒的なサポート」の「質」
が子育て中の悩みを軽減させることもあれ
ば、逆に助長させることも指摘されており

（注８）、育児支援をする周囲の人間も現代の
母親が抱える育児の悩みを共有し、心理面か
らもサポートする必要がある。

（2）溢
あふ

れる育児情報とニーズの齟
そ

齬
ご

　しかし、実際に育児中の母親と周囲の人間
が情報を共有する機会は少ない。育児中の母
親の子育てに関する情報源をみると、雑誌・
テレビ・インターネットが８割を超えている

（グラフ）。冒頭で触れたように、育児雑誌は
多様化し、妊娠時期、出産後などタイミング
別に編集された育児雑誌もあれば、教育色の
強い雑誌、育児ファッション重視の雑誌もあ
る。育児コミュニティーサイトは、PC・携
帯サイトなどで多数開設されている。同じ年
代の子供を持つ親との意見交換が活発に行わ
れているが、一方でこれらの雑誌やインター
ネットサイトはプル型のメディアであり、当
事者である母親の接触に偏りがちだ。育児雑
誌や育児コミュニティーサイトは父親や祖父
母世代が自発的に接触する機会が少ない（注
９）ことからも、最も近い相談相手である親
族間で育児情報共有の機会が少ないことがわ
かる。
　また、雑誌やインターネットの情報をその
まま鵜

う

呑
の

みにしたり、多すぎる情報が時とし
て母親の判断、選択を困難にする悪影響を考
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えると、一方的な情報提供や母親の特定の情
報源への依存はかえって育児不安を助長しか
ねない（注10）。育児中の母親は自分の時間
が確保しにくく、情報もコンパクトに入手し
たいところだが、現状では雑誌、インターネ
ットで企業や行政がそれぞれに発信している
大量の情報を整理し、判断する術を身につけ
なければならなくなっている。
　さらに、筆者が問題意識を持つきっかけと
なったように、普段接している育児情報は離
乳食の作り方や予防接種のスケジュールの組
み方、発育にともなう悩みなど基本的な育児

ノウハウに留まる。ダウン症の出生前診断の
開始やPM2.5が乳幼児に与える影響など、育
児を取り巻く環境は日々変化しており、これ
ら緊急性の高い重大なニュースは育児中の母
親が接触する情報源では入手できないものが
多い。
　以上のことから、育児中の母親支援とし
て、周囲の人間を巻き込んだ確かな情報の共
有が鍵と言えよう。そこに新聞が携わり、支
援できる可能性はないだろうか。

３．育児支援と新聞の親和性

　日本新聞協会の11年「全国メディア接触・
評価調査」によれば、新聞は「社会に対する
影響力がある」「情報の信頼性が高い」「地域
に密着している」「社会の動きを幅広くとら
えている」「情報が整理されている」等で高
い評価を得ている。まさにこれらの利点が、
前章で述べた母親が抱える課題（①育児スト
レスの背景にある周囲の理解不足、②溢れる
育児情報とニーズの齟齬）において有効な手
段として機能する。
（1）世論形成力・社会性・カバー力～新聞

がハブになり情報共有の場を提供
　育児に関連するニュースは、国の指針や幼
児虐待事件のニュース、食物アレルギーの問
題など様々な分野にわたるが、それらの情報
が新聞に掲載されることで読者には「社会の
流れ」として受け止められ、理解・関心をよ
り高める効果が期待できる。
　また、新聞は年代や職業を問わず幅広いタ
ーゲットをカバーできる。育児中の母親だけ
でなく、父親や祖父母世代、勤務先の企業の
人間、ママ友達、保健士や保育士などの行政
スタッフ、病院医師など、新聞は育児に携わ
る地域社会の様々な人間が情報を共有できる
メディアである。そのため、周囲の人間が新
聞に掲載されたニュースを通じて母親の悩み
に共感したり、新聞広告に掲載された商品を
勧めてみるなど、掲載情報を共有することで

グラフ　子育てに関する情報源

子育てに関する情報源

（％）

通信教材の
親向けの冊子

書籍・雑誌
別冊（ムック）

インターネット

テレビ・ラジオ

雑誌

新聞

メーカーカタログ・
通信販売カタログ

携帯サイト・
配信サービス

ビデオ・ＤＶＤ

習い事

店員・店頭

その他

特になし

87.9
61.5

84.5
71.1

82.9
62.7

59.6
38.2

45.7
28.3

45.7
20.8

34.5
11.5

31.4
9.9

28.0
26.4

16.1
4.3

14.9
10.2

13.4
4.3

0.6
7.1

１歳児期妻

子育てに関する情報源（１歳児期妻・夫）
１歳児期夫

出典：ベネッセ教育総合研究所「第１回妊娠出産子育て
基本調査・フォローアップ調査（１歳児期）」2010年
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より母親に寄り添った「情緒的なサポート」
を提供することができると考える。
　近年では、育児中の父親や「孫育て」中の
祖父母世代を狙った市場も広がりを見せてい
る。資生堂シャンプー「スーパーマイルド」
の「パパフロ」キャンペーンや、東京ガス
の「パパごはんの日」プロジェクトがその例
だ（注11）。また、企業にとって可処分所得
の多い祖父母世代は、代理購買として最も期
待できる層でもある。孫全体にかける年間支
出額は年間約11万円とされ、「じいじ」の自
宅には孫関連グッズが点在し、いつ来ても孫
が楽しく過ごせるように整えるなど孫のため
の活発な消費が行われている（注12）。さら
に定年後のリタイア層で「孫と遊ぶ時間が増
えた」と答える人は多く、ゲームセンターな
どの遊戯施設を運営するイオンファンタジー
や子供向け就業体験テーマパークのキッザニ
ア東京も、60～65歳以上を対象にした特別割
引を新設して孫消費を促す（注13）。13年４
月から始まった「孫への教育資金贈与非課税
制度」も追い風だ。祖父母の45％に「贈与意
向がある」こともわかっており（注14）、祖
父母世代に向けた教育関連商品の訴求メディ
アとしても新聞広告が適役と言える。
　さらに、母親の育児の相談相手として「自
分の親」と答える人が多いことから、50～60
代の祖父母世代の購読率が高い新聞は、口コ
ミの情報源としても期待できる。昨年11月末
に大阪大学微生物病研究会が予防接種ワクチ
ンをテーマにシンポジウムを実施し、採録紙
面が朝日新聞に掲載されたが（事例）、当事
者である20～30代の母親から好評だったほ
か、50～60代の祖父母層でも「幼い子供を持
つ嫁に見せたい」「孫のためによく読んでお
きたい」などの意見が見られた。新聞は子育
てをする母親だけでなく、その親である祖父
母世代にも情報を届けることができ、それは
より説得力のある口コミの起点となるだろ
う。

（2）情報の一覧性・速報性・詳報性・信頼
性～母親の情報判断力をサポート

　情報の一覧性・速報性・詳報性・信頼性を
兼ね備えた新聞は育児中の母親にとって心強
いメディアである。前述したように、育児雑
誌やコミュニティーサイトで溢れる育児情報
は、母親自身に処理、判断する力を要求す
る。その点で、新聞は見出しの大きさや文字
量で記事の重要性を一覧で理解できるなど、
すでに整理された正確でタイムリーな情報が
届く。さらに、医療や環境に関わる問題で
は、有識者や専門家による意見なども併せて
把握しておきたい。例えば、13年４月１日に
始まったダウン症の出生前診断も高齢出産を
控える母親にとっては重要な問題である。特
に、出生前診断は実施できる地域の医療機関
が限られていること、専門医師のカウンセリ
ングが必要なことなど、専門家による意見、
今後の問題点なども併せて詳細を理解してお
くべきテーマだ。これらの情報は、信頼でき

事例　大阪大学微生物病研究会採録紙面

朝日新聞　2013年１月27日付朝刊
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る情報源と広い取材ネットワーク、詳報性、
継続的な取材がすべて揃ってこそ実現するも
のであり、新聞との親和性も高い。

（3）地域密着型の情報
　新聞はマスメディアながら、地域版という
掲載面も併せ持つ。国や経済ブロックレベル
の大きな情報を載せる傍ら、地域密着型の取
材網によって、地域の身近な話題も網羅でき
るのが特長だ。そのため、地方自治体の育児
支援や町レベルの情報を記事や新聞広告とい
う形で読者に届けることができ、読者にとっ
てもより身近で「自分ごと感」のある情報を
入手できる。

（4）コンパクト性・個別宅配制度
　自分のペースで情報を取りに行けるメディ
アのコンパクト性と宅配制度も新聞と育児を
つなぐキーワードになる。出産前後の母親は
絶対安静の状態にあることが多く、体力的に
外出もままならない。また出産後３か月間は
乳児の健康面でも外出を避けたい。屋内に閉
じこもりがちな母親が最新の情報を入手でき
る手段は、新聞、テレビ、インターネットに
限られる。特に、睡眠時間も不規則な出産直
後の母親は、自分のペースで情報に接したい
と思っている。その点で、新聞およびインタ
ーネットは、自分の好きな時間にゆっくりと
ニュースや広告を見ることができる。また、
宅配制度の完備された新聞は、毎日確実に届
くメディアであり、天気や体調面で外出が出
来ない母親にも優しい。

４．提言：新聞社が主体となった育児
　　支援プラットフォームの設立

（1）紙面＋インターネットサイトにおける
定期的な情報発信

　新聞と育児には以上のような親和性が見ら
れる。そこで、全国の新聞社で結成する「育
児支援プラットフォーム」を提案したい。こ
れは、新聞本紙とインターネットサイトによ
るニュース発信およびイベントなど立体的な

展開も含めて、企画運営をする母体である。
現在、新聞社ごとに育児プロジェクトが立ち
上がっている。読売新聞大阪本社では、「よ
みうり子育て応援団」と題して、有識者やタ
レント30人から成る応援団を結成し、シンポ
ジウムを開催している。また中国新聞や神戸
新聞が地元行政や医師会とともにインターネ
ット上で情報発信したり、イベントを開いた
りしている。しかし、新聞本紙との連動およ
び定期的な発信、新聞社間の連携は例が少な
い。
　本プラットフォームではまず、各社の編集
局の協力を得て、定期的に医療や環境問題、
社会問題などを育児レベルに落とし込んだニ
ュースを発信してもらう。各社の育児関連ニ
ュースを集約し、インターネットサイト上で
発信する。さらに、「イクメン」「イクジィ

（育児じいじ）奮闘記」など子育てにまつわ
るコラム、読者投稿型の育児相談コーナーを
設け、育児中の母親と周囲の人間の情報共有
の機会を創出する。また地域ページでは、地
方自治体レベルの育児サポート情報を掲載す
る。ハガキやインターネットで子供の写真も
投稿できる写真館機能は必須である。
　その情報を元に、定期的に広告特集とし
て紙面で情報を発信していく。そこでは、
PM2.5の数値が高いというニュースと空気清
浄機の広告、新型インフルエンザのニュース
と消毒剤の広告など、併載された広告もニュ
ースの一つとして見てもらえるだろう。投稿
写真も紙面に掲載することで、離れた場所に
住む祖父母世代も孫の写真を見ることが出来
るようにする。ここで重要なのは、各新聞社
が共通のロゴマークや似通った紙面体裁で定
期的に掲載することであり、その積み重ねに
より「育児情報の情報源」として新聞のポジ
ショニングを確立していく。
　さらに、この紙面を縮刷版として販売店単
位で印刷し、購読者に配達する仕組みも整備
したい。その際に、広告掲載企業の商品サン
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プリングもパッケージ化することで、より本
紙掲載広告の協賛企業を集めやすい仕組みに
する。また、読者が投稿した子供の写真を紙
面の中に印刷したオリジナル縮刷版の作成を
可能とし、育児マニュアルおよび育児記録ア
ルバムの両面を持ち合わせることで自宅での
保存性を高める。さらに、同プラットフォー
ムに参加している新聞社で情報の共有が可能
となるため、育児中の母親と実家の親（祖父
母世代）の購読紙が異なったとしても、育児
支援プラットフォームを通じて縮刷版を共有
できる仕組みとなる。それによって、離れて
住む祖父母世代も縮刷版で孫の写真をアルバ
ムとして楽しめるというメリットがある。
　新聞を読んでいない20～30代の子育て中の
母親を購読者として取り込むためにも、宅配
スーパーやボトルドウオーターサービスが実
施しているような「育児応援割」も提案した
い。小学生以下の子供を持つ世帯、およびこ
れから出産する予定のある世帯に向けて、大
幅な割引料金を適用すれば子育て中の母親の
経済的負担も軽くなる。新聞は習慣性のある
メディアなので、まずはお試しで読んでもら
い、新聞がなければ物足りないと思わせるよ
うな情報コンテンツ、読者メリットを付加
していく。新聞離れが進む20～30代の母親
に「育児」というネタで種を蒔

ま

いておくこと
で、子育てが落ち着いた後も新聞を継続購読
してくれるような「ロイヤルカスタマー」と
して育てていくことが可能となるだろう。

（2）デジタル版　母子手帳機能付き「育児
カスタマイズ新聞」の発行

　さらに、手軽にスマホやタブレットPCか
らニュースを入手することの多い20～30代に
は、デジタル面からもアプローチしたい。特
に出産直後の母親であれば、布団に横になっ
ても読めるデジタル版は相性がよさそうだ。
デジタル版でニュースを発信している新聞社
では、すでに読者固有の「マイページ」を開
設提供し、自分の関心のあるニュースをスク

ラップしたり、事前に登録したキーワードの
ニュースを集めて表示したりするなど、デジ
タル面ならではの機能を搭載している。子育
て中の母親は、ユーザー情報として、自分の
子供の年齢や体質情報（食物アレルギー、花
粉症など）を登録しておけば、子供に関連性
の高いニュースを優先的に配信してもらうこ
とができるようにする。広告枠では子供の年
齢による広告切り替えを行うことで、広告主
もターゲットに直接訴求できるため、これま
で新聞出稿をためらわせていた「広告の無駄
打ち」が解消される。また、カレンダー機能
を利用して、その日の「マイページ」画面に
次回の予防接種や定期健診の案内が表示され
るのも、出産後２年間で20本近い予防接種通
いが必要となる母親には嬉しい機能である。
デジタル版「母子手帳」として、外出先での
不慮の事故などでも、携帯があればすぐに子
供の情報を取り出すことが出来るようにす
る。さらに子供の健康記録に応じて、鉄分や
カルシウム補給のレシピが表示されれば、ス
ーパーで献立や食材選びに困ったときに便利
である。
　また新機能として、祖父母世代が通常のデ
ジタル紙面で娘（子育て中の母親）に関連す
る記事を見つければ、コメント付きで娘の携
帯に配信できるような機能を付ける。する
と、普段は新聞を読まない20～30代には「新
聞で育児情報が入手できる」というイメージ
付けがされるほか、信頼できる相談相手であ
る自分の親から「口コミ」として情報が届く
ことで、忙しくて新聞を読み逃した母親に
は、より新聞に興味、信頼を寄せるきっかけ
になるだろう。

５．おわりに

　「なぜ新聞には育児情報が少ないのか」
　本稿の提案は、筆者の素朴な疑問が出発点
だった。新聞は斜陽産業と言われ、デジタル
版でのニュース配信も増えているが、将来新
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聞社が生き残っていくためには、おそらく紙
やデジタルを通して「何を届けるか」という
コンテンツの部分が問われていくはずだ。そ
して、それがテレビでもインターネットでも
ない新聞の差別化につながる。
　少子化問題はこれから日本全体が取り組む
べき課題であり、その大前提として育児支援
は今後も大きな鍵となるだろう。その育児支
援にいち早く新聞社が乗り出していくこと
で、従来の枠を超えた新しいビジネスモデル
を確立できるのではないだろうか。なにより
も育児中の母親がその支持者となるはずだ。

【注釈】
（注１）日本経済新聞2011年10月24日付朝刊
（注２）博報堂生活総合研究所「生活動力
2007　多世帯社会」2007年

（注３）松田茂樹・汐見和恵・品田知美・末
盛慶共著『揺らぐ子育て基盤　少子化社会の
現状と困難』（勁草書房、2010年）

（注４）松田茂樹著『何が育児を支えるのか
　　中庸なネットワークの強さ』（勁草書房、
2008年）

（注５）「改正育児・介護休業法」の施行
（2010年６月）により、妻の産後８週間以内
に育児休暇を取得した父親は、その後再度育
児休暇を取ることが出来るようになった

（注６）厚生労働省「平成23年度　雇用均等
基本調査」

（注７）2013年４月19日に安倍晋三首相が発
表した「成長戦略」によると、５年後に「待
機児童ゼロ」を目指すとともに、企業には育
児期間の３年延長や時短勤務の推奨を要請し
た

（注８）注４に同じ
（注９）ビデオリサーチ「ACR2012」育児雑
誌『たまごクラブ』『ひよこクラブ』の20 ～
30代の男性、50 ～ 60代男女における閲読率
は1.0％以下と低い（抽出エリア：東京30キ

ロメートル圏内・関西）
（注10）マッキャンエリクソン「母親たちの
真実調査」2012年４月

（注11）宣伝会議『宣伝会議』2012年８月15
日

（注12）電通「育Ｇ調査」2012年７月
（注13）日本経済新聞2012年５月25日付朝刊
「『イク爺』消費　花咲かす」
（注14）電通「孫消費調査～孫への教育資金
贈与非課税制度編～」2013年４月

【参考文献】
◇内閣府「平成24年度　子ども・子育て白
書」
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Pro f i l e

優 秀 賞
1982年静岡県生まれ。2006年毎日新聞社に入社。
中部本社広告部、東京本社広告局広告連絡部、第二広
告部、企画マーケティング部、ビジネスソリューショ
ン本部を経て、13年から現職

毎日新聞東京本社　広告局計画管理部マーケティング担当

藤井　淳一（ふじい・じゅんいち）

　多角化戦略としての観光業市場参入モデル　
究極の「着地“共創”型旅行」ビジネス

はじめに

　新聞業界が抱える問題をひと言で言えば、
「新聞がカネを生まなくなっている」という
ことではないだろうか。それは多様な情報ネ
ットワークサービスが生まれたことで、生活
者にとっては社会を知るために、企業にとっ
ては市場への情報発信のために、様々な選択
肢が生まれたことによる。生活のあらゆるケ
ースにおいて、目の前により安価で自分に合
ったサービスがあれば、そちらを選択するの
は当然の消費者行動だといえよう。かつて新
聞の付加価値として“カネを生んで”きた

「ニュースが得られる」と「広く情報発信が
できる」の２点は、ここにきてコモディティ
ー化してしまっている。
　そんな中、新聞業界に吹く逆風をものとも
しない新聞社がある。それはウオーターゲー
ト事件の数々のスクープなどで知られる米名
門紙、ワシントン・ポストだ。同社はリーマ
ンショックに端を発した金融危機後の新聞不
況の中でも黒字経営を維持した、数少ない新
聞社の一つである。なぜならそれは、同社の
積極的な経営多角化により買収した教育部門
の子会社が、グループ収益の半分以上を稼ぎ
出しているからだ。また同社はそれ以外にも
ケーブルテレビ（CATV）やテレビ局など
を傘下に収めており、新聞部門の収益貢献度

は、実は２割程度にとどまる。この経営実態
を見てわかるように、ワシントン・ポスト社
は「新聞業」というよりはむしろ、新聞のブ
ランド力を“てこ”にした事業の多角化によ
る収益構造強化に成功した企業といえるの
だ。
　これまでのこのコンクールの入賞作品を振
り返ってみると、実現性やROIを度外視して
でも無理に「“新聞で”カネを生む」ことに
引きつけるようなアイデアが多いように感じ
られた。しかしその方向で新ビジネスモデル
を考えても、得られる効果が限定的なものだ
ったり、設備投資など大量のコスト投下が必
要だったり、かなりの長期スパンでの成果を
期待するようなモデルにならざるを得ないよ
うな印象があった。そこで私は少し視点を変
えて、このワシントン・ポスト社の事例か
ら、新聞社の経営を支える収益モデル構築を
新聞社の他事業市場参入に求めようと考えた
次第だ。

着想のきっかけ

　ゴールデンウイークの休暇を利用して、静
岡県浜松市の実家に帰省した。毎年この時
期、浜松市では市全体を挙げた「浜松まつ
り」が開催され、期間中の三日間、市内は昼
夜熱気に包まれる。実家にあった地元紙・静
岡新聞に目を通すと、その日の紙面は祭りの
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様子を一面トップから多面にわたって豊富な
記事と写真でリポートし、熱気や興奮の伝
わるものとなっていた。日本新聞協会実施
の「2011年全国メディア接触・評価調査」で
は、「地域に密着している」という点で、新
聞は他の主要メディアに比べて高く評価され
ていたが、この紙面はその特長をあらためて
実感させるものだった。ただその一方で、私
にはある種の“もったいなさ”のようなもの
も感じられた。
　県外生活がすっかり長くなった私から見
て、地元ではこれだけ大きく報道され盛り上
がりを見せるこの「浜松まつり」も、全国的
な知名度はさほどでもない。この日の静岡新
聞はそんな「浜松まつり」の魅力を存分に伝
えるものに思えたが、この情報は地域ニュー
スとして県内に限って流通するにとどまる。
私が“もったいない”と感じたのは、地元新
聞がエリア内向けに伝えるこのような“ニ
ュース”を、エリア外の人に対して魅力的
な“観光情報”として利用できれば、そこに
マネタイズのチャンスがあるのではないかと
思ったからだ。ちなみに同日の静岡新聞には

「熱海で磯まつり イセエビを豪快に料理」や
「東伊豆でキンメ料理食べ比べイベント」な
ど“地元ニュース＝県外にとっての観光情
報”となりそうなリポート記事が多数掲載さ
れていた。地元新聞社が日々取材しているこ
れらのような地元密着情報の蓄積をリソース
として、うまく「観光業」という分野に生か
すことで、新しい新聞ビジネスの芽が生まれ
てくるのではないだろうか。

国内旅行産業市場の現状

　私が地元ニュースを観光ビジネスに活用す
ることを考えたのは、観光業市場に生まれつ
つある新しい潮流について耳にしたからだ。
それは近年の旅行者ニーズが従来型の「発地
型旅行」に向かわなくなり、今後は「着地型
旅行」に可能性が広がりつつある、という話

題である。
　「発地型旅行」というのは、出発地（発
地）にある旅行会社が企画し、旅行者を旅先
に“送り出す”タイプの旅行商品であり、こ
れまで既存の大手旅行会社の主力商品となっ
てきた。ところが現在は、旅行者個人がイン
ターネットで旅先の情報を手軽に調べられる
ようになったため、発地の旅行会社が持つ情
報と旅行者個人が持ち得る情報のギャップが
小さくなった。そこに来て楽天トラベルなど
のオンライン宿泊予約サイトによる、宿泊＋
目的地への移動手段のみで造成されたパッケ
ージ商品の販売や、宿泊施設や運輸機関のオ
ンライン直接予約サービスが普及した。それ
により、いわば旅行者個人がこの「発地型旅
行」を自分の手で自由に、そしてより安価に
設計、手配することが可能となり、旅行会社
が提供するプランに付加価値が生まれにくく
なったのである。また近年は旅行に「自分磨
き」や「話題のネタになるような特別な体
験」などの目的を求める「価値志向」の旅行
者が増加しており、ただ有名観光地を巡るだ
けという紋切り型のツアーになりがちな発地
型旅行に人気が集まらなくなっているという
側面もあるようだ。
　一方の「着地型旅行」は、観光客や旅行者
を“受け入れる”地域（着地）が、自分たち
の持つ観光資源を生かして企画するツアー
で、現状は主に地域の中小旅行会社の間で広
まりつつある。地元に密着し、その魅力を熟
知した者だからこそ紹介できる「地元ならで
は」や「知る人ぞ知る」といったスポットを
巡ったり、産業体験など地元との交流を通じ
た体験型プログラムを提供したりすること
で、発地でのプランニングが難しい新たな付
加価値を持つ旅行商品として注目されている
ようだ。
　つまり旅行者ニーズの変化によって、現在
の観光業市場で競争力を持つ付加価値の高い
旅行商品の開発のためには、いわば“地元情
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報力”と、“地元密着力”がものをいう時代
になってきているということだ。まさにこの
２点こそ、地元新聞社の強みそのものであ
り、私はここに「観光業」参入による収益モ
デル構築の可能性を感じたのである。またそ
れ以外にも、新聞社の持つさまざまな“既存
資源”を活用することで、現状の「着地型旅
行」市場の中で大きな優位性を持つことが可
能だと考えている。
　続いての章では、それら新聞社の“既存資
源”を活用しながら実行する「着地型旅行」
事業参入の具体的なアクションプランを示し
たい。

具体的なアクションプラン

　新聞社の“既存資源”を生かした「着地型
旅行」事業参入の具体的な事業モデルを、
　Ⅰ．地元全体を巻き込んだ「究極の着地

“共創”型旅行商品」の開発
　Ⅱ．着地型旅行に特化した総合旅行サイト

の構築・運営
　Ⅲ．着地型旅行商品開発から生まれる副次

商品の販売による事業の収益構造強化
　　の３ステップで考える。

Ⅰ．地元全体を巻き込んだ「究極の着地“共
　　創”型旅行商品」の開発

　この着地型旅行商品の開発にあたっては、
新聞社の持つ“地元情報力”を生かしなが
ら、さらに地元全体との“共創”を目指す。
この共創とは、商品やサービスの開発プロセ
スにより多くの人を巻き込むことによって、
その商品に「みんなの意見を反映して開発さ
れたより良いモノ」というブランディングを
施すことが可能な手法である。さらにこの手
法はその開発過程そのものにストーリー性が
生まれるため、これをオープンにすることで
大きなPR効果を持つものとして、近年の商
品開発のトレンドの一つとなっている。成功
例としては、アイドルグループのAKB48の

「総選挙」によるメンバーの選抜が当てはま
るといえるだろう。
　このような“共創”実現のために活用でき
るのが、地元新聞社の持つ“地元密着力”
だ。地元新聞社は多くの地元住民と紙面を通
じてつながっている。また日々の取材活動を
通じて構築された行政とのネットワークや信
頼関係などもあるだろう。そのような新聞社
の“地元密着力”によって行政や住民といっ
た地域全体を巻き込み、話題性を持った大き
なムーブメントを作り出していく。

既存資源①：“地元情報力”を生かして観
光資源を洗い出し

　毎日地元を取材する新聞記者は、その地
域に最も詳しい「究極の地元民」としてブ
ランディング可能だ。まずはそんな彼らが
実際に目で見て取材した中で「これはすご
い」と感じた地元観光資源をデータベース
化し、旅行商品開発のための資源とする。

既存資源②：“地元密着力”を生かして地
域全体を巻き込む

　新聞記者のオススメに加えて、行政の観
光課や観光協会、地元住民である読者から
も地元観光資源の情報を募る。その際、両
者とも「究極の着地型旅行商品」の開発と
いうタスクをはっきりと共有し、「ご当地
自慢」欲を掻

か

き立てることが良質な情報を
得るために効果的だと思われる。寄せられ
た情報は記者が実際に赴いて“裏取り”取
材を行い、これぞと思われるものについて
はデータベースに加えていく。この各スポ
ットの取材リポートは、「究極の着地型旅
行商品の開発への道」として随時紙面やニ
ュースサイトにて発信する。このように開
発過程そのものをストーリーとして読者に
オープンにすることで、この共創への地元
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　この「着地“共創”型旅行」開発にあた
り、近年の旅行者ニーズである「価値志向」
も意識した商品展開も意識する。そこで「そ
の地域ならではの特別な体験」を提供するよ
うな体験型プログラムもラインナップに加え
る。

　このような地元新聞社によって開発された
「着地型旅行」を収益化するには、２通りの
方法が考えられる。
　一つはこれら地元新聞社のブランドを“て
こ”にした付加価値の高いツアーの「企画造
成」のみに特化し、その販売権を旅行会社に
販売することで収益を得る方法だ。この方法
をとる場合、各新聞社がそろって特定の一社
と取引することで「地元新聞社企画旅行シリ
ーズ」のような商品ブランドが形成され、
各新聞社の取り組みが「点」ではなくより

「面」で機能する力を持つことが期待できる。
　実際に近年旅行業において、コスト削減を
主目的に商品開発にアウトソーシングを導入
するケースも増えているようだ。ちなみに現
状の「着地型旅行」市場参入運営者の13.0％
は企画のみに特化した参入形態となってお
り、ビジネスモデルとしての現実性はあると
考えられるだろう。
　もう一つの収益化の方法は、既存資源とし
てある新聞社系の旅行会社を活用すること
だ。現在、道新観光や西日本新聞旅行社な
ど、ブロック・地方新聞社の持つ旅行会社を
束ねて一つの事業体を設立するなどして、販
売や催行等についての実務部分にあてること
も検討の余地はあるだろう。

Ⅱ．「着地型旅行」に特化した総合旅行情報
　　サイトの構築・運営

　現状の「着地型旅行」市場が抱える課題と
して、まず着地型旅行自体の認知度の向上
と、開発商品の地域外への宣伝力不足がある
ように見受けられる。この着地型旅行の提
供は主に地域密着の中小旅行会社によって
手掛けられているため、現状では地域ごと
の「点」での取り組みにとどまり、それを超

住民の興味関心を高めていき、さらに多く
の人がこの共創過程に参加することを期待
する。
　最終的には、このようにして構築したデ
ータベース内の地元観光資源を組み合わせ
て「究極の着地“共創”型旅行」商品ライ
ンナップを開発していく。

行者向けに販売すると同時に、優良な教育
プログラムとして修学旅行や社員研修旅行
向けの営業も強化する。

既存資源③：「“まじめ”なブランドイメー
ジ」を生かして学習型プログラムを開発

　地元を巻き込んだより良い体験型プログ
ラムの実施にあたっては、まずはその地域
の理解と協力が得られることが欠かせな
い。その際も地元新聞社の持つ“地元密着
力”による信頼感が十分に機能すると考え
られる。
　その上で、「価値志向」ニーズを意識し
た体験型プログラムとして、新聞社の「ま
じめ」で「信頼感のある」イメージをてこ
に、“自分磨き”や“子どもの教育”につ
ながるような「学習」型プログラムを開発
する。それにより他の旅行会社にはまねで
きない、ブランドレバレッジの効いた付加
価値を創出していく。
　例えば地元を長く取材し続けてきた新聞
社だからこそ実施可能な独自性のある体験
型学習プログラムとして、OB新聞記者が
地元の観光資源を、記者ならではの体験を
交えて解説しながら案内するプランや、記
者のレクチャーによる地域取材体験プラン
などが考えられるだろう。そしてこれらの
学習型プログラムは「価値志向」の一般旅
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えた「面」でのダイナミズムはまだ生まれて
いないようだ。この「面」でのダイナミズム
は、例えば各地のご当地Ｂ級グルメの日本一
を決定するＢ-１グランプリが大きなムーブ
メントとなったように、高いPR効果を発揮
するものとして期待されるものだ。
　この課題に対しては、各地方新聞社の

「点」を「面」にするフレームワークを構築
した既存事業「47クラブ」のノウハウを生か
すことができるだろう。

　自分の地元の商品“共創”段階で一度、紙
面を通じて「究極の着地“共創”型旅行」商
品の開発過程を体験している人は、他地域で
も同様に開発された旅行商品があるというこ
とを知れば高い興味関心を示すだろう。その
ためこれらの旅行商品のプロモーションにお
いても、各社紙面を活用した訴求は有効な方
法となり得るだろう。
　近年、商品のプロモーションにあたり“も
のづくり”を超えて、その商品に“ものがた
り”性を付与することで人の心を動かし、商
品をブランディングする手法が注目されてい
る。この着地型旅行についても商品開発過程
におけるストーリーを見せていくことでプロ
モーションを行っていく。

だけでなく各旅行会社が手掛ける着地型旅
行も扱うようにサービスを拡大し、旅行会
社からは掲載料や成約手数料を得るなどし
て、大きな収益性を持ったサイトに成長し
ていくことも期待できる。

既存資源④：「47クラブのノウハウ」を生
かして“面のダイナミズム”

　各地の地元新聞社が生み出した着地旅行
商品を集約したサイト「47クラブトラベ
ル」（仮）を構築する。これは全国の「究
極の着地“共創”型旅行」を一覧性のある
形で紹介するとともに、旅行プランの検索
から申し込みまでが可能な総合旅行情報サ
イトだ。なおローンチからしばらくは、扱
う商品は各新聞社が開発したものだけに特
化し、サイトのブランディング期間とす
る。
　このサービスによってより大きな「面」
でのダイナミズムを生むためには、できる
だけ多くの新聞社が同時に着地型旅行商品
の開発を進め、各社一斉にサービス提供を
スタートすることが重要である。
　このような一覧性のある総合旅行情報サ
イトは、現状、まだこの着地型旅行市場に
おいては大きなライバルのいないサービス
のため、軌道に乗れば一気にこの市場の主
役となることも期待できる。また着地型旅
行に特化したサイトとして、総合旅行情報
サイトの中での独自のポジション獲得も狙
う。それが実現すれば、この着地型旅行自
体の普及拡大時には、この領域でのパイオ
ニアとして優位なポジションを得られるだ
ろう。そうなれば、その時点からは新聞社

既存資源⑤：「各自社媒体」を生かして読
者をシェア

　商品開発段階では“共創”の盛り上がり
を目的に、地元向けに発信していた地元観
光資源の取材リポートを、今度は外向けの
プロモーション用にそのまま活用する。こ
れはコンテンツの再利用であるため手間が
かからず、かつ“記者と地元との共創によ
る究極の着地型旅行”というストーリーを
外部に見せることによって、強いプロモー
ション力を持つと考えられる。この取材リ
ポートは「47クラブトラベル」（仮）上で
それぞれの旅行商品情報とともに掲出す
る。
　紙面では各地方新聞社が旅行のハイシ
ーズンに合わせて、「全国の地方新聞社が

『究極の着地“共創”型旅行』をプロデュ
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Ⅲ．副次商品の販売による収益構造の強化

　新聞社は出版物の制作についてもノウハウ
を持つ。これを生かして自前でのガイドブッ
ク制作などに生かせれば、事業の収益モデル
に厚みが出る。

事業による副次効果

　この「着地型旅行」市場参入によって期待
できるものは、この事業からの収入のみにと
どまらず、たとえば次のような好影響を新聞
社にもたらす可能性が考えられるだろう。

①地域貢献により地元のロイヤルティー向上

　旅行は旅先に、宿泊や飲食、お土産品など
への消費を通じて広い範囲に経済効果をもた
らす。観光庁によれば、2010年度の国内にお
ける旅行消費額は23兆8,000億円に上り、国
内の旅行消費が日本経済にもたらす直接的な

経済効果は、付加価値が11.5兆円、雇用効果
は229万人、税収で1.8兆円にのぼると推計さ
れている。この大きな経済効果の取り込み
を、成長戦略の重要な柱の一つと位置づけて
振興に力を入れている地方も多い。
　この「着地型旅行」は、旅行者を地元に呼
び込むことで経済効果をもたらす。つまりこ
の事業の成功は地元観光の振興、ひいては地
元の経済活性化につながることとなる。この
ような地元に活力をもたらす貢献事業によっ
て、地域住民・企業からのロイヤルティー向
上が期待できる。

②商品開発過程や旅行それ自体が「体験型マ
　ーケティング」として機能

　商品開発の“共創”に参加することや、他
地域の新聞社が提供する着地型旅行に行くこ
とは、新聞社の“地元取材力”や“地元密着
力”を「体験」することとも言える。また
OB記者と交流するような学習型プログラム
も、「新聞社」を体感する体験型マーケティ
ングとなるだろう。この事業を通じて新聞を
身近に感じてもらい、情報メディアとしての
新聞社の実力の高さも感じてもらうことがで
きれば、新聞の再評価へとつながっていく可
能性もあるのではないだろうか。

おわりに

　新聞社の役割は、言論機関として取材活動
によって得たニュースを報道したり、評論を
世の中に伝えたりすることで、公正な世論を
喚起することにある。私はこのような「新聞
業」については、公共サービス的なスタンス
でいいのではないかと思う。つまり新聞発
行は人々の福利のために行われ、それ自体
が「カネにならない」事業であってもよいと
いう意味だ。そもそも社会の公器を自称する
新聞を無理にビジネスの枠にはめると、様々
なアレルギー反応が起きる。ならば新聞社は
この「新聞業」の維持を社会的責務とし、他

ースした」という話題とともに「47クラブ
トラベル」（仮）をPRする紙面企画を展開
し、同サイトへの誘導を積極的に行う。こ
の取り組みは、各紙読者を紙面からサイト
に集め、そこから各地の着地型旅行商品の
情報へ流していくという“読者の相互シェ
ア”を実現するものだ。

既存資源⑥：「出版物制作ノウハウ」を生
かして副次収益

　商品開発過程で有力候補としてデータベ
ース化された優良な地元観光資源を、その
取材リポートとともに紹介する「着地型旅
行ガイドブック」や「お土産ガイド」を制
作・販売する。これは商品開発過程でコス
トを費やして取材した情報を無駄にしない
再利用策として、事業の収益性の補助、強
化につながる。
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の分野でのビジネス開発によって新聞業のコ
ストを支えていくという姿勢をとることが、
もっとも現実的な成長戦略なのではないだろ
うか。製品ライフサイクル理論の観点から言
っても、リスク分散として既に今ある新聞業
での収益とはまた別の収入の柱を考えること
に議論が尽くされてもいいはずだ。今回のこ
の提言が、「新聞業」の維持のために思い切
って「収益源を新聞業から切り離す」アイデ
アとして、広く議論の呼び水になればと考え
る。

【参考文献】
◇石川幸憲著『ワシントン・ポストはなぜ危
機を乗り越えたのか　バフェット流経営術の
真髄　』（毎日新聞社、2011年）
◇松園俊志・森下晶美編著『旅行業概論　新
しい旅行業マネジメント　』（同友館、2012
年）
◇中村恵二著『図解入門業界研究　最新旅行
業界の動向とカラクリがよーくわかる本 第
３版』（秀和システム、2012年）



18

Pro f i l e

入 選

地方紙は、もう一度
ローカルナンバーワン媒体となれ

1968年静岡県生まれ。94年静岡新聞・静岡放送に入
社。報道制作局報道部記者、編集局編集部記者、営業
局生活情報部を経て、2008年から現職

静岡新聞社　営業局広告センター副部長

大林　寛（おおばやし・かん）

１．はじめに

　新聞広告の凋
ちょう

落と反比例するようにウェブ
広告の躍進が止まらない。新政権の経済政策
で国内の経済が再活性化し、広告費が上向い
たとしても新聞への出稿は増える確証はどこ
にもない。なぜならウェブ広告の登場による
新聞出稿の減少は、目新しさや、文字、画
像、動画を組み合わせた表現方法の多彩さと
いった表現上のアドバンテージが原因ではな
い。クライアントはウェブ技術の真髄、ユー
ザーの動向調査・分析機能を評価している。
広告効果が数値化、可視化できるということ
は、次の一手も立てやすい。なにより、広告
費が適切に支出されたという、出稿主にとっ
ての手ごたえ、満足感にもつながる。こうし
たウェブ広告のメリットは、これまで新聞広
告が担保できなかった「広告満足度」を補完
している。この提言では、ウェブの技術が持
つユーザーの動向調査・分析機能を生かし、
ローカル情報ナンバーワン媒体を目指すこと
で、新聞部数の拡大、新聞広告出稿増の可能
性を探る。

２．「投資の神様」が見据えた地方紙の
　　将来

　まず、新聞社にとって明るいニュースを取
り上げる。昨年、アメリカの投資家ウォーレ

ン・バフェット氏が一気に国内の地方新聞社
63紙を買収したことがニュースとなった。彼
が率いる投資会社バークシャー・ハサウェイ
の社是は「株は保有し続けるために買う」
だ。今回の大規模買収も短期間での売買によ
る差益を狙ったものでなく、ローカル紙業界
の長期的な安定性、収益性を見込んだ判断
だ。新聞業界の凋落ぶりでは数歩先を行くア
メリカで、「Oracle of Omaha」（オマハの賢
人）と称されるバフェット氏が新聞に投資し
たことには大きな意味がある。
　それではバフェット氏が見据えた地方新聞
の光明はどこにあるのだろうか。そのヒント
は、氏が手始めに26紙を買収した際、買収予
定先のある地方紙の編集者・発行者に送った
手紙から伺える。氏は「私は、コミュニティ
ーニュースを深く、広く取り上げる新聞社は
明るい将来が待っていると信じている。地域
に起こっていることを知りたい市民の生活に
とって、欠くことができない新聞を発行する
のがあなたたちの仕事です。（中略）自分や
隣人が関わっているニュースを読むことを途
中で止める読者はいないのです」。氏はこう
呼び掛け、地域の関心事として、特に市民ス
ポーツ報道の大切さを例に挙げている。　
　また、氏はウェブ媒体が全国ニュースやプ
ロスポーツ、株価指標、求人などの分野で主
導権を握っていることを認めた上で「そうさ
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せておけばよい」と切り捨て、新聞社は地域
で重要視されている事柄を伝える中心的機能
強化に注力しなければならないと力説する。
　氏は米国の地方紙は次の三つの原因が単独
もしくは複合で存在したとき失敗すると分析
している。
　①地域で２紙以上の同規模新聞社が競争し

ている場合
　②新聞が市民の主要な情報源でなくなって

いる場合
　③地域に主体性、地域としてのアイデンテ

ィティーがない場合
　このことから、氏は今回の買収候補に「中
規模の都市で、古くからコミュニティー意識
が確立されている地域の新聞社」という条件
を定めている。わが国の地方紙はまさに、郷
土の文化、意識の醸成と発展のために興った
ことから、失敗する要因は見当たらないと考
えなければならない。
　売上高1,436.88億ドル（2011年）の同社に
とって、買収した地方紙からの利益は大きく
ない。しかし、氏は「（今回の買収と地方新
聞の存続・発展が）私たちのほかの大型投資
先をはじめ、社会全体の経済活動に寄与する
ことを期待している」と買収の目的を語る。
両親が新聞に関わっていた環境に生まれ育
ち、自らも４年間で50万部も新聞配達をした
ほど同氏と新聞の関係は深いが、厳しい投資
の世界に君臨し続けている氏は、個人的な郷
愁から今回の買収を決断したわけではなく、
氏の投資哲学である「長期を見据えた利益の
回収」として地方新聞への投資に目をつけて
いるのだ。　
　しかし、旧態然とした新聞には否定的だ。
今回の手紙の中でもウェブと新聞の新しい関
係の構築の模索を重要なポイントとして強調
している。購読料を取っている新聞の情報を
無料でウェブに掲載する現在の手法を「持続
不可能なビジネスモデルだ」と断定し、編集
者、発行者たちに「ビジネスの継続に必要な

読者数と収入を得るために、紙とウェブの融
合策を編み出すこと」を強く求めている。
　買収された新聞社にとっては、バークシャ
ーブランドの庇

ひ

護は恩恵だろう。「地方紙業
界」全体を指して、「本質価値が低く評価さ
れている」と「割安株投資家」で知られる賢
人が市場にメッセージを送ったとも取れる。
だが、買収した新聞社に対する氏の要求は明
確かつ厳しい。地域住民が興味を持つ話題に
こだわる媒体は、もはや新聞社だけではでは
ないからだ。氏の要求はウェブニュースサ
イト、ブログ、SNSに席巻されつつあるこの

「地域へのこだわり情報発信力」を印刷メデ
ィアの新聞が取り戻さない限り、地方新聞の
将来はないと示しているとも読める。ウェブ
との戦いに勝機はあるのか。「紙とウェブと
の融合策」を求めた氏への回答は、新聞社の
ローカル情報媒体組織としてのこだわりと、
積極的なウェブ技術の導入にあると考える。

３．ウェブのデータ収集能力は紙面づ
　　くりに欠かせない

　毎日の視聴率で番組の広告的価値が評価さ
れるテレビと違い、同じマスメディアの中で
も新聞は広告効果が計りにくい媒体としてや
り玉にあげられる。収入、生活スタイル、価
値観が細分化された日本の社会で広告の受け
手を絞り込めない新聞に比べ、ウェブは高精
度で受け手を選べる。これは受け手であるネ
ットユーザーが意識せずに自らの行動をデー
タとして広告の送り手に提供しているから
だ。接続場所、利用しているブラウザー名、
言語、画面の大きさ、閲覧したページ、滞在
時間、前後に閲覧したホームページ、携帯端
末からのアクセスであれば機種など、ウェブ
を利用しているユーザーはあらゆる情報を吐
き出す。　
　これらは基本的な情報に過ぎず、ユーザー
が利用したキーワード、ページ内でクリック
した場所など、サイトのどのコンテンツに興
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味を持ったのかも分かる。これにプレゼント
を代償にした簡単なアンケートを設置すれ
ば、性別、年齢、職業、商品についての感想
など、新聞広告では決して収集できない情報
を入手できる。受け手の指向と嗜

し

好、掲出し
ているコンテンツに対する評価の両方が分か
るウェブの機能こそ、マーケティング立案に
おいて広告主が露出媒体を選定する上で評価
する部分であり、今後、新聞が一番活用すべ
き機能だ。
　現在一般的な、新聞紙面を中途半端な分量
のまま無料でウェブサイトに掲載する方法は
収益性の低さという点だけでなく、次の理由
からも改めるべきだろう。紙面の一部の掲載
では、貴重なユーザーからのフィードバック
が得られない。紙面のどの記事のどの部分に
ユーザーの関心が集まったのか、また、情報
を得たユーザーはどのような行動を取ったの
かを知るために、紙面のウェブ掲出は「全情
報」が基本だろう。ウェブ版は、購読者には
無料、非読者に対しても安価で提供し「デー
タ収集の分母」の拡大を目指すべきだ。コン
テンツの質がよければ、フィードバックの質
もおのずと高まる。購読者にはニュース速報
サービスの提供など、付加価値で非購読者と
の差別化を計ればいい。

４－１．地方紙は「ローカル」の意味
　　を再認識すべきだ

　しかし、現状の新聞の内容ではまだ「ロー
カル」へのこだわりが薄いと感じる。他県で
地方紙を手にしても、ページ建ては全国紙に
ならった並びであり、「これ一紙を読めば、
そこそこ事が足りる」という仕組みからはみ
出した新聞をまだ読んだことがない。
　生活者は自分に関係の深い情報に価値を置
いており、現状は物理的な区分けで地方面を
分けているが、より細かいネットワークを形
成している販売店での印刷、折り込み体制を
整え、より細分化された「マイページ」を本

紙に加える体制作りに取り掛かるべきだと提
言したい。子育て、リタイア組と、読者の生
活スタイルの境が明瞭な今日、見たい広告を
届けることができるマイページこそ、広告主
に対して精度の高い露出媒体となり、スペー
スに対する料金も上がる。自分と隣の家の新
聞の内容が同じである必要はどこにもない。
前段で紹介したバフェット氏の「私は、コミ
ュニティーニュースを深く、広く取り上げる
新聞社は明るい将来が待っていると信じてい
る」という考えとずれていないと確信してい
る。
　新聞が読者の生活に寄り添うメディアであ
ることを示すために、昨年暮れからある試み
に取り組んでいる。当紙では昨年秋の編集の
版制変更により７版を５版に整理した。そこ
で浮上したのが、これまであった版への広告
主の引き止め問題だ。版Ａと版Ｂが統合され
版Ｃができたことにより、発行部数が合算さ
れ掲載料も発行部数に比例した新料金となっ
た。具体的にはこれまであった清水版が廃止
され静岡広域版となった。これまで清水版に
出稿していた広告主にとっては、静岡広域版
への出稿は事実上の値上げになってしまう。
　当社ではチラシへの流出を防ぐために広告
用に残した清水版を利用しタブロイド４ペー
ジの広告特集「See Sea Sh!m!zu」（シーシー
清水）の発行を始めた。しかし、全ページを
純広告で埋めてはチラシとの値段競争に陥っ
てしまうことが懸念されるため、議論の末、
清水版配布地区に特化した取材記事を掲載
し、読者に「あなたの地区のための情報紙が
できました」というアピールを色濃く打ち出
すことに決めた。清水版地区は合併以前には
清水市として市政を敷き、歴史、文化、産
業、市民感情的にも独立したコミュニティー
を形成していた。平成の大合併という行政の
効率化施策により、静岡市の市民になっても
その「清水市」の独自性は日常生活に根強く
残っている。私は、この地区で３年、記者を
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経験しているため、地区の市民感情への理解
は深い。新聞社が本来得意とする地域への理
解度を貴重な財産として活用している。

４－２．顔の見える関係作りで新聞への
　　理解を深めろ

　記事では、こうした部分を汲
く

み取り、清水
のシンボル的な存在である駅前商店街が主催
した子ども向けの防災教室や、著名ではない
が見ごたえのある桜並木の花見情報、その地
区で旬を迎えた特産品の紹介やレシピ、市民
に十数年間親しまれてきたアウトドアイベン
トの最終回のお知らせなど、まさにコミュニ
ティー内の生活者だからこそ活用できるロー
カル情報を盛り込んだ。さらに、日ごろ清水
出身であることを公言している人気女子アナ
ウンサーにコラムの執筆を依頼し、地元民な

ら思わず頷
うなず

いてしまうエピソードを披露して
もらっている。使用する写真素材について
も、「自分が撮影した地元の写真が地元向け
の新聞に載るのなら」と快く提供してくれる
個人、団体が数多くあった。取材に応じてく
れた団体からは「地域の情報が掲載されない
ということは、自分たちの存在が世の中から
消されるに等しい。この企画は新聞社らしい
取り組みだ」と評価された。一般読者からは

「普段読んでいる新聞にプラスして自分たち
の新聞が折り込まれているのはうれしい」と
いう声も届いた。
　当初は企画に懐疑的だった広告会社も、第
２号が発行されると、「新聞社がこの地区の
ことを大切に考えている」という理解が進
み、広告主に他媒体との差別化を示すことが
できるようになったという。営業担当者は

「See Sea Sh!m!zu」（静岡新聞社清水版）

2013年３月１日発行号（左＝１面、右＝４面）
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「この地区の情報メディアとして続けるため
に、記事部分の采配権は新聞社が持ち、安易
なタイアップはできない」という、一聞する
と大上段に構えた企画趣旨を広告主に説明し
ているが、賛同する広告主は増えているとい
う。営業活動中に寄せられる地域のイベント
開催予定なども貴重な情報として紙面に反映
させている。広告主も読者も同一のコミュニ
ティーに暮らしているからこそ、この企画の
大儀に同調してくれていると考える。
　現状でも利益を上げているが、この試みの
最大の狙いは、つなぎとめた広告主のビジネ
スを支援・成長させ、新しい版への出稿を促
すことだ。企画名Shimizuの「ｉ」を「！」
にしたのは、新聞社がこの地区を元気にす
る、という意欲を込めている。新聞広告での
成功体験を共有することで新聞広告への親和

「See Sea Sh!m!zu」（静岡新聞社清水版）

性を高め、成功例を未開拓の広告主に示し、
新規に新聞広告に誘導する。長期間の取り組
みにはなるが、限定されたマーケットでのこ
の試みから、地方新聞にとってのローカルと
は何かを知ることができると確信している。

５．新聞がもう一度ローカルに徹した
　　とき、ウェブが生きる

　現状の地方紙は「地域色」が不足している
ことを再認識し、地方紙がローカルに徹底す
る体制を整え、読者を紙媒体に引き戻したと
き、ウェブの技術は初めて生きてくる。新聞
を身近に感じている読者が新聞を置いても、
新聞アプリを提供し、スマートフォンやタブ
レット端末で続きを閲覧できるシームレスな
環境を整えれば、ウェブ上での閲覧行動から
貴重なデータが得られる。データを分析した

2013年３月１日発行号（2−3面）
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結果を紙面づくりに反映すれば、より親和性
の高い新聞を読者に届けることが可能であ
り、こうした媒体への広告出稿に広告主は価
値を見いだすだろう。それぞれの地区で「ロ
ーカルさ」を際立たせることで、それらを束
ねる地方新聞は、「真の」生活に欠かすこと
のできない情報媒体となる。ローカルにこだ
わればこだわるほど、地方新聞業界を圧迫し
ていたウェブは、新聞の存在価値を補強する
重要なツールとして機能を発揮することとな
る。そのとき、紙とウェブが融合し、地方紙
に明るい未来が開けるはずだ。

【出典】
◇ウォーレン・バフェット氏の手紙
＝‘Warren Buffet ’s letter to editors , 
publishers’Winston-Salem Journal ウェブ版　
2012年５月25日掲載
http : //www. j ourna lnow .com/news/
local/article_fb3a9f2e-d37b-5f84-b8da-
5d00657d60ba.html
◇「See Sea Sh!m!zu」（静岡新聞社清水版）
＝発行部数６万2,514部（清水区）ABC発表、
2012年10月
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Pro f i l e

入 選
1973年京都府生まれ。95年中日新聞社に入社。名古
屋本社広告局整理部、愛知広告部、広告管理部、メデ
ィア開発部、広告三部、広告二部、東京本社広告二
部、広告一部を経て、2012年から現職

中日新聞東京本社　広告局営業推進部

倉内　佳郎（くらうち・よしろう）

～マルチスクリーン戦略を新聞業界に「変換」する
テレビ業界に学ぶ

１．はじめに

　電通発表の「日本の広告費」において、
2012年の新聞のシェアは10.6％。雑誌の4.3％
を足した「紙のマス媒体」全体で、辛うじて
インターネット広告の14.7％を超えるが、来
年もそうかは分からない。さらに折り込みや
DM、フリーペーパー、フリーマガジンとい
った、紙ベースのプロモーションメディアの
合計19.5％を足してようやくテレビの30.2％
を超える（注１）が、テレビとインターネッ
トの連合軍には太刀打ちできない。ならば紙
媒体の狭い器の中で思案するより、外の世界
に傾聴した方が新たなヒントや気付きがある
はず。そこで本稿では、テレビ業界の動向か
ら考察し、新聞業界にアレンジできることを
綴
つづ

る。

２．テレビ業界の現状

　テレビ業界向けのセミナーで、二つのキー
ワードをよく耳にする。「タイムシフト」と

「マルチスクリーン」だ。タイムシフトは放
送時間後の番組視聴のこと。録画機器の進化
によりこの傾向が進んでいる。マルチスクリ
ーンは、テレビ受像機とスマートフォン（ス
マホ）やタブレット端末など複数の画面を使
って番組を楽しむ視聴形態のこと。特にソー
シャルネットワーキングサービス（SNS）と

の親和性が高く、日本では日々のテレビ番組
がSNS上で共通の話題にされる（注２）。業
界では11年12月にマルチスクリーン型放送研
究会（注３）が発足し、12年は動画配信の強
化やSNS連携アプリの開発などスマホを意識
した動きが加速。さらに13年秋からは、１番
組に複数映像を同時に送り画面の見方を視聴
者が選べるハイブリッドキャスト放送が始ま
る。
　マルチスクリーンは広告モデルでも始まっ
ている。テレビCMの音声をスマホが認識す
ることで、関連バナー広告をスマホ画面に自
動表示させるもの（注４）や、電子クーポン
を配信するもの（注５）、マイレージを付与
する手法（注６）が生まれている。スマホ以
外では、料理番組と連動して食品スーパーの
小型電子看板に再編集したコンテンツを配信
し、協賛する食品メーカーの販促につなげた
地方局のケースもある（注７）。テレビ局は
新たな「スクリーン」を巻き込んで、広告主
への提案力と媒体価値を上げようと必死だ。
　テレビ業界のマルチスクリーン戦略は、新
聞社も注視すべきではないだろうか。

３．新聞業界の現状

　新聞業界はどうか。紙の新聞以外にニュー
スサイトがあり、スマホやタブレットでも読
める電子新聞など課金コンテンツもある。こ
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れもマルチスクリーンのようだが、テレビと
は方向性が違っている。
　例えば新聞記事を「A」としよう。Aは、
先に紙に載せようがネットに公開しようが、
新聞社のどのスクリーンで見ても内容の多少
で「1A」か「1.1A」だ。対してテレビのマ
ルチスクリーン型放送は、番組「B」をスク
リーンに合わせ「1B」「2BC」「3BD」と変え
る。マルチ視聴でそれらがかけ算され、「B

（１×2C×3D）」のように番組の楽しさが最
大化する。新聞社サイトの誕生から約20年。
我々が提供してきたのは、一貫してスクリー
ンの「選択肢」だった。
　しかし最近は、新聞社もSNSやデジタル
端末のAR（拡張現実）アプリを使い、テレ
ビのようなマルチスクリーンも実践してい
る（注８）。例えば12年の東京新聞。SNS連

動では、対談の様子を直後にツイッターで流
し、その反響を見て載録紙面と対談動画を
編集しつつ、最終的にニコニコ生放送（ニコ
生）の公式番組に誘導する企画を３月に実施
した（図１、注９）。２万6,000人を超える延
べ視聴者が、１万7,742件のコメントを寄せ
た。ARでは、無料アプリ「東京AR」を使い
家族で楽しむ「マルチスクリーン型新聞」を
新聞広告の日に実現（注10）。かざしたスマ
ホ画面では、紙面では大人向けの内容が、こ
ども向けの「東京こども新聞」に変身するも
のだ。翌朝刊も楽しみにしていた読者が「普
通の紙面でがっかり」とつぶやいた。そして
後日、この企画を担当したクリエーターが
海外向けPR動画をYouTubeに公開したとこ
ろ、英BBCなど世界の100近いサイトで紹介
され、動画は150か国で６万回以上再生。話

図１　SNS連動「ドラゴンズファン応援企画」展開図

※東京新聞　2012年３月30日付朝刊から展開
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題は日本に逆輸入され、SNSで再び拡散され
た（図２）。
　では、テレビをまねたマルチスクリーンを
推進すれば媒体価値が上がり、購読者や広告
主、広告会社の需要を喚起できるだろうか。
どうも違う気がする。
　これらの企画を毎日提供できれば、もっと
新聞を手にしてくれそうな声もあった。けれ
ど今回の反響の多くは、新聞より「デジタル
な仕掛け」が話題で、かつ日常生活に新聞が
介在していない人から発せられた気がしてな
らなかった。いわゆる未読者だが、新聞があ
る暮らしを忘れ、または最初から知らず、購
読の見込みもないこの人らを私は「無新聞生
活者」と呼んでいる。ある新聞が公表してい
る投書欄への投稿者の年代構成を見ると、
NIE活動などで新聞を読む機会がある20歳未

満の投稿は10％前後なのに、購読してほしい
20代、30代は５％に満たない。別の新聞では
どの年代もさらに低かった。どちらも最も多
い層は70代以上だ（注11）。無新聞生活者は
増え、我々とかけ離れていく。彼らが新聞社
から話題を入手する環境作りが先に必要なの
だ。

４．三つの考察

　その環境作りの前に、三つのことを考察し
たい。

（1）無新聞生活者にとっての「新聞」
　無新聞生活者には、どんなニュースが伝わ
っていたのか。
　リクルートの創業者で今年亡くなられた江
副浩正さんが情報誌事業で特に意識したこと
は「受け手への変換」だ。成功の要因は「送

図２　AR連動「東京こども新聞」展開図

東京新聞　2012年10月20日付朝刊
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り手の情報を、受け手に分かりやすい言葉や
写真・デザインなどで、訴求力の強いメッセ
ージに変換すること」だったと生前に語って
いる（注12）。
　江副さんの言葉を具現化した紙媒体の一つ
が『R25』。04年創刊と話は古いが、これほ
ど新聞を意識して生まれた媒体はない。同社
はM1層への定量・定性調査を重ね、虚栄心
で「日経を読んでいる」とアンケートで嘘を
つく若者の存在にたどり着いた。新聞は読ん
だ方がいいけれど、きちんと読むのは苦痛で
面倒だという彼らを「情報消化不良の負け
犬」と例えた。「ネットの検索があるから」
ではなく「情報過多で読み切れない、咀

そ

嚼
しゃく

で
きない」から新聞にたどり着けないと分析。

「帰りの電車で新聞が全部分かる」かのよう
に、新聞っぽい情報を１本800字の記事に

「変換」したら、『R25』になった（注13）。
　その『R25』誕生から約10年。スマホで
200万人に支持されているのが、無料通話・
メッセージアプリで急成長の「LINE」が運
営するLINEニュースだ（注14）。１日２回の
配信は、「こんなニュースがあったよ」とい
う、ちょっとしたお知らせレベルのもの。興
味があればリンク先に進むが、そこで最初に
読ませるのは「ざっくり言うと」という、概
要を三つの小見出しに「変換」したものだ
け。その次に詳細が読める。ユーザーの関心
度に合わせ、段階的にニュースを理解させる
順序が作られている。
　最近のネット上では、キュレーション（情
報の収集・まとめ）が注目されている。キュ
レーターと呼ばれる編集者による人力の情報
発信もあるが、アルゴリズムでその人に読ま
れそうなニュースを寄せ集めるサービスが増
えている。例えば11年に東大院生３人が開発
した「グノシー」（Gunosy）は、ユーザーの
ツイッターやフェイスブックアカウントの動
きから、毎朝25本のお薦め記事を自動で「変
換」する。彼らが作りたかったのは「アナタ

専用の新聞」。しかも、すべてが好みのもの
と限らず、新聞特有の「偶然の出会い」も盛
り込んでいるようだ（注15）。
　13年３月、米ヤフーはスマホなどでニュー
スを読みやすく要約するアプリ開発会社を買
収した。それは、２年前にイギリスの当時15
歳の青年が起業した会社だ。そして同時期に
米グーグルも同様の企業を買収。どちらも買
収価格は3,000万ドルと言われている。要約

（変換）は、それほど付加価値が高いのだ。
　新聞社の目で見れば、まるで新聞の形状で
はない。けれど無新聞生活者にとっては自分
に話題が「伝わる」ものが新聞で、この動き
を若者がどんどん進化させる。日刊の有料新
聞とは別に、彼ら向けに「変換」された新聞
の必要性を感じる。知識ではなく情報を集め
ているだけのような、気持ち悪さはあるが。

（2）マルチスクリーンに死角はないか
　テレビ業界のマルチスクリーン戦略は万能
か。端的にいえば盤石ではない。
　テレビで「空きチャンネル」といえば、ア
ナログ時代は使っていないチャンネルのこと
だったが、最近の業界内では「テレビ受像機
をゲームやインターネットなど放送を見る以
外の用途で使うこと」を指す。例えばスマホ
で受信する見放題の配信映像を、大型スクリ
ーン（＝テレビ）につないで見るのがそれ

（注16）。テレビ局も肝心のメーンスクリーン
を奪われかねないリスクを負っているのだ。
ましてや、パソコンやタブレットで代用して
テレビを持たない世帯まで出てきている（注
17）。
　インターネットは特定の新聞や雑誌を情報
源としていた人に、多様な記事に接する機会
を生んだ（注18）。だからユーザーは、ネッ
ト上で一つのニュースサイトに依存しない。
そしてテレビを含め、デジタルの画面はユー
ザーからの「借り物」なのだ。電子新聞にせ
よニュースサイトにせよ、スクリーンを借り
られる時間や面積はすべてユーザー次第。だ
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から、デジタルだけに寄ったマルチスクリー
ン戦略には不安が伴う。我々が扱う「紙」の
スクリーンには、画面を乗っ取られることが
ないという大きな強みもあるのだ。

（3）新聞業界が見落としていたことは他に
ないか

　朝日新聞社の木村伊量社長は、業界紙のイ
ンタビューで「新聞社もメーカーと消費者

（読者）の関係」と語った（注19）。同感だ。
そこで、メーカーが商品を製造し、物流を経
て店頭に並び、消費者に使ってもらうまでの
一般的な流れに、新聞社の工程を当てはめて
みた（図３）。
　商品としての新聞は①②を試行錯誤し、③
④⑤を新聞社の強みとしてきた。特に戸別宅
配網は、その有効活用に期待がかかってい
る。しかし、逆を言えばそこに固執していな
かったか。再度リクルートの話になるが、同

社が情報誌企業からネット企業に変身できた
要因について、日経広告研究所の篠田真宏主
席研究員が引き合いに出した新聞社や出版社
の分析が興味深い（注20）。新聞社や出版社
が活字メディアに固執する理由は、至れり尽
くせりの流通システム＝新聞業界でいう販売
店網、出版業界でいう委託販売システムにあ
ると同氏は考えた。だから新聞社や出版社
は、情報の伝達ルートを新たに構築しようと
する問題意識さえずっと持たなかった、とい
う。紙の世界だけで見ても、都心の鉄道駅構
内で情報誌のラックが増殖し、新聞売店が
追いやられたケースを思い出すと分かりや
すい。我々は「⑤陳列」において深く考えて
こなかったが、メーカーにとって流通店舗の

「棚」を押さえるのは生命線だ。ある食品メ
ーカーは、「今は流通業と協力して、テレビ
CMと売り場を連動させないと、売り上げを

図３　新聞（記事）のサプライチェーン図

※メーカーの製造から販売までの流れに、新聞社の工程を当てはめた（著者作成）
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大きく伸ばすことが難しい」という（注21）。
　我々がメーカーであるならば、棚を含めた
①から⑥までの「新聞サプライチェーン」全
体を最適化する必要がある。その一つは、ニ
ュースのスクリーンと陳列棚をマルチにする
ことだと思う。それも、デジタル一辺倒では
なしに。

５．新聞業界のマルチスクリーン戦略案

　とはいえ、いきなり「新聞サプライチェー
ンの全体最適化」では壮大すぎる。特に③④
は、出版社で導入が始まったデジタル輪転機

（注22）の普及時期や影響が読めない。本稿
では③④は現状を前提とし、①②⑤⑥に触れ
たい。

（1）①製造、②包装
　まず、ニュースの「変換」について。みん
なが池上彰さんになれば……とも思うが、そ

うでなくてもデジタルの要約に負けない技術
を、新聞社は持っている気がしてならない。
　それは、新聞記事に付随する「図表」「グ
ラフ」だ。
　新聞は主要ニュースを図表にまとめ、ある
いはグラフを使い概要を分かりやすくしてい
る。テレビのニュース番組でもフリップボー
ドで説明するが、画面に映る時間は短い。ネ
ットのニュースの多くはテキストと写真中心
で、自前の図表は少ない。図表やグラフを作
るのはひと手間かかるが、新聞社はそれを
日々短時間で作成する。これは、未来の要約
アプリでも簡単に模倣できないはずだ。
　J-MONITORを使い、東京新聞のモニタ
ーにニュースの読み方を意識調査した（注
23）。図表やグラフを使った記事を４本表示
し（上図）、どのような順に読むかを聞いた
ところ、レイアウトにもよるが図表やグラフ

東京新聞「図表記事閲読調査」対象の図表・グラフ入り記事

※2013年４月10日実査。記事を「見出し」「リード」「本文」「図表」に分けて、接触順を聞いた
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を見出しやリードの次に読む人の存在が確認
できた。また、見出しやリード、図表を見て
本文を続けて読むか判断する人が７割以上、
図表に目を通すことで記事への理解が深まる
と答えた人が85％に達した。
　長らくは文字中心だったネットのコミュニ
ケーションに、画像や写真、動画が台頭する
機運がある（注24）。ビル・ゲイツは「写真
は21世紀の石油になる」と言い（注25）、欧
米では写真や図、グラフなどのイメージ中心
に構成する新聞系ニュースサイトや、イメー
ジと見出しだけの写真集みたいな画面から記
事を選ぶものが増えている（注26）。
　いっそ本文のない、「見出し」「リード」

「図表・グラフ」の３点セットだけ、という
ニュースもあっていいんじゃないか？

◇
　ところで、携帯電話やスマホに内蔵された

機能は、サービス開発の卵である。電波を受
信した基地局やGPSの位置情報は、地域別の
情報配信を生んだ。ICチップは電子の財布
や定期券を生み、電話帳はLINEを生んだ。
そう考えると、時計やスケジュール帳になる

「時間管理機能」は意外と使われていない。
　新聞を意識したという『R25』。表紙をめ
くると最初は２週間分のイベントカレンダー
だ（上図）。真っ先に、目次より前に２週間
の流れを見せるのは、相当な理由があるは
ず。「これから話題になること」を最初に俯

ふ

瞰
かん

するニーズが高いに違いない。
　一方の新聞。日曜日や月曜日は各紙に「今
週の予定」欄がある。日経は約５段分の面積
を割くが、多くの一般紙は大抵１段分もな
い。けれど新聞社内には「これから」の情報
も豊富にあるし、記者発表など時間単位の予
定も知っている。もったいなくはないか。

『R25』イベントカレンダー

※見本はGW前のため３週表記。通常は２週で広告割付により１週１ページのページ送りにもなる
©リクルートホールディングス／メディア・シェイカーズ
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　これもJ-MONITOR調査（注23）で聞いた。
「今週、世の中にはどんな動きがあるか」と
いう１週間の予定情報をチェックする人が

「必ず」「どちらかといえば」を合わせて43.2
％に対し、日曜日の東京新聞に掲載される

「今週の動き」（上図）の閲読は、「毎週」「と
きどき」の合計で52.8％と上回った。「今週
の予定」欄は、生活意識以上に目を留めるニ
ュースという仮説が立つ。
　また、日々の予定を記録・管理するもの

（複数回答）を問うと、紙の手帳が62.7％に
対し携帯電話が20.5％、スマホ・タブレット
が19.5％だった。「最もよく使うもの」を一
つ選んでも、モバイル端末の合計は17.8％に
及ぶ。
　実は「ニュース予定」は大事な「予定ニュ
ース」に変換可能かもしれない。後は予定ニ
ュースをたっぷり伝えるスクリーン作りだ。
モバイル端末にはカレンダーやスケジュール
管理アプリもある。

（2）⑤陳列、⑥消費
　では、どこに「陳列」するか。その一つは

大学だろう。一部の新聞社は学割購読に踏み
切り、就職活動を支援する動きが活発だ。他
にも大学とメディアの興味深い動きは多い。
例えばこの四つ。
　①読売新聞の学食モーニングセット（生協

食堂の朝食後に試読紙提供＝注27）
　②TBSと大日本印刷の「キャンパスTV」

（大学生協と組み食堂などのデジタルサ
イネージに映像配信＝注28）

　③SANKEI EXPRESS「Campus新聞」お
よび「Campus新聞大賞」（大学生が実
際の新聞を責任編集し、部門賞の副賞に
はタブロイド紙の発行権を進呈＝注29）

　④新聞社と大学との包括的連携協定（例：
西日本新聞社と福岡４大学、長崎新聞社
と長崎大学＝注30）

　確かに「陳列」に向きそうだ。しかし一方
で、今の大学生が通常の新聞を試読して、ニ
ュースも新聞購読の魅力も読み込めるだろう
か。
　そこで、新聞社発の図表ニュースと予定ニ
ュースに絞った、タブロイド判の半分を４ペ
ージ建てにした紙のスクリーンを、主に学生
食堂向けに週１回発行する。そして、スマホ
やタブレット向けに、予定ニュースが読み込
まれるスケジュールアプリを提供する。
　図表ニュースは、見出し、リードと図表・
グラフのみで構成する。「情報」として知っ
ておく程度なら十分だろう。しかし「知識」
にするには本文が必要だ。そこで、図表をか
ざせば本文がスマホで読めるようなAR設定
をする。新聞なら購読するだけでできるよう
な、情報を知識に変換する流れを体感させ
る。
　予定ニュースは、紙では豊富な情報を俯

ふ

瞰
かん

でき、スマホやタブレットでは専用アプリに
よってユーザーの生活リズムに組み込める。
これからニュースになることを事前に知る点
では、実際にその記事に接する前の「予習」
にもなる。テレビ番組のマルチ視聴的な使い

東京新聞毎週日曜日掲載「今週の動き」
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方だ。また、予習だけでなく「復習」にも使
える。終わった予定ニュースから新聞社サイ
トにある事後の記事にリンクづけ、予定だけ
でなく結果も読む。さらに、本文閲読後の図
表ニュースも含め、読んだ証しとしてスケジ
ュールアプリのカレンダーに「スタンプ」す
る。子どもの頃、夏休みの早朝にがんばった
ラジオ体操のように、努力を可視化させるの
だ。
　これらを畳んでポケットにも入るコンパク
トな紙のスクリーンにまとめることで、学食
の後や授業の合間、あるいは帰宅時でもすぐ
に「消費」できる。スマホやタブレットでさ
らに、新聞のニュースに触れる最低限の習慣
づけを支援できる。
　学食でできれば、別の「食堂」に転用す
る。例えば、話題を共有できるコミュニケー

ションの場、発想が生まれる場と一部で見直
されている、企業・団体の社員食堂だ（注
31）。そして、広告的に流通との導線を考え
るなら、ショッピングセンターなどのフー
ドコートがある。利用する家族連れや若者
には、無新聞生活者も多いだろう。中日新
聞広告局が発行するOL向けフリーマガジン

『ami』（注32）は、希望する事業所に販売店
から希望部数を配達している。これと同じ要
領で、新聞社だからこそ変換できる、新聞ほ
ど中身は深くないけれどとっつきやすい紙の
スクリーンを、街でコミュニケーションが生
まれる場所に届けていく。こうして無新聞生
活者の「スクリーン」に新聞社の姿を映して
初めて、広告などの収益事業や新聞本紙との
マルチスクリーン展開につながるはずだ。
　なお、図表ニュースは一度紙面に載った記

図表ニュースと予定ニュースに絞った、紙とデジタルのマルチスクリーン展開イメージ図
（無新聞生活者向けに「変換」した、もう一つの「スクリーン」案）
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事で十分だ。時間が経過しても価値ある記事
は豊富にある。使いまわしは記者心理として
は抵抗があるだろうが、これこそテレビのタ
イムシフトと思えばいい。だから取材記者が
新たに書くのではなく、メーンは再編集（整
理）作業になる。もしかしたら、育児等でや
むなく休業中の社員に、在宅勤務の道を作れ
るかもしれない。また、紙の図表・予定ニュ
ースは、「マルチ陳列」より前に朝刊に折り
込めば、購読者向けマルチスクリーンサービ
スになる。逆に、紙の完成品で届けるだけで
なく、素材を大学新聞に貸し出す策もある。
そこを実験の場として学生ならではの「変
換」に委ねてみれば、グノシーやニュース要
約アプリを生むような新たな発見もあろう。
　SNSでは取材記者が注目されるが、新聞業
界のマルチスクリーン戦略のカギを握るの
は、整理記者と図表のデザイン記者だと思
う。

６．おわりに

　本稿では図表やニュース予定に絞ったが、
切り口は多様だ。例えば納税や投票に関わる
諸問題に対し、20代の視点で読ませる「スク
リーン」と50代のそれが別々にあってもいい
だろう。新聞社がデジタル輪転機を導入する
時代には、紙だけで相当なマルチスクリーン
ができそうだ。一方、「棚」はみんなが狙っ
ている。知る限りではタクシーや金融機関や
産婦人科でも（注33）。
　新聞社のライバルは、既に新聞社ではな
い。だから、生活に密着したすべてのものを
参考に、新聞を「変換」してみよう。

【注釈】
※新聞記事は各紙とも最終版（全国紙は東京
本社版）

（注１）インターネット広告費の14.7％は媒
体費と広告制作費の合計。プロモーションメ

ディア広告費における関係分の内訳は、折込
8.8％、DM6.7％、フリーペーパー・フリー
マガジン4.0％

（注２）朝日新聞2012年11月21日付朝刊25面
「つぶやき、TVを変える」（映画『天空の城
ラピュタ』の放送中、クライマックスで主人
公が滅びの呪文「バルス」を発するタイミン
グに合わせ、視聴者がツイッターでつぶやい
た「バルス」の数が１秒あたり25,088ツイー
トの世界記録となった話は有名）

（注３）在阪民放５局を中心に発足し、2013
年４月24日時点で57社が加盟

（注４）日経産業新聞2012年12月26日付５面
「視聴中のテレビCMと連動　スマホに広告
表示」（オプトの事例）

（注５）日本経済新聞2012年９月21日付朝刊
10面「テレビ番組と連携　スマホ使った販
促」（博報堂DYMP・南海放送の事例）

（注６）日本経済新聞2013年３月23日付朝刊
13面「スマホにCM聞かせよう」（電通・テ
レビ東京の事例）

（注７）日経産業新聞2012年11月27日付５面
「番組と連動　販促支援　地方TV局もネッ
ト利用」（北陸朝日放送の事例）

（注８）新聞社のSNSへの取り組み例は、日
本記者クラブ会報（2013年１月号）の新年特
集「人々はつながる　メディアのSNS戦略」
で紹介されている

（注９）東京新聞2012年３月30日付朝刊「ド
ラゴンズファン応援企画」（プロ野球・中日
ドラゴンズが2012年に掲げた新スローガン

「ファンと共に」を開幕戦で具現化するため、
ドラゴンズファンのジャーナリスト・津田大
介さんと、津田さんがファンと自認する山本
昌投手との特別対談を経て、津田さん出演の

「ニコ生開幕戦応援会」に集結。なお、山本
昌投手は対談実施時点までは開幕投手候補に
挙げられていた）

（注10）東京新聞2012年10月20日付朝刊の１
面から最終面まで計18か所のAR対応原稿を
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用意。大人向けに用意された話題は、画面上
では対象の原稿だけがルビやひらがなが付い
た平易な文章に変わり、タップしながらス
ライド形式でこどもが読む。そして５段広
告ではその製品の「工場見学」ができるな
どの楽しみを用意し、より長く一つひとつ
の新聞広告に接する機会を作り出した。ま
た、YouTubeの海外向けPR動画「Share the 
Newspaper with children」は13年１月に公
開。英BBCの電子版は「こどもに読みやす
くなることで、古いメディアである新聞の未
来をつくりだす」と紹介。新聞業界の国際機
関「世界新聞・ニュース発行者協会」からも
若者向けの取り組みとして取材を受け、リポ
ートがウェブ上に公開されている。アジア太
平洋広告祭やクリオ賞の部門賞に入賞した

（注11）前者は朝日新聞（2012年11月１日、
2013年２月１日、３月29日の朝刊オピニオン
面より）、後者は北海道新聞（2013年２月２
日、３月２日、４月３日の読者の声面より）

（注12）リクルートホールディングスのグル
ープ報『月刊かもめ』江副さん追悼特別編集
号に掲載された2002年のインタビュー記事よ
り

（注13）嶋浩一郎著『ブランド「メディア」
のつくり方　人が動く　ものが売れる編集
術』（誠文堂新光社）より

（注14）小学館ウェブサイト「NEWSポス
トセブン」2013年２月25日記事「若者の新
聞、TV離れで『LINEニュース』好調の理
由」（なおLINEニュースは、LINE株式会社
がLINE以前より運営する総合ニュースサイ
ト「livedoorニュース」がベースになってい
る）

（注15）ブログメディア「TABROID」2013
年４月11日記事や、同「ライフハッカー［日
本版］」2013年４月15日記事のほか、元ライ
ブドア社長の堀江貴文氏発言などを参照

（注16）日本経済新聞2012年12月22日付朝刊
11面「TVへの関心　細かく把握」

（注17）日本経済新聞2013年３月20日付朝刊
31面「新生活、テレビ消えた」

（注18）産経新聞2013年２月23日付３面連載
「情報の未来　第４部　メディアの行方②」
ブロガー・田中善一郎氏のコメントを引用

（注19）文化通信2013年４月22日付「朝日新
聞社　木村伊量社長に聞く」

（注20）日経広告研究所報第266号「広告会
社・リクルートの研究―なぜネット企業に変
身できたのか」

（注21）文化通信2013年４月22日付「大手企
業広告担当者座談会」での味の素広告部広告
企画グループ・川崎嘉治専任部長の発言を引
用

（注22）2013年１月、講談社が国内初となる
インクジェット式デジタル輪転機（日本ヒ
ューレット・パッカード製）の導入発表。
PDF入稿データから版を作らず印刷・製本
できるフルデジタル書籍生産システムを構
築。少部数・多品目出版物の制作に柔軟に対
応していく（ASCII.jp編集部2013年１月30日
記事より）

（注23）2013年４月10日に実査。有効回答数
は220人。
　ほか、図表入り新聞記事についての主な結
果は以下の通り
設問「見出し、リード、図表を見て、記事の
本文を続けて読もうか判断すると思う」＝

「はい」71.4％「いいえ」7.7％「どちらとも
いえない」20.9％
設問「図表に目を通すことで、記事への理解
が深まると思う」＝「はい」85.5％「いいえ」
4.1％「どちらともいえない」10.5％
設問「取り置いて、後で読むことがある（切
り抜き・スクラップ含む）」＝「はい」35.9
％「いいえ」45.9％「どちらともいえない」
18.2％
設問「インターネットのニュース記事より読
みやすいと思う」＝「はい」61.4％「いいえ」
6.4％「どちらともいえない」32.3％
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設問「テレビのニュースより理解しやすいと
思う」＝「はい」60.9％「いいえ」5.9％「ど
ちらともいえない」33.2％

（注24）朝日新聞デジタル2012年３月９日付
「メディアリポート」内、「ジャーナリズム」
2012年３月号掲載のブロガー・田中善一郎氏
記事「ネットのニュース記事は『読ませる』
から『見させる』へ」、日経MJ 12月19日付
３面「第１回ウェブ担当者座談会」（2013年
に注目すべきソーシャルメディア）、日経産
業新聞12月26日付３面「写真共有　スマホで
競う」、日本経済新聞2013年２月16日付朝刊
13面「６秒ビデオに世界わくわく」などより
推測

（注25）産経新聞2013年２月26日付３面連載
「情報の未来　第４部　メディアの行方⑤」
（注26）注27で紹介の田中善一郎氏記事より。
「写真集みたいな」例は、アメリカのiPad・
iPhone向けまとめサイト「パルス（Pulse）」
など

（注27）読売新聞2012年10月３日付朝刊33面
「読売モーニングセット開始」（大東文化大学
が食育の一環として割安な朝食を生協食堂で
出しているところ、週１回、食後に試読紙を
提供して読売社員が新聞活用の助言をするも
の。同様の取り組みは金沢大学や西南学院大
学でも）

（注28）日本経済新聞2012年７月29日付朝刊
９面「大学の電子看板に映像」（大学生協と
組み、食堂などに設置のデジタルサイネージ
に、ニュースや天気予報、番組宣伝だけでな
く、若者向け製品紹介や就活情報などの企業
広告を流す。同年９月より全国52大学で始め
た）

（注29）Campus新聞は大学生・大学院生が
自由にテーマを決めて取材・撮影・執筆した
ものを、2010年10月より毎週火曜日のEXタ
ブロイド見開き２ページで掲載し、半年ご
とに賞を選ぶ。同賞タブロイドCPS賞の副賞
は「タブロイド紙を3,000部発行できる権利」

で、筆者は第２回入賞の学習院大学新聞「学
習院EX」（2012年９月発行）の入手をきっか
けに各参加校サイトなどを調べた

（注30）西日本新聞2013年３月12日付朝刊12、
13面「４大学学長座談会」、および長崎大学
ホームページに公開されている長崎新聞社と
の協定書を参照（西日本新聞が協定を結んだ
のは、地元の日本赤十字九州国際看護大学、
福岡教育大学、福岡工業大学、福岡女子大学
の４大学）

（注31）日経MJ 2013年１月30日付１面「集
う社食　仕事に妙味」

（注32）1989年にタブロイド判折り込みで発
行。97年より編集を地元雑誌社のゲインに委
託し、現在のフリーマガジンスタイルに。中
日新聞販売店から要望のあった事業所に希望
部数を届ける。名古屋市全域を中心に東海３
県の１万2,500事業所に約14万部発行

（注33）タクシーでは運転席と助手席の間に
モニターを設置した「タクシーエム」、金融
機関では待ち合い場のデジタルサイネージに
映像配信するNECの「FineChannel」（ファ
インチャンネル）、産婦人科では広告会社の
中日アド企画が愛知県内の産婦人科で展開す
る「ママ友チャンネル」が事例としてある

【参考文献】
◇日本アドバタイザーズ協会『月刊JAA』
通巻671号、2012年９月
◇ビデオリサーチ『ビデオリサーチ　ダイジ
ェスト』通巻523号、2012年12月
◇嶋浩一郎著『ブランド「メディア」のつく
り方―人が動く　ものが売れる編集術』（誠
文堂新光社、2010年10月）
◇リクルートホールディングスのグループ
報『月刊かもめ』江副さん追悼特別編集号、
2013年３月
◇『R25』（リクルートホールディングス／
メディア・シェイカーズ）
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Pro f i l e

～シニアビジネスを見据えた新聞資産の有効活用～
シニアボランティアと企業のCSR

1982年福井県生まれ。2008年読売新聞東京本社に
入社。広告第四部、広告編成部を経て、13年から現
職

黒井　一来（くろい・かずき）

読売新聞東京本社　広告局広告第七部第二課

入 選

１．はじめに

　新聞業界を取り巻く環境は日に日に厳しさ
を増している。販売数は漸減し、広告収入も
底打ちの気配はあるものの、急回復は見込め
ない状況にある。今後の見通しを楽観視する
ことはできないだろう。ではこの窮状に対す
るべく、我々がなすべきことは何か。
　そこには二つの軸が存在すると私は考え
る。一つは新聞業界の構造的苦境を脱するた
めに取られる、長期的視野に立った施策。若
者対策やネット対策がそれにあたるだろう。
もう一つは現在新聞社が保有する広義の資産
を有効活用すること。新聞社だから訴求でき
るターゲット、取り組むことができる社会的
活動など、新聞社の現有する資産に再度焦点
をあて、それらを有効活用する。長期的視野
で根本的改善策を模索し、短期的視野で現状
のロスを補塡する。これからの新聞社には、
そのような長短両方の視点が必要になってく
るだろう。
　今回私が提言するのは二つ目の軸。新聞広
告をハブとして新聞資産を有効活用し、企業
の広告需要を喚起する。企業が抱える課題に
対して、新聞媒体を利用し解決策の一つの選
択肢を提案することで広告ビジネスとして成
立させることである。企業が現在抱えている
課題とは何か。それに対して新聞社はどのよ

うなアプローチが出来るのか。
　そこで今回私は「シニアビジネス」に注目
し、提言を行いたい。シニアビジネスは、現
在多くの企業で今後取り組むべきメーンの課
題として設定されており、かつシニアは新聞
社として親和性の高いターゲットだ。これを
資産と考えれば有効活用しない手はない。そ
の詳細を順序立てて、以下に述べていく。

２．企業の課題

（1）高齢化社会の現状と今後
　日本の2012年時点での高齢者（65歳以上）
人口は3,074万人となり、総人口の24.1%を占
めている（注１）。日本は現時点で先進国の
なかでもトップクラスの高齢化社会となって
おり、今後もその傾向が弱まることはないだ
ろう。
　内閣府によれば、人口の減少と平均寿命の
延びが重なることにより、35年には高齢化率
が33.4％となり、60年には39.9％に達して、
国民の約2.5人に１人が65歳以上の高齢者と
なる社会が到来すると推計されている（注
２）。
　これらの数字からも明らかなように、遠く
ない将来、日本は高齢者を中心とした社会に
変貌を遂げる。あらゆる領域において高齢者
がメーンターゲットとなり、その帰結として
高齢者を軸に社会全体が動く。そしてその中
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に経済活動が含まれることも想像に難くない
だろう。

（2）企業によるシニアビジネスへのシフト
チェンジ

　現在、企業にとっての喫緊の課題として挙
げられるシニアビジネスへのシフトチェン
ジ。理由は上にも示した通り、消費の中心が
これまでの若年層・中年層からシニア層へ移
行するためだ。特に12年は団塊の世代が65歳
以上の年齢に入り始め、遂に高齢者人口が
3,000万人を突破したことで（注３）、各企業
は今までにも増して、シニアビジネスへのシ
フトチェンジの必要性を感じ始めている。
　しかしそれだけではなく、近い将来100兆
円規模にまで達すると予想される、巨大なシ
ニアビジネス市場でイニシアチブを取りたい
と考える企業の思惑もそこには存在する。例
えばユニ・チャームの紙おむつ。ユニ・チャ
ームは本来のメーンターゲットであった子ど
もだけではなく、シニア向けである大人用紙
おむつにも注力した。その結果、今では子ど
も用おむつと肩を並べるほど、大人用紙おむ
つは事業の柱となっている（注４）。
　さらに今後は世界的にも高齢化社会が進む
と見られ、どの国よりも早く高齢化社会の到
来を迎えた日本でのシニアビジネスのモデル
は他の国でも応用できると考えられており、
企業活動のグローバル化において大きな武器
となるのである。つまり、企業にとってシニ
アビジネスへのシフトチェンジは課題である
とともに大きなビジネスチャンスでもあるの
だ。

（3）シニアビジネスにおける企業の課題
　シニアビジネスへのシフトチェンジは企業
にとって課題ではあるが、まだ道半ばという
のが現状である。それは長い間、企業の成長
は若年層・中年層向けのビジネスモデルを軸
として成り立ち、その軸のもと多くの成功モ
デルを築き上げてきたからだ。現在はその成
功体験から脱却するべく暗中模索している状

況である。
　そこで重要になってくるのがシニアをマス
として捉え、シニアとはこういうものだと大
きな枠にはめこむのでなく、いくつか存在す
るリアルなシニア像を把握し、その特徴に照
らし合わせて正しくアプローチすることであ
る。その中でも特にビジネスにおいて、消費
意欲が旺盛なアクティブシニアと呼ばれる層
を捉えることが大きなカギを握るといわれて
いる（注５）。
　このように、企業にとってシニアは重要な
ビジネスパートナーとなりつつある。シニア
層（特にアクティブシニア）に対し、いかに
アプローチができるか。どのような関わり方
をとり、その関係を持続させていくかが企業
にとって重要な課題であり、企業の求めてい
るところとなる。

３．アクティブシニアとは

　さまざまな定義が存在するが、最大公約数
的に表現するなら「自身の価値観を尊重し、
人生を楽しむべく活動的なシニアライフを送
る人々」といえるだろう。今回は後述する提
言に沿って、以下の特徴も併せて述べたい。

（1）社会貢献活動に強い関心を持つ
　内閣府の調査によれば、60歳以上のシニア
のうち過去１年間に何らかのボランティア活
動に参加した人の割合は47.0％（男性51.5％、
女性43.0％）となっている。なお、収入の多
い人ほど、ボランティア活動に積極的とのデ
ータも存在する（注６）。

（2）熟練した消費者
　多くの経験と知識を持つアクティブシニア
は、上辺だけの宣伝に踊らされない。消費す
る際はその商品の本質を見極めたり、自身の
価値観と照らし合わせながら決めていくとい
われる。また、消費に関する情報については
信頼できるメディアや信頼できる人の口コミ
から得ることが多い（注７）。
　なお、シニア世代の約７割が新聞を信頼
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し、約９割が新聞を閲読している（注８）。
他の年代と比較しても、シニア世代と新聞の
親和性は極めて高いといえる。また、その媒
体特性に着目し、シニア層をターゲットとす
る新聞広告も多い。シニア層を「グランド・
ジェネレーション（G.G）」と捉え、より豊
かなシニアライフを提唱した「イオン」の広
告（事例）もその一つといえるだろう。
【イオンと新聞社の取組み】
　イオンは11年、中期計画として「シニアシ
フト」を打ち出した。それはこれまでにも述
べてきた通り、来る超高齢化社会を見据え
て、これまでのメーン顧客であったファミリ
ー層だけではなく、シニア層を積極的に取り
込んでいこうとする姿勢の表れである。そこ
でイオンが立ち上げたコンセプトが「グラン
ド・ジェネレーション（G.G）」である。
　イオンの谷島英明氏いわく、「年齢を重ね
ても変わらずアクティブであり続ける還暦前
後の世代に、『威厳がある』『最高位の』とい

った意味を引き当てて、放送作家の小山薫
堂氏が発案したもの」とのこと（注９）。ま
た、このコンセプトを旗印に、シニア層に向
けたイベント、展覧会を新聞社協力のもと開
催。新聞広告により、多くのシニアに情報を
発信し、多くの参加者を動員した。シニア層
と親和性の高い新聞社と、シニアシフトを標
榜
ぼう

する企業がタッグを組み、高い成果を出
す。その好例の一つといえるだろう。

４．提言

（1）提言の背景
　ここまで述べてきように、企業はシニアと
の関係性を重視している。そして、シニアは
豊かなシニアライフを望み、活動的である。
加えて、シニアは新聞媒体との親和性も極め
て高い。そこで、シニアと近い関係性にある
新聞社がその両者の橋渡しを行い、新聞広告
として、またひいては新聞社が行う新たなシ
ニアビジネスとして成立させたい。そのため

読売新聞　2012年４月11日付 読売新聞　2012年４月25日付

事例　イオン「グランド・ジェネレーション（Ｇ.Ｇ）」の新聞広告
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の施策を以下の提言とする。
（2）提言
２−１　シニアボランティア部設立
　新聞社広告局が主導してシニアを対象とし
た「シニアボランティア部」を設立する。活
動内容は各企業が実施しているボランティア
活動への参加など。定員は100人を読者から
募集し、登録制にする。募集は新聞広告を通
じて実施。活動期間は１年間で、期間中はメ
ンバーを固定。活動頻度は２か月に１回と
し、その都度都合の合った部員が参加する。
この構成理由は後述する。
２−２　ボランティア活動
　各企業はそれぞれCSRの一環としてボラン
ティア活動を全国のさまざまな場所で実施し
ている。例えば、ユニクロは海岸での清掃活
動を、資生堂は植林・保全活動などを行って
いる。これらの企業を協賛社として、年間で
５社と提携。１社につき１回のボランティア
活動を共同実施し、年間で計５回程度（２
月、４月、６月、８月、10月）のシニアボラ
ンティア部の活動を行う。
　実際のボランティア活動が終わった後は、
参加者から体験談を募集。それを記事広告と
して作成し、掲載する。これにより、企業は
ボランティア活動の参加者だけではなく、よ
り多くの読者をも対象者としてCSRの取り組
みを発信することができる。
２−３　シニアボランティア＆CSR大賞の

創設
　計５回行われたボランティア活動の中か
ら、最も優れた活動に大賞を授与する。判断
基準は活動自体の内容、企業の取り組む姿
勢、そして参加者から出された体験談の内容
など。大賞の発表は、年間の大賞として12月
に行う。
　大賞の発表を通じて、新聞以外のメディア
にも取り上げてもらうことができれば、企業
のCSRやシニアボランティア部の存在をさら
に多くの人にアピールすることが可能となる

だろう。
２−４　シニアデータバンクとしての活用
　シニアボランティア部の部員は100人で、
年間を通して固定の登録制である。この組織
をシニアに関するデータバンクとして活用す
る。例えば、企業がシニア向けの新商品を発
売する際にサンプリングを行ったり、シニア
の意識調査を行いたい場合に部員を対象とし
て実施したりするなど。なお、このデータバ
ンクとしての利用はボランティア活動の協賛
社に限ったものではない。これによりボラン
ティア活動とは別のラインで、シニアボラン
ティア部を介してさまざまな企業とつながる
ことも可能となる。
　なお、シニアバンクとして有益に機能させ
るためには、部員募集の際に意識的にさまざ
まな層のシニアを採用することを心掛けた
い。現在の居住エリア、趣味嗜

し

好、年齢、経
歴、現在従事している活動など。さまざまな
背景を持ったシニアを構成員とすることで、
ボランティア部としての活動が活性化される
ことはもとより、シニアデータバンクとして
の重要性も増すだろう。
２−５　オピニオンリーダーとしてのシニア

ボランティア部員
　シニアボランティア部の二次的活用とし
て、部員には地域のオピニオンリーダー的存
在として、ボランティア部の活動を通して得
た情報を広く、その地域で宣伝してもらいた
い。そうすることにより、新聞というメディ
アだけで完結するのではなく、実際の生活空
間でも口コミという形でシニアボランティア
部の機能を生かすことができる。
　そのために必要なことは、前項でも述べた
ように、部員選考の時点でさまざまな背景を
持つ人材を確保すること。そしてさらには、
その地域で強い発信力を持つ人物を意識的に
求めることである。例えば、その地域でシニ
ア向けのカルチャースクールを開いている先
生であったり、町内会で会長を務めている人
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であったり。その地域のコミュニティーの中
心を担う、影響力のある人材である。
　シニアボランティア部の部員総数は100人
想定と、決して多くはない。しかしこのよう
に、選考段階で強いキャラクターの人材を確
保することで、100人という数以上の大きな
発信力をそれぞれの地域で生み出すだろう。
そのためにはシニアボランティア部がシニア
読者にとって、自分も参加したいと思えるよ
うな、魅力的な存在になる必要がある。シニ
アが憧れるような部員を集め、ゆくゆくはフ
ァッション誌でいう「読者モデル」のような
活動をする人員を輩出することも想定した
い。

（3）それぞれのメリット
３−１　シニアのメリット
　シニアのメリットは活動の場を新聞社が用
意することで、簡単にボランティア活動に参
加できることである。先に述べたとおり、シ
ニアのボランティア活動に対する意識は非常
に高く、機会があれば参加したいと希望して
いる人も多い。しかし、参加を希望する人の
数と実際に参加したことのある人との数には
大きな差が生じている。理由は参加しやすい
条件が揃っていないからだ。では参加しやす
い条件とは何か。内閣府の調査によればそ
れは、「時間や期間にあまりしばられないこ

と」と「身近なところで活動できること」で
ある（注10）。その点シニアボランティア部
は登録制をとっているので、上記の条件に合
ったメンバーが選

え

り好みで、その都度参加す
ることが可能となる。
３−２　企業のメリット
　本来の企業としてのCSRをアピールできる
ことはもちろんのこと、活動を通じて、シニ
アと共生していく企業としてのスタンスをシ
ニアに対してアピールすることができる。そ
れはまずシニアボランティア部に対してであ
り、その後その活動の様子を広告紙面として
掲載することで、読者であるシニアに対して
もである。ビジネスにおいて今後必ずキーマ
ンとなるであろう、シニアとの関係性を発展
させるうえで重要な情報発信となるであろ
う。
　また、マーケティング的な観点からも、上
述した通りシニアボランティア部を有効活用
することができる。調査対象をシニアデータ
バンクとして新聞社が保有することで、企業
のマーケティングにかけるコストも大幅に抑
えることができる。
３−３　新聞社のメリット
　新聞社にとっては広告出稿が見込めるメリ
ットがある。特に今までシニア向けのビジネ
ス展開を行っていなかった企業からの新規出

協賛社以外にもデータを提供
企業はシニアデータをビジネスに活用

ボランティア活動
　　に協賛

新聞社にデータ提供

ボランティア活動
　の場を提供

ボランティア活動
　　　に参加

新聞

企業

その他の
企業

相関関係イメージ

シニア

シニアデータ
バンク
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稿を掘り起こすことが可能となる。現在、シ
ニアをターゲットとした新聞広告の出稿は多
いが、旅行・通販・健康食品など業態に偏り
がある。それ以外の業態へ、シニアビジネス
の重要性という観点でアプローチすることに
よって、新聞広告の有効性を再度提案するこ
とが可能になるであろう。また、このような
記事を掲載することで、高齢者層へのさらな
るアピールにもなり、なおかつ社会の公器た
る新聞社の報道特性にも内容がマッチしてい
る。

５．おわりに

　冒頭にも述べた通り、新聞社を取り巻く環
境はなお厳しい。新聞広告も販売部数も明る
い材料がない。その対処策としてさまざまな
施策が練られているが、未だ大きな効果は出
ていない。それほど現在陥っている状況の根
本には根深い問題が横たわっている。
　しかし、我々に時間はない。いつ解決され
るかも分からない問題だけにとらわれている
うち、新聞社の体力は限界を迎えるだろう。
来るべき将来に向け、体力を温存させるため
にも、我々はいますぐにでも実を結ぶ提案を
積極的に行っていくべきである。なぜなら新
聞社が有する資産には、未だ手つかずのダイ
ヤの原石がたくさん眠っているはずだから
だ。
　先日、「高齢者に浸透するコンビニ」とい
った内容の新聞記事を見た（注11）。これを
発火点に、「では新聞社とコンビニがタッグ
を組んで何か提案できないか？」と考えるこ
ともできる。シニアという切り口だけでもさ
まざまな提案が可能だ。我々はもっと多彩な
提案を行うべきだと考える。
　もちろん広告の領域だけでなく、編集・販
売・事業の領域でも、それぞれにダイヤの原
石があるだろう。もっと有効活用できる新聞
社ならではの資産や強みがまだまだあるはず
だ。現在の社会状況を鑑み、新聞社として自

分自身を再度見つめ直す。それは新聞業界に
差す、一筋の光明になり得ると私は考える。

【出典・注釈】
（注１）総務省統計局「統計からみた我が国
の高齢者（65歳以上）」

（注２）内閣府「平成24年版　高齢社会白書」
（注３）みずほ総合研究所「労働市場の2012
年問題」

（注４）日本経済新聞2012年３月20日付朝刊
（注５）山崎伸治著『シニア世代の心をつか
む７つの法則』（青春出版社、2001年）

（注６）注２に同じ
（注７）注５に同じ
（注８）新聞通信調査会「第４回 メディアに
関する全国世論調査（2011）」

（注９）読売ADリポート「オッホ」2012年
８・９月号

（注10）注２に同じ
（注11）読売新聞2013年４月16日付朝刊
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Pro f i l e

入 選
中日新聞社　広告局広告三部三重アドセンター

小嶋　一輝（こじま・かずき）

1984年愛知県生まれ。2008年中日新聞社に入社。
広告局整理部、広告局広告三部を経て、11年から現
職

大学新聞との連携で
新聞広告の価値を高める

はじめに

　電通が２月21日に媒体別広告費を推定し
た「2012（平成24）年日本の広告費」を発表
した。それによると「新聞広告費」は前年
比104.2％と04年以来８年ぶりに前年を超え
た。久しぶりに明るい話題である。新聞を含
む「マスコミ四媒体広告費」は２兆7,796億
円。前年比102.9％とこちらも前年を超えて
いる。12年の状況だけを見ると各媒体とも震
災復興需要などによる回復傾向だと捉えるこ
とが出来るが、長期的な売り上げ推移を見る
と違った傾向が見受けられる。テレビと新聞
は90年にはそれほどの広告費の差がなかった
が、12年には３倍近い差が出ている。一般的
には新聞の発行部数が減少していることが一
因に挙げられるだろう。だが、テレビも視聴
率が低下傾向といわれて久しいが、新聞広告
と比べると最盛期からの落ち込みは少ない。
広告主が新聞広告から離れていったのにはも
っと重要な問題点があるのではないだろう
か？　私なりに考えた問題点とそれに対する
提言を以下で述べていく。

新聞が抱える問題点・課題

（1）若者の新聞離れ
　NHKの「2010年国民生活時間調査」を見
ると、テレビと新聞の大きな違いが見えてく

る（表１、２）。テレビを見る人の割合（行
為者率）は2000年から20代、30代、40代で数
ポイントの変動しかないが、新聞を見る人の
割合（行為者率）は上記各世代ともに、この
期間で20ポイント近く減っている。いわゆる

「若者の新聞離れ」が顕著だ。この10年は新
聞の広告費が減少をたどり、テレビの広告費
と差が大きくなった時期と一致する。02年か
ら12年で新聞発行部数は7.3％減少したが、
その間で新聞広告費は41.7％も減った。広告
費の落ち込みは部数減より激しく、相関して
いない。「若者の新聞離れ」こそがまさに新
聞広告を広告主が使わなくなった理由ではな
いだろうか？

（2）課題は若者に新聞広告を到達させること
　マスコミュニケーションとは大衆（マス）
に大量の情報を伝えることである。しかし前
述の通り現状は全ての世代に新聞の情報が行
き届いているとはいえない。40代以下には過
半数にも到達していないのだ。これはもはや
新聞広告だけの問題ではない。市民の知る権
利の代弁者であるべき新聞の役割、広く情報
を伝える役割の機能不全を意味しているので
はないだろうか？　若者に情報が届かない状
況を早急に改善しなくてはいけない。

提言　学生新聞との連携

　若者に新聞を再認識してもらうため、大学
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生が発行する学生新聞との連携による新聞広
告の高価値化を提案する。仕組みは簡単だ。
大学新聞の印刷を新聞社が無料で引き受け
る。その代わりに大学新聞の紙面に広告枠を
設ける。この広告枠は新聞社が自社の新聞広
告とセットで販売する。大学新聞の印刷費代
わりに広告の売上を新聞社が受け取る。これ
によってこれまでの新聞広告では届かない読
者層へ新聞広告を届けるのだ。
　私ごとではあるが、学生時代には大学新聞
サークルに所属していた。毎月7,000部の新
聞を発行する、大学新聞の中では比較的大き
な学生新聞であったこともあるが、新聞広告
のセールスで苦労した記憶は少ない。就職関
連広告やアルバイト広告のほか、大手新聞社
から広告予算をもらって大学生読者獲得のた
めの広告を掲載したこともあった。学生新聞
サークルにとって最大の問題は印刷費。新聞
社の子会社の印刷会社の整理端末を借りて新
聞を制作していた本格的な新聞であったこと
もあり、毎回10万円ほどの費用がかかってい
た。その費用を賄うのに十分な広告費を獲得
できていた。一般紙より格段に少ない部数で
も大学生というセグメントされたターゲット

に届く媒体として広告主には広告価値を認め
てもらえていたのだ。

（1）拡大の余地がある学生スポーツ新聞
　学生新聞と聞くとイデオロギー色の強いも
のと考える世代の方もいるだろう。戦前に創
刊された学生新聞は、戦後に政治色を強めた
が、これらの学生新聞は学生運動の消滅とと
もに衰退の一途をたどっていった。現在発行
している学生新聞の大半は政治色を打ち消し
たものであるが、盛り上がりがあるとはいえ
ない。一方でいまだなお新創刊を続けている
学生新聞、大学スポーツ新聞というものをご
存じだろうか。自校の大学生アスリートを大
学生が取材し、紙面化している。サークルと
いう形から、大学公認の体育会各部と同等の
扱いのもの、体育会本部内の組織として発行
する団体もある。1953年に創刊された「明大
スポーツ」が最も長い歴史を持つが、2012年
には「中京大学スポーツ」が創刊、13年１月
には金沢星陵大学で「星陵スポーツ」が新た
に創刊された。金沢星陵大学のスポーツ新聞
は立ち上げに報知新聞の協力があったとい
う。日本全国の大学で新聞社の協力があれ
ば、まだまだ大学スポーツ新聞の創刊は可能

表１　テレビの行為者率（男女年層別・職業別） 表２　新聞の行為者率（男女年層別・職業別）

注）・男20代の土曜・日曜は、サンプルが少なく、誤差が大きいので参考値
　 ・農林漁業者の土曜・日曜は、サンプルが50人以下のため割愛した（表２も同様）
出典：表１、２ともにNHK放送文化研究所「2010年国民生活時間調査報告書」
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でないだろうか。
（2）新聞社が行ってきた若者対策
　これまで各新聞社が若者対策の課題に取り
組んできた。本項目ではその事例を紹介す
る。
　（A）小学生向け新聞
　全国紙では、毎日新聞社が発行する毎日小
学生新聞が最も歴史が古く、1936年に創刊。
タブロイド判８ページ（金・日曜日は12ペー
ジ、土曜日は16ページ）で発行部数は約10万
部。次に歴史が古いのは、朝日新聞社の子会
社、朝日学生新聞社が発行する朝日小学生新
聞。67年に創刊し、現在約13万部の部数があ
る。2011年からの新学習指導要領に新聞等
を教材にすることが盛り込まれ、「中日こど
もウイークリー」と「読売KODOMO新聞」
が週刊新聞として新たに創刊された。読売
KODOMO新聞は創刊から１年２か月で20万
部を達成している。中日こどもウイークリー
も約９万部に達した。小学生向け新聞は一般
新聞に比べれば購読者が増加傾向の媒体であ
る。とはいえ現状でも他紙の参入で、狭いパ
イを取り合っている状況である。大手新聞社
以外が新しく小学生向け新聞を創刊すること
はコスト的に厳しいだろう。有料の子ども新
聞は全ての新聞社が取り組める事例ではない
といえる。また部数が伸びているとはいえ、
新聞全体の発行部数に占める割合は微々たる
数字である。
　（B）電子メディアの取り組み
　スマホやタブレット端末向け電子新聞も若
者対策という面があるといってよいだろう。
電子新聞型では、10年３月に創刊された「日
本経済新聞電子版」は創刊から２年９か月で
有料会員25万人を達成している。朝日新聞デ
ジタルも11年５月18日のオープン以来１年10
か月で有料会員10万人を達成した。だが、電
子版単独の場合は日本経済新聞が月額4,000
円、朝日新聞が月額3,800円と高額な設定で
ある。新聞は読みたいが片づけが面倒だとい

う人以外には割高だ。若者には厳しい料金設
定だ。アメリカの一部の新聞社のように電子
版で紙の新聞の落ち込みを補うまでにはまだ
時間がかかると思われる。

◇
（A）は将来の新聞読者を増やすための取り
組み、（B）は紙媒体の新聞ではこれまで獲
得できなかった読者を増やすための取り組み
といえる。これらを継続していくことはもち
ろん必要だ。だが、これらの取り組みはすぐ
に効果が現れるものではない。幸い、新聞の
部数減は緩やかである。毎月宅配制度で定期
購読している読者という財産は大きい。ただ
ちに新聞社が経営危機に陥ることはないだろ
う。だが新聞広告の落ち込みは激しい。新聞
広告に関していえば、媒体価値をこれ以上低
下させないために、上記の地道な対策の効果
を待つ時間は残されていない。大学生新聞と
の連携は即効性のある提言として考えた。

展開案

　本項目では、学生新聞と新聞社の連携の展
開案を例示する。

（1）既存学生新聞の組織化
　まずは既存学生新聞との連携を強めること
を目指す。全国には衰退の一途をたどってい
るものの、学生新聞を発行している組織は多
く存在する。現状の問題点は学生新聞がそれ
ぞれ連携する全国組織がないことだ。現状は
関西学生報道連盟、全日本学生新聞連盟とい
った組織が、各地域で小規模な連帯をしてい
るだけにとどまる。新聞に好意を持つ若者と
いう貴重な存在を守るためにも、新聞社が主
導して全国組織を作りたい。各大学間の情報
交換や新聞社から学生へ新聞作りのノウハウ
を提供する貴重な場となるはずだ。

（2）新規創刊新聞の募集
　次に、学生新聞を盛り上げるためには新た
に創刊する大学を探すことが重要になる。こ
こでは教育学部を持つ大学を最初の取っ掛か
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りとしたい。NIE（教育に新聞を）を行う小
中学校の数は年々増えてきているが、新任教
師が普段から新聞に親しんでいないのはいか
がなものだろう。新聞作りを学生のうちから
学ぶことは将来教師を目指す学生にとって貴
重な経験になるだろう。教育学部のゼミと連
携して講義の一環として新聞を制作してもよ
いだろう。

（3）全国学生新聞コンテスト
　学生新聞制作の輪を広げるために、アイデ
アの一つとして新聞協会主催の学生新聞コン
テストを提案する。これは、先行事例が既に
ある。07年より報知新聞大阪本社主催で、主
に関西の大学が参加して大学スポーツ新聞コ
ンテストが開催されている。11年からは朝日
新聞社が特別後援し、東京五大学新聞コンテ
ストが始まった。新聞業界全体で協力し、そ
の輪を全国へと広げていきたい。いきなり定
期的な学生新聞を発行することが難しくて
も、まずは、新聞社の指導の下、学生新聞コ
ンテスト用に新聞を１号制作するのであれ
ば、ノウハウのない大学でもハードルは低い
だろう。

新聞社と学生新聞連携のメリット

（1）大学生のメリット
　学生新聞側にとってメリットは大きい。彼
らは新聞広告を取る作業から開放され、日々
の学内取材活動に専念できるのだ。また、厳
しい就職戦線で大学時代に成し遂げたことを
求められる中、新聞社と一緒に仕事をしたと
いうことは大学生にとっても就職活動で有効
なエピソードになるだろう。新聞社の提案に
乗ってくる学生新聞は多いはずだ。

（2）新聞社のメリット
　次に新聞社のメリットをあげる。メリット
は広告だけにとどまらない。
　（A）広告として
　大学生対策として、まず発想されるのは大
学生向け新媒体や特別紙面の発行だろう。だ

が、これらは発行経費、配布経費を考えると
現実的ではない。一方、学生新聞と広告部分
のタイアップは新媒体を発行するよりも圧倒
的にコストが安くあがる。大学生が自ら進ん
で媒体を配布してくれることも利点だ。
　１紙ごとの部数は少なくとも、数が集まれ
ば威力は大きい。大学新聞を新聞広告のリー
チ内に入れることで、これまで新聞だけでは
到達できなかった大学生層（10代後半～20代
前半）を取り込めることも大きなメリットで
ある。
　（B）新聞販促のメリット
　大学新聞の印刷を請け負ったものの、新聞
広告とのセット販売が出来なかった場合は、
大学新聞に自社の新聞の購読案内広告を掲載
するようにする。学生新聞を手に取る学生
は、学内ニュースに興味がある層であること
はもちろんだが、新聞形態の媒体に対してア
レルギーがない層でもあるといえる。学生の
中でも最も新聞購読に近い学生層に購読案内
が出来ることは販促においては貴重だ。闇雲
に学生向け単身アパートにおためし購読のチ
ラシをポスティングするよりも販促予算を有
効に活用しているといえるのではないだろう
か？
　（C）ハード面のメリット
　近年新聞社にとっての課題は、輪転機の稼
働率を上げることである。新聞社による別新
聞社の新聞の受託印刷も珍しくなくなった。
大学新聞の印刷請け負いによって新聞輪転機
の稼動率を上げることが出来るのは利点にな
る。また、版制の統合、紙面製作の効率化に
よって、整理端末に余剰のある新聞社も多い
だろう。本格的な新聞発行を目指す大学生新
聞には整理部端末を貸し出すビジネスも可能
だろう。すでに一部の大学スポーツ新聞は新
聞社の印刷工場で整理端末を使用して製作し
ている。
　（D）人材面のメリット
　本年度より定年制が変わり65歳まで会社に
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残ることが出来るようになった。長年取材や
整理記者をしてきた方々には、大学新聞への
紙面製作、記事執筆のノウハウを提供する役
割を担っていただいてはどうだろうか？　新
聞社と大学はこれまでもつながりが深い。各
大学で特別授業の講師をしている新聞社OB
の方々にはぜひとも学内で学生自ら新聞を作
ることの楽しさや重要性を説いていただき、
大学新聞を立ち上げることに尽力していただ
きたい。これらの取り組みは広告だけでな
く、将来の新聞読者開拓につながるだろう。

（3）広告主のメリット
　次に広告主のメリットを上げる。広告主の
最大の利点は新聞の媒体価値が上がることで
ある。これまで新聞だけでは到達できないタ
ーゲット層のために、例えば別途フリーペー
パー等を使用していた広告主は、余計な予算
を使う必要がなくなる。また、例えば携帯電
話の広告で新聞本紙ではシニアフォンの広
告、大学新聞では学割広告といったターゲッ
トに合わせた広告を打つことが出来ることは
大きな利点だ。
　新聞社が大学新聞を取りまとめているた
め、いちいちそれぞれの媒体に対して出稿手
続きを取る必要がないこともよいだろう。
　大学新聞との連携の最大の副産物は新聞社
と大学生の結びつきが強まることだ。将来的
には新聞社と大学新聞共催で、学内での試写
会開催といった大学構内を使ったイベントを
開けるようにまで持ち込みたい。広告主にと
っても、直接では難しい大学生との接点を、
新聞社が仲介して持てることに大きな価値を
見いだしてもらえるだろう。

終わりに

　本稿では、「若者の新聞離れ」対策の一時
的対応として、大学新聞を媒介に新聞広告の
リーチを伸ばす提案をした。ただし、あくま
でもこれは新聞本体が若者読者を増やすまで
の場つなぎの方法として考えたものだ。一番

の理想はもう一度、若者に新聞読者になって
もらい、新聞が真のマスメディアとして復活
することだ。そのためにも新聞社側から若者
に接近していくことが重要だと感じる。その
点でも大学新聞との連携は有用ではないだろ
うか？　大学スポーツ新聞を発行している学
生、発刊に興味のある学生は、新聞離れを起
こしている若者の中では最も新聞に近い若者
である。彼らに協力し、彼らを味方につける
ことが、長い目で見たときに若者が新聞に親
しんでもらう近道ではないだろうか。

【参考文献】
◇電通「2012年（平成24年）日本の広告費」
◇NHK放送文化研究所「2010国民生活時間
調査報告書」
◇日本新聞協会ウェブサイト
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Pro f i l e

～新聞社が生活インフラとなるために～
買い物弱者を応援する！

1980年宮崎県生まれ。2005年西日本新聞社に入
社。広告局広告第一部、大阪支社広告部、東京支社広
告部を経て、12年から現職

後藤　孝行（ごとう・たかゆき）

西日本新聞社　広告局企画推進部

入 選

一、はじめに

　「買い物弱者」「買い物難民」という言葉を
よく聞く。今、生きていくために必要な買い
物ができない人たちが増えているようだ。食
料品を買うのが困難な人が多いという意味で

「フードデザート」（食料砂漠）というショッ
キングな表現も使われており、社会的な問題
となっている。新聞社にとっても他人事では
ない。特に新聞読者に多い高齢者層に広がっ
ており、まさに読者の危機ともいえる状況で
もある。
　「買い物難民」という表現が使われること
もあり、この問題は暗いテーマになってしま
いがちだ。だが、この提言では買い物弱者問
題は新聞社のビジネスチャンスになるという
視点に立つ。新聞ビジネスの手法を活用する
ことで、高齢者層に多いといわれる買い物弱
者を応援し、問題解決につながる可能性があ
ると考えるからだ。以下、新聞社の果たしう
る役割や、買い物弱者支援のための具体的な
方策を述べていきたい。

二、買い物弱者を取り巻く現状

（1）買い物弱者とは
　買い物弱者とは「住んでいる地域で日常の
買い物をしたり、生活に必要なサービスを受
けたりするのに困難を感じる人たち」（注１）

のことで、高齢者を中心に全国に約600万人
（注２）いるといわれている。一般的に過疎
が進行している農村部に多いイメージだが、
都市郊外の団地やニュータウンでも多くの買
い物弱者が生まれているなど、問題は全国に
広がっている。
　では、このような買い物弱者はなぜ生まれ
たのか。農村部と都市部ではその原因も変わ
ってきているようだ。農村部においては、過
疎化がかなりの程度まで進展しているため、
地域の商業事業者の経営が成り立つ商圏人口
を確保できなくなってしまったという例が多
い。一方、都市郊外の団地やかつてのニュー
タウンでは、高齢化の進展が急であるだけに
買い物弱者への対策が十分にとられていない
ことが多く、坂の多い地域に造成された団地
や、近隣のスーパーが撤退してしまった団地
では既に深刻な問題が生じているという報告
もある（注３）。

（２）国の取り組み
　経済産業省も2009年から「地域生活インフ
ラを支える流通のあり方研究会」を設置し、
買い物弱者の増加問題の解決方法を検討して
いる。翌10年には全国から買い物弱者支援事
業を公募し、採択事業に対して補助金を交付
するなど具体的な動きを加速。また、同年に
買い物弱者支援を行っている先進事例やその
工夫のポイントをまとめた「買い物弱者（買
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い物難民）応援マニュアル（第１版）」を公
表。翌11年には新規事業、支援制度の追補版

（第２版）を公表するなど対策を進めている。
　また、農林水産省の所掌する政策への調
査・研究機関である農林水産政策研究所は10
年に「高齢者等の食料品へのアクセス状況に
関する現状分析」を発表し、食料品アクセス
改善への対応などをまとめている。地方公共
団体も独自に買い物弱者応援マニュアルをま
とめるなどの対応を進めている。

（3）流通事業者の取り組み
　イオン、イトーヨーカドー、西友といった
大手総合スーパーの各社がインターネットで
実店舗と同じ商品が買える「ネットスーパ
ー」事業に取り組んでいる。中でも買い物弱
者問題をビジネスチャンスととらえ、宅配事
業拡大や実店舗の顧客獲得に乗り出している
のがイオンだ。イオンでは「買い物弱者」の
存在を受け、その支援を他社との差別化戦略
として採用している。各店舗から５キロメー
トル圏内に届ける「近隣型」に加え、県内全
域に配送する「広域型」の配送を一部エリア
で展開。14年までに全国拡大するという計画
だ（注４）。
　また、コンビニ大手のセブン－イレブンも
11年より移動販売専用の車両を使った「セブ
ンあんしんお届け便」をスタート。地域にお
ける小売事業者として「買い物が困難な人に
対する社会的責任を果たしたい」（注５）と
の思いから始まった事業だ。またファミリー
マートも同年に東日本大震災の被災地におけ
る買い物支援を目的に、移動コンビニ「ファ
ミマ号」の稼働を始めている。
　このように、流通事業者は自社の社会的責
任として、また新たなビジネスチャンスとし
て買い物弱者の応援に取り組んでいる。

三、買い物弱者問題と新聞社

　新聞社はこの買い物弱者問題に対して編集
記事として取り上げている程度で、その対策

に本腰を入れた取り組み事例はあまりない。
ただ、この問題は新聞社ビジネスと無関係で
はない。理由は二つある。

（1）買い物弱者問題は読者の危機
　まず一つ目。買い物弱者には新聞に慣れ親
しんできた高齢者世代が多い。そのために買
い物弱者の拡大はコアな読者層の危機といえ
る。新聞を購読する以前に今日の食料、明日
の日用品をどうやって買うのかに悩んでいる
生活者が全国に600万人もいる。
　また、買い物弱者は買い物に行くための交
通費や、配送料といったプラスアルファの生
活費の負担を強いられている。新聞を購読し
ない理由として３番目にあがっているのが「新
聞は高いから（お金がかかるから）」（注６）
であることを考えると、問題がより深刻化す
れば、新聞購読部数に与える負の影響も否定
できない。

（2）新聞広告主群としての流通・小売業種
　二つ目は、広告主としての流通・小売業種
の存在だ。電通の「日本の広告費」による
と、食品スーパーマーケットや総合スーパー
マーケットなどの広告主群「流通・小売業」
業種は12年の新聞広告の構成比で全体の約12
％を占め、「交通・レジャー」業種に次いで
２位の広告主群となっている（注７）。加え
て折り込みチラシ広告は特に流通業種の割合
が高い傾向にあり（注８）、新聞社ビジネス
にとって流通・小売業種の広告主の存在は大
きい。
　仮に新聞社の取り組みによって、買い物弱
者の消費活動の支援ができれば、生活者の消
費活動に直結するこの業種の活性化につなが
り、新聞広告へのプラスの効果が出るのでは
ないか。

（3）問題解決者としての新聞社
　買い物弱者の問題に対して、経済産業省は
民間企業も公共サービスの主体を担うとす
る「新しい公共」の概念を提示し、買い物弱
者問題の解決には、民間の事業者など多様な
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主体の参入が必要としている（注９）。新聞
社もこれまではスポーツイベントや、文化・
芸術の振興など「社会貢献事業」を多く行っ
てきたが、最近では新聞ビジネスの手法で社
会問題の解決に取り組む「ソーシャルビジネ
ス」の動きもある（注10）。
　これからの多メディア化の進展、人口減
少・少子高齢社会への突入により新聞社を取
り巻く現状がさらに厳しさを増すことは必至
だろう。だからこそ買い物弱者を応援し、そ
の問題を解決できる主体として新聞社の役割
や存在感を示していくことも必要だ。

四、提言のコンセプト・戦略

（1）新聞社が参入するチャンス
　買い物弱者が買い物に行くための方法とし
て、公共交通機関や車の利用が考えられる。
だが、路線バスなどの公共交通も事業の不採
算から撤退する事業者も多く、車を持たな
い、運転できない高齢者にとっては深刻な問
題となっている。
　代替手段として考えられるのが、ネットス
ーパーに代表されるようなインターネット通
販だ。けれども、実際に総務省の調査による
と高齢者のインターネット普及率は65-70歳
が60.9％、70-79歳が42.6％、80歳以上が14.3
％となっている（注11）。13-49歳の利用率が
90％を超えているのに対して、多くの高齢者
がインターネットを使えない状況にあるとい
える。経済産業省はITの活用が買い物弱者
問題を解決するポイント（注12）としている
が、インターネットの利用だけではカバーで
きない側面もある。ここに新聞社が取り組む
チャンスがあるのではないか。

（2）新聞社が持つ四つのチカラ
　次に新聞社の可能性を見てみる。そもそも
新聞社は紙媒体としての新聞にさまざまな情
報をパッケージし、それを配布するビジネス
を成り立たせてきた。その企業活動で培って
きた新聞社のさまざまな「チカラ」は、買い

物弱者のために活用することができそうだ。
以下、特に買い物弱者問題に活用できそうな
新聞社の四つのチカラを挙げたい。
①　情報を伝えるチカラ
　情報を集めて編集し、一つのパッケージと
して発信することは新聞社の得意分野だ。編
集局は取材した情報を、広告局は広告情報を
紙媒体にまとめて商品化することを生業とし
てきた。この情報を編集してパッケージ化す
るチカラは媒体がインターネットになっても
生かせるものだ。買い物弱者問題について
は、既に多くの新聞で社会的な問題として記
事で取り上げられている。これが社会的な問
題であるという意識の醸成につながっている
のではないか。
　本論ではこの「情報を伝えるチカラ」こそ
が新聞社のコアバリュー（中心的価値）であ
ると考える。
②　物流・地域拠点のチカラ
　新聞配達により培われたデリバリー機能、
地域に点在する販売店網は新聞社の財産であ
り、これを生かさない手はない。買い物弱者
に直接接触する機会のある販売店だからこそ
できることもある。実際に、新聞折り込みチ
ラシ広告において、全体の約72％は小売り・
サービス業の２業種が占めており（注13）、
新聞販売店は消費生活に密着している存在と
いえる。
　買い物弱者問題については、まさに日常生
活の買い物の問題であるため、生活者の買い
物商圏を想定した対応が必要とされるだろ
う。この商圏に近いエリアをカバーする新聞
販売店との親和性は高いのではないだろう
か。
③　地域をコーディネートするチカラ
　企業活動を通して培われてきた、人脈やネ
ットワークを生かした「地域をコーディネー
トするチカラ」も活用したい。取材網や新聞
ビジネスを通して培ってきた、人脈・情報な
どは他の業界にはない資産だ。広告局におい
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ても地域のイベントや祭りとタイアップした
広告企画、地域の著名人へのインタビュー企
画などの実績は多々あり、新聞社のコーディ
ネート力を期待する広告主も多い。
④　新規ビジネスを生み出すチカラ
　いよいよ新聞ビジネスが厳しくなってきた
ことを受けて、最近どの新聞社でも新規ビジ
ネスに取り組もうとしているのではないか。
逆にいえば市場が縮小しているからこそ、既
存の取り組みでない新しいことにチャレンジ
する機運が広がっているといえる。まだまだ
小さいチカラで可能性も未知数だが、戦略的
に伸ばしていく必要がある。買い物弱者問題
に絞ると、例えば流通・小売業に参入しリア
ルの小売店舗を構える。もしくはインターネ
ット通販ビジネスへの参入など新たな可能性
がある。

（3）四つのチカラを戦略的に使う
　従来型の新聞社の活動では、広告局は新聞
広告、販売局は新聞販売店に関わる活動を、
編集局は取材と紙面制作に関わる活動を行っ
てきた。いわば組織の枠組み自体が企業戦略
であったといえる。
　これに対して買い物弱者問題に対応するた
めの四つのチカラの関係性は図１のようなイ
メージとなる。まず核となるのが「情報を伝

えるチカラ」である。これを軸に、他のチカ
ラを組み合わせて問題解決に臨む。買い物弱
者という問題に対応するために、組織の戦略
を決めていく方法だ。

五、提言を実現するための戦術「お買
　　い物応援ガイド」

　提言を実現するために、保存型の広告特
集・別冊媒体として「お買い物応援ガイド」
を発行し、買い物弱者の応援を具体的な戦術
として提案したい。
　記事部分は、買い物弱者に対して配送サー
ビスを行う店舗情報やコミュニティーバスな
ど交通手段の情報など買い物弱者に役立つ情
報で構成。広告主はネットスーパー、地域で
配送サービスを行う事業者、食料品の通信販
売の事業者などを想定する。紙媒体で届ける
のでインターネットを使えない高齢者も読む
ことができる。
　新聞社の「情報を伝えるチカラ」を活用し
た、まさに新聞広告企画の王道ともいえるよ
うな内容だ。ただ、これだけでは、新聞広告
の企画枠を作り、そのスペースに協賛社を募
集する従来型の新聞広告企画と変わらない。
前に挙げた四つのチカラを活用して、以下四
つの視点からアプローチしたい。

図１　新聞社の四つのチカラとその関係性

※著者作成
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（1）買い物弱者というターゲットに届くこと
　媒体の配布は「物流・地域拠点のチカラ」
を活用して、買い物弱者というターゲットに
しっかり届くようにしたい。通常、セグメン
ト配布といえば配布するエリア区分や住宅形
態による選別が一般的だ。一方で買い物弱者
については、読者の課題に応じたセグメント

配布にチャレンジしたい。
　ここで活用するのが、経済産
業省が買い物弱者を定量的に、
視覚的に把握するために勧める

「買い物弱者マップ」（図２、
３）や、農林水産政策研究所が
GIS（地理情報システム）を活
用して作成した「食料品アクセ
スマップ」（図４）だ。この二
つを活用して新聞販売店ごとに
配達エリア内の買い物弱者の現
状を把握したい。販売店ごとの
情報を新聞社で集約し、発行エ
リア内の買い物弱者数やそのプ
ロフィルなどを把握。セグメン
ト配布の基礎データとする。
　可能であれば、新聞広告や新
聞販売店による案内チラシ配布
などによる告知で事前に配布希
望者を募り、そのターゲットに
配布することが理想的だ。ここ
までできれば、より精度の高い
ものになる。配布部数は少ない
かもしれないが、確実に読者ニ
ーズをとらえた媒体となるだろ
う。
　このようなエリアや読者属性
だけでなく、読者の抱える生活
課題に応じたセグメント配布は
今後の新聞社ビジネスの一つの
価値となりうるのではないか。

（2）新聞発行業に生かすこと
　「お買い物応援ガイド」は新

聞を読んでいない無読者にも届けられるもの
にして、新聞購読を促すきっかけをつくりた
い。ここでは「物流・地域拠点のチカラ」

「地域をコーディネートするチカラ」を活用
する。一般的なマンションなどの集合住宅に
は、住民への連絡用の掲示板が存在する。新
聞販売店からの働きかけにより、ここに「お

①地図の準備

②人口の記入

③店舗の記入

④徒歩商圏の記入

⑤買い物弱者数の把握

・市町村／町丁目の境界が分かる地図を
用意します。

・自治体の統計資料から、単身または２
人暮らしの65歳以上人口を市町村／
町丁目の集落中心に書き込みます（下
図※の×印）。

・自治体商工部門や商工会等が保有して
いる店舗リストを使って、生鮮三品、
医療品を扱う店舗を図示します（下
図※の⊗印）。

・生鮮三品、医療品それぞれについて、
取扱店舗を中心に半径１㎞程度（＝高
齢者の平均徒歩移動距離）の円を描き
ます（下図※の円）。

・この円からはみ出した集落が、各商品
カテゴリに対する買い物不便地区で、
そこに書き込まれた人数がおよその買
い物弱者数となります。

図２　買い物弱者マップの作り方

図３　買い物弱者マップの作成イメージ図

出典：図２、図３ともに経済産業省「買い物弱者を支えていくために
～24の事例と７つの工夫 ver2.0～【新規事例、支援制度追補
版】」2011年５月

※原文では「右図」
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図４　食料品アクセスマップ（例：福岡県）

　生鮮品販売店舗までの距離が500ｍ以上の人口割合（福岡県）
※生鮮品販売店舗は、食肉小売業、鮮魚小売業、野菜・果実小売業、

百貨店、総合スーパー、食料品スーパーである
出典：農林水産政策研究所ウェブサイト（2013年５月時点のもの）

のとする。
（3）読者データを今後のビジネスに

生かすこと
　アマゾン、楽天などの巨大ECモー
ルの躍進は、膨大な顧客データ、決
済情報の蓄積に支えられている（注
14）。そのデータがより的確な顧客サ
ービスを提供するための材料となって
いるからだ。新聞社もこの姿勢になら
いたい。今後、新聞社のマーケティン
グ活動においても、顧客（読者）を知
るために、戦略的にそのデータの収集
や蓄積を進める必要があるだろう（も
ちろん法律や企業倫理に反しない範囲
での収集が前提だ）。
　「お買い物応援ガイド」に関して
は、媒体を継続的に発行していくこと
で、買い物弱者の読者データの収集、
蓄積につなげていく。媒体は新聞社本
社の発行を想定しているが、この媒体
を発行することで蓄積された読者情報

は、（特定のジャンルの情報だが）新聞広告
プロモートの基礎データとしても使えるし、
新聞販売店も、読者課題に即したより精度の
高いリストを獲得することになる。これを新
たな広告出稿、折り込みチラシ広告の獲得な
どにつなげるデータとしたい。
　また、買い物弱者の問題の解決には、民間
企業だけでなく国や地方公共団体の力も当然
必要だ。新聞社も言論機関として、国や地方
公共団体に対する「政策提言」を発信してい
くことも必要だろう。収集した情報を活用す
ることで、新聞記事情報も、より生活者の実
態に即したリアリティーのある情報となるの
ではないか。

（4）新規ビジネスにつなげること
　ここまでは買い物弱者を支援するための提
案として「お買い物応援ガイド」の発行を中
心に触れている。ただ、「お買い物応援ガイ
ド」もその発行だけを目的とするのではな

買い物応援ガイド」を掲出もしくは設置配布
する。この媒体はあくまでも買い物弱者の応
援が目的となるので、マンションオーナー、
管理組合の理解も得やすいと考える。また、
新聞購読を広げるうえでオートロック式のマ
ンションが増えて、新聞購読を案内しにくい
現状もあるようだ。集合住宅に住む生活者と
新聞販売店とのつながりを作るうえでも有効
だ。
　また、新聞社のネットワーク（地域をコー
ディネートするチカラ）を生かして、ターゲ
ットの生活動線にあたる場所、例えば病院や
社会保険事務所、年金の受け取りに使われる
銀行などへも施設管理者の許可を取り付けて
設置を広げたい。
　このように、「買い物応援ガイド」は、買
い物弱者を応援しつつ、新聞社のブランディ
ングや、既存購読者への付加サービス、また
新規読者の獲得など新聞発行業に生かせるも
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く、新聞社の新規ビジネスの芽を生み出すこ
とを次の目標として取り組みたい。
　経済産業省の「買い物弱者（買い物難民）
応援マニュアル」では、過疎地向けコンビニ
やミニスーパーマーケットを作るような、身
近に買い物できる場所で生活に必要なモノや
サービスを提供する「①店をつくること」、
身近な場所で提供できないモノやサービスを
移動販売車や仮設店舗、宅配などで買い物弱
者に「②商品を届けること」、家まで乗り合
いタクシーで送迎したり、気軽に乗れるコミ
ュニティーバスを運営したりすることで、買
い物のために「③家から出かけやすくするこ
と」が買い物弱者を応援するために必要な施
策であると勧めている（注15、図５）。
　ここから発想すると、新聞社が「物流・地
域拠点のチカラ」や、「地域をコーディネー
トするチカラ」を生かして、買い物弱者の日
常の買い物を支える小売業に参入する可能性
もあるし、商品の搬送を行う配送業に参入す
る可能性もありうる。地域のネットワークを
生かせば、地場産品や地場の野菜・食料加工
品の販売も考えられる。また、地域の流通事
業者や交通事業者との連携により、移動販売
やコミュニティーバスの運営への参入可能性

もあるだろう。
　ただ、異業種へ参入する障壁は大きく、ま
ずは新聞社のコアバリューを生かした展開を
行い、これによって得られる知見や情報を生
かして、新規ビジネスの立ち上げにチャレン
ジする流れが現実的だ。よってこの提言では

「お買い物応援ガイド」の発行にフォーカス
した内容とした。

六、おわりに～新聞ビジネスの未来とは

　新聞広告の活性化は、新聞社のコアバリュ
ーをしっかりと把握し、それをもって読者の
課題、広告主の課題、ひいては社会的課題の
解決に貢献することによってもたらされると
思う。その一例として、買い物弱者というテ
ーマを扱い、それに対するアプローチの方法
を述べてきた。テーマを選んだ理由は、この
問題は新聞社が読者や社会問題の解決に貢献
できる可能性（チカラ）の大きい分野と考え
たからだ。
　読者、広告主、社会といった外部環境の変
化に対応するために、新聞社広告局の活動領
域も紙媒体のスペースを販売する活動から、
新聞社のコアバリューや機能を社会や読者、
広告主に提案していく活動に変容していくと

出典：経済産業省「買い物弱者を支えていくために～24の事例と７つの工夫 ver2.0～
　　　【新規事例、支援制度追補版】」2011年５月

図５　買い物弱者を応援する三つの方法
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思う。新聞社の組織体制や組織間の連携など
クリアしないといけない課題もあるが、これ
ができる新聞社とそうでない新聞社とでは、
描ける未来が変わってくると思う。
　読者、広告主、社会のニーズに応える。そ
の結果として、「これからの新聞社」は読者
や広告主、社会にとってなくてはならないも
の、つまり「生活インフラ」という存在にな
ることを目指したい。

【注釈】
（注１）経済産業省「買い物弱者を支えてい
くために～24の事例と７つの工夫 ver2.0～

【新規事例、支援制度追補版】」2011年５月、
前半２ページ

（注２）農林水産政策研究所の「高齢者等の
食料品へのアクセス状況に関する現状分析」

（2011）によると、食料品店までの距離の現
状（店舗までの直線距離が500m以上の人口）
は生鮮食料品販売店舗に限った場合は、全国
で4,400万人（34.7%）、うち高齢者は970万人

（37.9%）とするデータもある
（注３）経済産業省「地域生活インフラを支
える流通のあり方研究会報告書～地域社会と
ともに生きる流通～」2010年５月、32-33ペ
ージ

（注４）宣伝会議『宣伝会議』2012年10月１
日号「拡大するダイレクト販売、商品価値を
高める物流戦略」

（注５）セブン－イレブン・ジャパンのニュ
ースリリース、2011年５月12日

（注６）新聞通信調査会が行った「メディア
に関する全国世論調査 （2012年）」によると、
新聞購読をしない理由として、「新聞は高い
から（お金がかかるから）」が28％を占めて
おり、３番目に多いという調査結果となって
いる

（注７）電通「2012年（平成24年）日本の広
告費」2013年２月

（注８）日本新聞折込広告業協会の「折込広
告出稿統計データ【全国版】2012年年間」の
調査によると、全体の約47％と「流通」業種
の比率が最も高い

（注９）注３の報告書参照
（注10）例えば、ソーシャルビジネスの担い
手を応援する動きとしては、日本経済新聞
の「日経ソーシャルイニシアチブ大賞」の事
例がある。また、西日本新聞の「福岡のみん
なの力で、飲酒運転ゼロへ。TEAM ZERO 
FUKUOKA」や中国新聞の「HIROSHIMA
飲酒運転ゼロPROJECT」は、新聞社が自ら
地域課題として「飲酒運転の撲滅」を設定し
て、行政、企業、団体などが一体となってそ
の解決に向けて活動している事例である

（注11）総務省「平成24年版 情報通信白書」
（注12）注１、後半27ページ以下参照
（注13）日本新聞折込広告業協会「折込広告
出稿統計データ【全国版】2012年年間」

（注14）宣伝会議『宣伝会議』2013年３月１
日号「メーカー＆流通、巨大プラットフォー
ムを活用する戦略」

（注15）注１、前半３ページ
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Pro f i l e

　防災から考える共有価値の創造　

地方新聞社のCSV戦略で企業と生活者
を結ぶ

1987年福岡県生まれ。2012年西日本新聞社に入
社。広告局広告制作部を経て、13年８月から現職

谷　由美子（たに・ゆみこ）

西日本新聞社　広告局企画推進部

入 選

１．はじめに

　デジタル技術の発展とともに日々新しいコ
ミュニケーションツールが誕生し、我々は常
に様々な情報、広告に接触している。このよ
うな状態に慣れた生活者は無意識のうちに情
報を取捨選択し、受け流しあるいは無視する
術を身に着けている。多くの企業が単純に製
品の情報を届けるといった一方通行的な手法
からコミュニケーション戦略を転換してい
る、もしくは転換しようとしているのは明ら
かだ。
　ハーバード大学のマイケル・ポーター教授
が提唱するCSV（Creating Shared Value、
共有価値の創造）すなわち「社会にとって利
益となることは企業にとっても利益になる」
という考え方（注１）は新しいコミュニケー
ション戦略の一つといえ、この概念を取り入
れたと思われるマーケティングの成功例も出
てきている。今後の企業のコミュニケーショ
ン戦略において一つのキーワードになってく
るだろう。
　これを地域に根ざす地方新聞社に当てはめ
て考えると、「地域＝読者の利益になること
が、クライアントそして新聞社の利益にな
る」といえるのではないか。本論ではいかに

すればそれが実現できるかについて考察して
いきたい。

２．メディアの変化と企業の現状

　ここ十数年間でメディアの多様化が大幅に
進んだ。特にインターネットを活用したデジ
タルメディアの台頭が著しい。こうした状況
は広告業界にも大きく影響を及ぼし、今やス
マートフォンのアプリそのものが広告として
機能するなど、インターネット広告の種類は
多岐にわたっている。
　広告費用の推移を見てみたい。2000年の広
告費総額におけるマス４媒体（テレビ、新
聞、雑誌、ラジオ）の占める割合が約64％で
あるのに対し、インターネットの占める割合
は１％弱である。しかし12年になると、マス
４媒体のシェアは約47％と大きく落ち込んで
いるのに対し、インターネットは約14％と躍
進している（表）。
　高いリアルタイム性、企業と消費者の双方
向化など、新しい広告手法が次々と生まれ、
企業も新たな可能性を試しながら一定の成果
を上げてきた。このことがインターネット広
告の急激な成長を促してきたといえるだろ
う。
　しかし、こうしたメディアが乱立した結
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果、効果的な広告活動を目指す企業はメディ
ア選択の困難さに直面している。13年３月、

「企業と消費者が直接つながる時代　コミュ
ニケーションの理想像を追う」と題したセミ
ナー（注２）において、明治のマーケティン
グ推進本部宣伝部媒体グループ長、堀淳理氏
は「同じ商品でもお客さまによって異なる捉
えられ方をするのが今の時代。商品や広告・
コミュニケーションに対する解釈が多様化し
ている中で、発信側としてどのようなコミュ
ニケーションを図っていくのか」を「非常に
難儀な課題」と述べている。
　双方向性を強みとするインターネット広告
は、企業と消費者をつなぐコミュニケーショ
ンを可能にした。こうして生活者が情報発信
者となり得たことが広告市場としての成長を
促した面もある。その一方で、企業は情報の
発信方法に苦慮していたり、情報の正確性、

の悪いときがある。広がりがあるのはやはり
新聞やテレビ、雑誌、マスメディアだ」と語
っている（注４）。マスメディアは発信する
情報の内容に責任をもっており、偽りや誤り
もないという信頼性を備えている。このこと
が企業にとって自社製品を効果的に消費者へ
アピールできる要因となっているのではない
だろうか。
　マスメディアを用いた広告活動が生活者に
とっていかに有効であるかについては、日本
新聞協会による「2011年全国メディア接触・
評価調査」の結果が示している。この調査に
よると、最も「情報が信頼でき」「内容が公
平・正確」で、「役に立つ広告が多い」のは
新聞広告であるとされている（グラフ１）。
　メディアが多様化し、様々な情報発信の選
択肢が存在する今日、企業は生活者の共感を
得られるような情報発信をする必要がある。

信頼性の低さを問題
視したりしている

（注３）。
　「 消 臭 力 」 のCM
などユニークな宣伝
活動を行っているエ
ステーの宣伝部長、
鹿毛康司氏（10年当
時）は「インターネ
ット広告はいろいろ
やったが非常に効率

表　広告費の推移

グラフ１　評価されるメディアとしての新聞

出典：日本の広告費（電通ウェブサイト）より著者作成

出典：日本新聞協会「2011年全国メディア接触・評価調査」2011年11月

2000年 2012年
対2000年比

金額 割合
テレビ 20793 17757 -3036 85.40％
新聞 12474 6242 -6232 50.04％
雑誌 4369 2551 -1818 58.39％
ラジオ 2071 1246 -825 60.16％
マス４媒体計 39707 27796 -11911 70.00％
インターネット 590 8680 8090 1471.19％
広告費総額 61102 58913 -2189 96.42％
広告費総額に占めるマス４媒体の割合 64.98％ 47.18％ — —
広告費総額に占めるインターネットの割合 0.97％ 14.73％ — —

（※網掛け部分の単位：億円／割合：少数第三位を四捨五入）
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そのためには、生活者から高い評価と信頼性
を寄せられるメディアを選び、時代に即した
手法を採用する必要がある。これを新聞と
CSVを活用して実現できることを次章から示
していく。

３．提言のコンセプトとしてのCSV

３．１．CSRからCSVへ
　CSR（corporate social responsibility） は
本来、企業の社会的責任として広義の意味を
もっている。しかし、とりわけ日本の企業の
文脈においては慈善事業といった意味合い
で語られることが多い。よってCSRマーケテ
ィングやCSR広告というと基本的に企業が行
っている慈善活動を多くの人に認知させるこ
とが目的となっているケースが多いといえよ
う。CSRは企業からするとコストはかかるが
利益を目指さないため真剣に取り組みづらい
し、業績次第ではストップしてしまう。カリ
フォルニア大学のデービット・ボーゲル教授
は「CSRは社会が抱える問題に対して大きな
解決策とはならない」と捉えているが（注
５）、その前提に立てばCSRマーケティング
自体が機能していないことにもなる。

　前述のマイケル・ポーター教授は「ビジネ
スとは社会が良くなることと企業の成功の双
方を志向すべき」であり、企業は単に利益の
みを追求するのではなくCSVすなわち共有価
値の創造も目指すべきであり、それこそが経
済の成長にもつながると述べている（注１）。
３．２．CSV事例
　CSRはあくまでも本業の利益追求とは別に
社会貢献を行うというスタンスだが、CSVは
社会貢献自体が企業の利益となるということ
だ。最近の企業のコミュニケーションにもそ
の手法が用いられている。
　 ト ヨ タ 自 動 車 が 実 施 し た「AQUA 
SOCIAL FES！！　2012」 で は、 地 元 新 聞
社、地元NPOなどと協力して、全国50か所
で水の保全プロジェクトを行った（事例１）。
このプロジェクトには地域の住民や地元ディ
ーラーなど多くの人が参加し、立場を超えて
環境保全活動に取り組んだ。
　トヨタマーケティングジャパンの折戸弘一
マーケティングディレクターによると、今回
のキャンペーンは「共成長マーケティング」
と名付けられており、企業、社会、個人が共
に成長する関係で結ばれるとしている。「今

事例１　地方新聞の広告を使った活動報告
（和白干潟クリーン作戦と自然観察　渡り鳥の立ち寄れる干潟を未来に残そう）

西日本新聞　2012年12月23日付朝刊18面
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回のキャンペーンを通じて、我々（企業）に
とっては“ブランド思想を理解、共感して、
選んでいただける”ようになり、社会にとっ
ては“よりよい自然や環境や未来がもたらさ
れる”ようになり、個人にとっては“このキ
ャンペーンに参加することで楽しめる”よう
になれれば」とインタビューで答えている

（注６）。なお、AQUAは12年度の車種別販
売台数において３年連続首位であった同社の
プリウスを抜いて１位となっている（注７）。
　また、大正製薬は12年、地方新聞社を通
じ、全国約10か所で地元の祭りとタイアップ
したサンプリング事業を行った。たとえば福
岡県ではゴールデンウイークに行われる博
多どんたく港まつりと７月にある博多祇園
山笠で行われた（事例２）。どんたくでは祭
りの踊り手たち、山笠では御

お

神
み

輿
こし

を担ぐ「舁
か

き手」と呼ばれる参加者たちに「リポビタン
D」をサンプリングした。
　これは一見、通常のサンプリングイベント
に見えるが、実はCSVの視点があるといえ
る。大正製薬は地域の祭りを応援したいとの
考えから、通常の街頭サンプリングではなく
タイアップを選択し、福岡県の二つのイベン
トの他、全国各地の祭りに協賛したのであ

る。実際、このような祭りは盛大であるが経
費もかかるため、祭りを維持し伝統を守る地
元住民は企業からの協賛を必要としている。
　地方新聞社もこの事業を通じて、これまで
以上に多角的に地元の祭りと関わるきっかけ
をつかむことができた。大正製薬の地域の祭
りを応援したいという思いは、地方新聞社と
手を組むことで祭りの主催者たちに届き、こ
の三者に共通の価値観を形成した。その結
果、通常であれば企業が入り込めないような
部分にまでアプローチすることができたので
ある（実際、博多祇園山笠でのサンプリング
はこれまであまり例のないことだった）。な
お、大正製薬は13年、この企画を全国30か所
程度にまで拡大して実施することを予定して
いる。

４．提言

　こうした事例を見ても明らかなように、
CSVマーケティングはコミュニケーション戦
略として一つの方法を我々に提示していると
いえる。そこで、地方新聞社がCSV＝共有価
値の創造により地域とクライアントにアプロ
ーチしていくことを提案したい。
　地方新聞社は、編集部門はもちろんのこと

事例２　祭りとのタイアップ事例（博多祇園山笠）

西日本新聞　2012年7月12日付朝刊33面
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各部門がその地域の様々な情報や人脈を持っ
ており、その情報力は地域では非常に強い。
繰り返しになるが、新聞は生活者からの信頼
度が高く、前述の「2011年全国メディア接
触・評価調査」によると、最も地域や地元の
情報が多い媒体として認識されている（グラ
フ２）。さらに、新聞通信調査会の「2012年　
第５回メディアに関する全国世論調査」で

は、最も情報源として欠かせないメディアと
しても評価されている（表２）。
　こうした地方新聞社だからこそ、地域の生
活者とクライアントが「共有できる価値」を
提案し、新しい広告収益を生み出すことがで
きるのではないか。
　「生活者」「クライアント」「新聞社」が価
値を共有できるものを想定した場合の一つに

「防災」が挙げられる。東日本大震災の被害
や、今後起こるかもしれない東海地震、南海
トラフ地震などの被害想定などを受けて政府
や地方自治体は対策を検討しているが、それ
だけに頼るのではなく生活者や企業なども自
ら備える必要がある。企業にとっては従業員
の生命や経済活動、財産を守るために、生活
者にとっては生活基盤や地域のつながりを守
るために、「防災」はまさに世代や立場を超
えて必要なものなのである。
　CSVの観点から新聞社がどのような取り組
みができるかを、「防災」を一つの事例にし
て、具体的な仕組みを提示したい。
４．１．概要
　以下、各地でよく行われているウオーキン
グイベントに防災の視点を取り入れて事例を

グラフ２　地域密着メディアとして評価される
　　　　　新聞

出典：日本新聞協会「2011年全国メディア接触・評価
調査」2011年11月

表２　欠かせない情報源として評価される新聞

出典：新聞通信調査会「2012年 第5回メディアに関する全国世論調査」（枠線囲みは著者）
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構想していく。イベントの概要は、対象エリ
アにおいて、災害時の避難所をめざして地元
住民、協賛企業社員、自治体職員、新聞社の
社員などが一緒になって避難経路をウオーキ
ングするというものだ。ウオーキングの後は
避難経路・避難所等に関する反省会、協賛企
業や専門家による防災講座を実施する、とい
った内容を想定する。
４．２．イベントの狙い
４．２．１．地域防災網の構築
　「地元住民の防災能力の向上を図る」とい
うことがこの取り組みの大きな目的である。
東日本大震災後、以前と比べると人々の間に
防災意識は芽生えていると思われるが、それ
でも、万一の時の避難経路や避難先を正しく
把握している人は少ない。何となく公民館や
学校に向かうという意識はあるかもしれない
が、適切なルートを使わずに逃げた結果、途
中で被災するケースも起こり得る。そのよう
な事態を防ぐために、事前に定められている
避難経路を実際に歩いてみて、いざという時
に役立てられるようにする。
　対象エリアにおいて発生しやすいとされる
災害を想定し、地域のことに詳しい地方新聞
社の社員と地元住民、自治体職員で街並みの
変化や災害発生時の被害状況などについてコ
ミュニケーションを取りながら歩く。その結
果、避難経路が適切でなかったり、策定当時
と状況が変わっていたりするところが発見さ
れることもあるだろう。ウオーキング後は、
浮き彫りになった問題点等について話し合
い、ハザードマップや避難経路、避難所の見
直しを行う。避難行動について考え、学ぶこ
とで、少なからず防災意識をもった地域づく
りができるようになるだろう。
　さらに住民同士の横のつながりが増えるこ
とにより、防災に役立つことはもちろん、災
害時の避難行動や救助活動もスムーズになる
と想像できる。地域における課題解決や助け
合いにもつながるはずだ。また、ウオーキン

グを通して健康増進を図ることもできるの
で、この点も参加者にはメリットとなるだろ
う。
　この取り組みは継続的に行うことも重要
だ。対象エリアを変えて実施したり、一度実
施したエリアでも街並みの変化や人の出入り
を見越して定期開催にしたりして、常に地元
住民の意識を高いまま維持させることが必要
である。
４．２．２．地元住民と協賛企業の交流
　企業にとってこのイベントは、自社製品の
様々な価値を消費者へ直接感じてもらえる機
会となる。従来の広告では製品の特長を生活
者に知らせることしかできなかったが、防災
講座などを通じて、企業は生活者と直接接触
し、彼らの生活を守るために通常とは違った
視点から製品の使い方などを伝えられる。
　災害時において、通常とは異なる用法で生
活者の役に立つ製品は数多くある。たとえば
飲料の容器だ。ペットボトルは汚れた水をろ
過する装置になるし、牛乳パックは内側に蝋

ろう

がついているため、ろうそく代わりとして使
うことができる。キッチン用品についても、
ラップは衛生的な食事を可能にするだけでな
く紐

ひも

や袋のように使うこともできるし、アル
ミホイルは火を起こした際の火事防止のつい
たて代わりなどにも活用できる。
　食品メーカーは非常食だけではなく、日ご
ろから買い置きすることの必要性や常温で長
時間保存ができる塩漬けの方法などを説明す
る。製薬会社は常備すべき薬の種類や災害時
に服用する際の注意点、携帯電話メーカーは
スマートフォンに不慣れな人や持っていない
人を対象に緊急時におけるラジオとしての使
い方や災害伝言版、防災に役立つアプリケー
ションの紹介などができるだろう。
　自社製品を前面に押し出すことはできなく
ても、専門知識をもつ企業による防災関連情
報は生活者にとって意外と知らないことだけ
に価値がある。その結果として生活者がアク
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ションを起こせば企業にも利益をもたらす。
また、消費者には製品の「作り手」である企
業の顔を見る機会がほとんどない。作り手を
知ることによって、消費者の中には安心感が
生まれ、企業に対して良い印象を抱くように
なれば購買行動にもつながるだろう。
　普段と違った角度から生活者へ訴求するこ
とによって、生活者は既存の製品や企業その
ものに新たな価値を見いだし、企業にとって
は新たなビジネスチャンスが生まれる。ちな
みに、新聞も服の中に入れれば保温材代わり
になり、箱の形に折れば簡易トイレになる。
骨折時には添え木の代用として応急手当にも
役立つ。このような情報を新聞社も発信して
いけば「新聞紙」の新たな付加価値も生まれ
るだろう。
　また、企業は生活者からの率直な意見を聞
くこともできる。「この製品はもっとこうす
れば良いのに」「あの製品はここがダメ」と
いった生の声を吸い上げ、製品の改善に利用
するチャンスである。さらに消費者は自ら工
夫して、企業が本来意図しない製品の使い方
を実践しているかもしれない。それが企業に
とって新たなアイデア、ビジネスチャンスに
結び付く可能性だってあるのだ。
　通常、「企業」と「生活者」が一つの目的
を共有し、行動を共にする機会はほとんどな
い。だからこそ、それぞれの思いや情報を交
換できるこのイベントは互いにとって有益な
ものになるに違いない。そしてこの共有とい
う事象により、生活者がその企業の商品やサ
ービスを選ぶようになることも期待できる。
４．３．CSVを実践するメリット
　天災は避けられないものであるからこそ、
防災への取り組みは必要だ。
　地域で助け合うことで命を守ることがで
き、地域全体で備えることで社会的損害も最
小限に抑えられるだろう。企業にとっても経
済的損害を極力抑えることにつながる。それ
だけでなく、防災活動を通じて人々の生活と

真摯
し

に向き合うことで、これまでと違ったコ
ンタクトポイントを持つこともできる。
　また、地方新聞社が日頃から地域住民と防
災活動を共にすることで、人々は地元新聞社
に対する安心感、信頼感を抱くだろう。人々
が平時よりも情報を必要とする災害時に、新
聞社がより迅速かつニーズに即した情報を発
信することも可能になる。
　とかく防災に関しては一方的な情報発信と
いうやり方では十分な効果が期待できない。
関係し合う生活者、企業、新聞社がそれぞれ
当事者意識をもち、協力して取り組むことで
初めて相互の理解が深まり、対策が効果的に
成り立つようになる。その結果として、災害
が発生しても地域は多くの困難を退けること
ができ、関係者すべてがメリットを享受する
こととなる。

５．まとめ

　企業にとって生活者へのアプローチは単純
でなくなった。マイケル・ポーター教授は共
通価値がもたらすチャンスを見極める方法の
一つとして「製品と市場を見直す」ことを挙
げている（注１）。この点に、地方新聞社の
勝機を見いだせるのではないか。地域の課題
を手掛かりに人々と企業をエンゲージング
し、共通の価値を作ることで、新聞社も含め
たこれら三者の利益を達成することができ
る。
　本論では地方新聞社におけるCSVに関して

「防災」を例に考えてきたが、地域には他に
も多くの課題やトピックが存在する。それら
に対して新聞社はこれまでも積極的に取り組
んできたが、CSR的な要素が強かったり、企
業からすると効果が期待できなかったりする
ものが少なくなかった。
　現在では、紙だけでなくインターネットや
スマートフォンなど新たなデジタルツールを
活用したビジネスに新聞業界も取り組んでい
る。とりわけ地方新聞社は、CSVという視点
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をもつことで、既存の紙はもちろんのこと、
ニューメディアにおける取り組みも成功に導
けるのではないか。地方新聞社がメディアを
適切に活用し、生活者・企業と共有できる価
値を創造することによって、地域の課題解決
を図りながら、三者がそれぞれに利益を享受
できるようになるだろう。

【注釈・参考資料】
（注１）Harvard Business Review, January-
February 2011
http://hbr.org/2011/01/the-big-idea-creating-
shared-value

（注２）宣伝会議主催のイベント「Adver 
Times Days（アドタイ・デイズ）2013」に
おけるセミナー

（注３）野村総合研究所「知的資産創造」
2013年３月号の「企業におけるソーシャルメ
ディアリスク管理」（宮田久也氏）
http://www.nri.co.jp/opinion/chitekishisan/ 
2013/pdf/cs20130305.pdf

（注４）日経リサーチのウェブサイト／ 2010
年10月５日更新「マス広告は生き残れるか」
http://www.nikkei-r.co.jp/knowledge/
search/2010/10/post-5.html

（注５）デービッド・ボーゲル著『企業の
社会的責任（CSR）の徹底研究』（一灯舎、
2007年）

（注６）オルタナＳのウェブサイト／ 2012年
４月26日更新「トヨタ新型車アクアの新戦略

『共成長マーケティング』とは」
http://alternas.jp/work/ethical_work/17980

（注７）日本自動車販売協会連合会ウェブサ
イト
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Pro f i l e

　知的書評合戦で次世代新聞読者を増やす　
小学生ビブリオバトルの提案

1987年鳥取県生まれ。2011年読売新聞大阪本社に
入社。広告編成部審査課を経て、同年10月から現職

橋本　かおり（はしもと・かおり）

読売新聞大阪本社　広告局広告第一部

入 選

１．はじめに

　昨今、15歳以下の若年層の「活字離れ」は
深刻であるといわれる。私は広告営業として
関西の出版社を担当しているが、広告主と会
話していると頻繁に話題に上るのがこのテー
マだ。「新聞も大変ですが、出版社も大変。
同じ活字を扱う者同士、手を取り合って次世
代読者を育てていきましょう」という固い絆
に結ばれている両者だが、この「活字離れ」
に疑問を呈するデータがある。それは小中高
生の「読書量」の推移だ（グラフ１）。
　上図を見て分かるように、新聞購読率が高

かった1990年代と、低迷した2000年代とを比
較すると、小学生の１か月間の読書冊数は、
逆に2000年代の方が平均して1.7ポイント高
い（注１）。これは「朝の読書」を取り入れ
るなど、学校現場の読書指導の賜物であろ
う。デジタル活字（インターネットや電子メ
ール）の閲覧時間も含めれば、若年層が活字
に接している時間はむしろ増えている。つま
り、私たちが直面している問題は「活字離
れ」ではなくプリント媒体、特に「新聞離
れ」なのだ。
　新聞の書評面は、これまで新聞から本へ読
者を誘導する役割を担っていた。現在も「新

グラフ１　１か月間（５月）の平均読書冊数の推移

出典：全国学校図書館協議会「第58回読書調査」
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聞広告を見て本・雑誌を買いに行ったことが
ある（直近１年間）」という人は32.1％に上
る（注２）。しかし、こと新聞に触れる機会
の少ない若年層へ視点を移すと、この図式は
成り立たなくなってしまう。それでは発想を
転換して、本を買う店頭で書評に触れ、新聞
に読者を取り戻すことはできないだろうか。
新聞を通して知的好奇が刺激された結果、若
者がより多様なテーマの本に興味・関心を持
ち、また書店へ足を運ぶ、というような、新
聞、出版の双方にメリットのあるダイナミッ
クな循環が生まれるはずだ。現在、高校生・
大学生を中心に広がりをみせる書評イベント

「ビブリオバトル」（注３）をモデルに可能性
を探る。

２．出版業界における読書人口の拡大
　　への取り組みと新聞広告の課題

　「ビブリオバトル」の新たな可能性を探る

聞広告特集」を掲載するなど活動の幅を広
げ、2013年現在、全国の小学校の約80％にあ
たる１万7,065校が運動に参加している（表）。
　この「朝の読書運動」が成功を収めた背景
には、どのような工夫があったのだろうか。
一つ目に「簡単であること」が挙げられる。
子どもたちは10分間何を読んでもいい。基本
的には書籍だが、中には雑誌やマンガも読書
の対象として認めている学校もある。自ら進
んで選んだ本が面白ければ、それは読書の成
功体験として心に残る。二つ目に「みんなで
やること」だろう。クラス全員で取り組め
ば、より読書に集中できる。また、友達同士
で交換すれば本は一つのコミュニケーション
手段にもなる。仲間が多ければ多いほど、物
事は面白くなり長続きするものだ。
　あえて「朝の読書運動」の課題を挙げると
すれば、子どもたちが読書体験を友だちと共
有する場が十分には設定されていないこと

前に、これまで本の販売会
社（いわゆる取次会社）や
新聞社が読書人口拡大のた
めに取り組んできた例を紹
介する。
トーハン「朝の読書運動」
　学校で朝礼前の10分間を
利用して本を読む「朝の読
書運動」は、1988年に千葉
県の２人の高校教諭の発案
で始まった。この運動に興
味を持ち、活動を全国に広
げるため、大手取次会社の
トーハンが「朝の読書推進
協議会」を発足させたのが
９年後の97年だ。以来、小
学生１か月の平均読書冊数
は、「６冊以上」と安定し
て推移している。トーハン
は「全国縦断朝の交流会」
や、年に一度「朝の読書新

表　「朝の読書」全国都道府県別実施率

出典：朝の読書推進協議会「『朝の読書』全国都道府県別実施率」
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だ。日本の子どもは、学科テストなどで暗記
術は刷り込まれても、授業中に発表する機会
はそれほど多くない。その子たちに「あえて
感想文を書かせない」ことは、実は「朝の読
書運動」が広がった理由の一つとしても挙げ
られる。しかし、社会に出てから求められる
のは、何よりも授業中の発表によって培われ
る自己表現能力だ。近年の自己表現能力の重
要性の高まりや、自分の感想を綴

つづ

って人に何
かを薦める「食べログ」「じゃらん」「価格コ
ム」など口コミ投稿サイトの影響力の拡大を
考慮に入れれば、成績考課につながりかねな
い感想文とは違った形で、何かアウトプット
できる場を用意することは必要である。新聞
広告がこのアウトプットの場を提供できない
だろうか。
新聞広告発　書店連動企画の実施例「ミステ
リーブックフェア」
　読売新聞は、最大手取次の日本出版販売と

協同で、1989年から新聞紙面と全国書店との
連動企画「ミステリーブックフェア」を行っ
ている。読売新聞紙面で「ミステリーブック
広告特集」（事例）を掲載し、協賛書籍にフ
ェア共通帯を付け、全国共通パネルや書店員
のオリジナルディスプレーで書店店頭を盛り
上げるというものだ。
　年間７万6,000冊（注４）の新刊が続々出
版され、商品の入れ替わりが激しい現代、多
くの人の関心を誘うテーマを設け、店頭のい
い位置で長期間にわたって平積みされること
は、出版社にとって大きなメリットである。
また東野圭吾氏ら今をときめくミステリー作
家のインタビュー掲載紙面が店頭に花を添え
てくれるとあって、ミステリーファンの読者
から好評を得ている。
　この「ミステリーブックフェア」が新聞→
書店（取次）の協力関係のよきひな型であ
る。私が今回提言したいのは、「はじめに」

事例　書店連動企画「ミステリーブックフェア」

読売新聞　2012年2月25日付朝刊（全国版）
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でも触れたように、書店（取次）→新聞とい
う流れ、すなわち、書店で初めてブックフェ
アの存在を知った読者が、「新聞（広告）っ
ておもしろい。参考になる。ぜひ購読しよ
う」と思い、新聞を通じて社会への関心を深
め、更に読書の範囲を広げてくれるような循
環する仕組みを作ることだ。新聞広告でどれ
だけ有意義なことをしても、訴求できる相手
は新聞購読者に限られる。当紙の場合、その
うちの30％を占めるのが60～70代だ。若年層
の固定客を持つ書店から、何とか新聞へ新た
な読者を誘導したい。
　「朝の読書運動」の「簡単であること」「み
んなでやること」という二つのポイントを押
さえた取り組みを新聞社主導で行い、「ミス
テリーブックフェア」で確立された全国の書
店との協力関係を生かし、若年層に広げる提
言を次章で展開したい。

３．提言

知的書評合戦・ビブリオバトルとは
　新聞の主要コンテンツの一つに「書評」が
ある。読売新聞の場合、作家や研究者、女
優、カキ養殖業者など多種多様な職業の人々
が読書委員を務め、毎週、お薦めの本を紹介
してくれる。実は、この「本を薦める」とい
う作業を通してコミュニケーション力を磨く

「ゲーム」が、全国の若者に受け入れられつ
つある。それが「知的書評合戦―ビブリオバ
トル―」（以下ビブリオバトル）だ。簡単に
ルールを説明すると、発表参加者がお薦めの
本を持って集まり、順番に一人５分間、口頭
で紹介する。発表後、参加者全員でその本に
関するディスカッションを行う。全員が本を
紹介し終えたところで、「どの本が一番読み
たくなったか」を基準に投票し、チャンプ本
を決める。
　ビブリオバトルの全国大会は、文字・活字
文化推進機構主催で2011年より既に開催され
ている。12年10月21日には２回目となる「ビ

ブリオバトル首都決戦2012」が開かれ、全国
の予選を勝ち抜いた大学生が東京・秋葉原に
結集し、「読ませたい本ナンバーワン」を決
めた。この大会では、参加者を大学生に限定
し、予選会場は全国の大学、公共図書館、書
店等様々であった。また13年２月には高校生
大会も開催されている。これらの様子は各新
聞の編集記事でも報じられたが（注５）、新
聞広告は今のところ大きな役割は果たせてい
ない。
　今回の提言は、参加者を小学生に限定した

「全国小学生ビブリオバトル」を新聞社協力
のもと開催してはどうかというものだ。対象
書籍を限定しない従来のルールとは異なり、

「課題図書」を４～５冊設定することで、一
定の書籍の販売が保証でき、出版社からの協
賛を得やすくする。
　ビブリオバトルの参加者として小学生にこ
だわる理由は二つある。一つは、全国の「朝
の読書運動」によって、活字を楽しむ素地が
養われているからだ。また、11年度より小学
校をさきがけに全面実施されている「新学習
指導要領」の中で、「言語活動の充実」に重
点が置かれている。自分の好きな本を通して
自己表現するビブリオバトルが、この「言語
活動」に含まれることはいうまでもない。し
たがって、教育現場の協力が最も得やすいの
が小学生なのだ。
　二つ目に、小学生を持つ親が新たに新聞購
読を始めるきっかけになると考えられるから
だ。ベネッセの調査によると、小学生をもつ
母親の意識は、子どもが高学年に上がるにつ
れ、スポーツや芸術から学習にシフトしてい
く（グラフ２）。さらに、小学４年生から授
業料を含めた１か月あたりの教育費が顕著に
増加する（グラフ３）。
　つまり、ビブリオバトルに参加するにふさ
わしい小学生、特に高学年は、母親が教育に
投資を惜しまない時期にあたり、子どもが新
聞に興味を持てば、新聞購読に最も結びつき
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やすいといえる（注６）。
新聞へ誘導する仕組み
◇書店との連動
　予選会場となる全国の町の書店で、課題図
書のブックフェアを行い、予選日が近づいて
きたら「ビブリオバトル講座」を開講する。

その講座の中で、書評の読み方について新聞
記者によるレクチャーや、読書委員によるト
ークイベントを展開すれば、読者人口の拡大
につながることはもちろん、全国の小学生に
新聞書評面を知ってもらう好機となり、さら
には新たな新聞購読者の獲得にまで発展する

グラフ２　子どもの教育に対する母親の意識（小学生・学年別）

グラフ３　授業料を含めた１か月あたりの教育費（小学生・学年別）

出典：グラフ２、３ともにベネッセ教育総合研究所「学校外教育活動に関する調査（2009）」
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だろう。
◇新聞広告との連動
①ビブリオバトル予選告知広告
　全国を数ブロックに分けて、その地域を代
表する町の書店に手を挙げてもらい、予選会
場とする。新聞社が書店から一定数の課題図
書を買い取る代わりに、広告協賛を得て新聞
各県版面を利用して予選参加者を募る。買い
取った課題図書は、参加意思を表明した読者
へ抽選でプレゼントする。甲子園に出場する
地元高校を応援するように、各県版によって
広告内容を切り替えることのできる新聞は、
イベントを募集する媒体として非常に有利で
ある。
②予選参加者による書評（シリーズ広告）
　予選を通じて、全国の小学生から課題図書
１冊につき数百規模の口頭による書評（ここ
では口評と呼ぶ）を集めることができる。こ
れらの口評を広告に落とし込み、課題図書の
冊数分だけシリーズ展開することができよ
う。子どもの素直で飾らない言葉は、大人の
心を揺さぶることはもちろん、何より同年代
の子どもたちにまっすぐ届く。課題図書に選
出されれば、ビブリオバトル参加者による一
定の売り上げが見込めるため、広告出稿も無
理なく出版社に提案できる。
③全国大会優勝者と著者の対談広告特集
　予選を勝ち抜いた末、「最も読ませたい本
ナンバーワン」の称号を手にした参加者の口
評は、全国版の新聞広告特集として課題図書
の広告とともに大きく掲載する。それと同時
に、選ばれた本の著者との対談を実現させる
という特典も付け加えたい。将来のビブリオ
バトル参加者にとって、憧れの著者との対談
は大きなモチベーションとなるに違いない。
　また、熱意が伝わるビブリオバトルの様子
は、書店店頭のプロモーション映像として流
す。加えて「ミステリーブックフェア」の展
開を参考に、ビブリオバトル共通の帯やパネ
ルでコーナーを盛り上げる。メラメラと燃え

る小学生たちの情熱が書店の一角を熱くす
る。

４．もたらされるメリット

出版社のメリット
　ビブリオバトルの課題図書に選出されれ
ば、出版社のもとに読者である子どもたちか
ら簡潔にまとめられた宣伝文句が多数集ま
る。これらを、個人の同意を得たうえで本の
帯・ポップ・新聞広告のキャッチコピーなど
に使用すれば、高い宣伝効果が期待できる。
著名人の感想を帯やチラシに使うことは常套

とう

手段だが、子どもの場合、お金がかからない
上、素直な感想として手に取る人に抵抗なく
受け入れられるだろう。子どもの口コミは、
大人に比して何よりも強い媒体だ。いったん
広まれば息の長い人気となる。小学生をター
ゲットとした書籍を売る出版社側にとって
は、一流の営業マンを雇うに等しい。
　また、新聞社が取次店と協同してイベント
を取り仕切るため、出版社の営業マンが書店
を回らずとも売り場は確保される。しかも、
市街地の大型書店だけでなく全国の町の書店
でも同様の対応がなされる。これらは全て、
各地域に密着した取材網を持つ新聞社と連携
してこそ実現するメリットといえる。
　よく似たビジネスモデルに毎日新聞社の

「読書感想文コンクール」がある。課題図書
に共通のシールを貼り全国の書店に並べる。
また、出版社単体と小学校の間に立ちはだか
る組織の壁を、新聞社が間を取り持つことで
クリアしている。この「ビブリオバトル」
は、「読書感想文コンクール」のプレゼンテ
ーション部門と考えることもできよう。「人
を通して本を知る」「本を通して人を知る」
というビブリオバトルのモットーは、子ども
のコミュニケーション能力を高める新たな取
り組みとして、授業に取り入れやすいことか
ら、教育現場との連携も期待できる。ビブリ
オバトルに学校単位で取り組んでもらえれ
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内に地元の子どもたちを集め、毎月第１土曜
日に読み聞かせ会を開いている（記事）。06
年９月で100回を数えた聞かせ会が200回を突
破する日も近い。
　各自治体単位で予選を行うビブリオバトル
は、「地域の子どもを活字で育てる活動」と
捉えることができる。これまで、熱心に活動
を続けてきた先述の書店に、子どもたちのプ
レゼンテーションの会場として店舗を提供い
ただきたい。
　「ネット書店」に対比させる意味で、店舗
を持つ既存スタイルの書店は「リアル書店」
と呼ばれる。紙の新聞にしかできないことが
あるように、リアル書店にしかできない活動
がある。「ビブリオバトル」の地区予選もそ
の一つである。書店の店頭で書評合戦を行う

ば、出版社にはより多くの恩
恵がもたらされる。
書店のメリット
　全国には、単に本を売るだ
けでなく、「地域の活字文化
推進基地」としての役割を自
負し、行動に移している書店
が多く見られる。例えば、私
が担当している関西地域で
は、神戸市板宿の「井戸書
店」は、定期的に「大人の板
宿塾」と題し、地域に住まう
大人を集めて地元に根付いた
企業の代表者や、兵庫県出身
の著者などを招き、勉強会を
主催している。店内の可動式
の書棚を脇に寄せてスペース
をこしらえれば、簡易会場の
出来上がりだ。「大人の板宿
塾」の他にも、映画上映会や
古典教室を開くなど、地域の
文化活動に貢献している。ま
た、大阪府柏原市の「宮脇書
店大阪柏原店」も、同じく店

読売新聞　2006年9月3日付朝刊（大阪市内版）

ことで、地域の子どもとの接点は増え、次世
代読者を育てることができる。また、会場に
は参加者の保護者や兄弟も訪れることから、
子どもに限らず幅広い年代層の取り込みが図
れる。そして何より、書店を通して人と触れ
合う、本棚に囲まれるといった体験を通し
て、子どもたちの中にリアル書店の存在感を
しっかりと根付かせることができるはずだ。
新聞社のメリット
　新聞社のメリットは三つある。まず一つ目
に新聞書評面の閲読率アップが狙える。ビブ
リオバトルが社会的ムーブメントにまで発展
すれば、新聞の書評面はビブリオバトル参加
者にとっては「お手本」となる。イベント参
加者の年齢層を広げれば広げるほど、新聞書
評面に初めて出合う読者の数も増える。新聞

記事　宮脇書店大阪柏原店の読み聞かせ会
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社側は、これらの読者の期待に沿うべく、書
評する本のジャンルも幅広く設定する必要が
出てこよう。
　二つ目に、新聞広告に掲載される書籍の幅
を広げることができる。広告営業をしていて
日ごろ難しいと感じるのは、絵本等を主に刊
行している出版社への提案だ。明らかに子ど
も向けの商品は、新聞本紙で広告してもター
ゲット層に届いているかどうか効果が見えに
くいからだ。しかし、ビブリオバトルをきっ
かけに小学生の間で書評面の閲読率が上がれ
ば、書評面下の広告スペースを積極的に提案
することができる。絵本ばかりでなく、小学
生が興味をもつマンガ、10代向けの雑誌、書
籍の広告出稿の可能性も広がってくる。
　三つ目に、出版社・書店・取次との協力関
係をより強固なものとすることができる。ビ
ブリオバトルを、ウィン・ウィンの関係で成
功裏に収めれば、その経験が追い風となって
今後も新たなビジネスモデルの創出がなされ
るはずだ。

５．おわりに

　村上春樹の『色彩を持たない多崎つくる
と、彼の巡礼の年』が発売７日目で累計100
万部を突破したニュースは、「活字離れ」の
憂慮を一瞬忘れさせてくれた。何しろ無料で
試し読みできる電子書籍が幅を利かせる潮流
に逆行するように、1,700円もする書籍が飛
ぶように売れたのだ。村上春樹ファンは30～
50代と、いわば「紙の本に慣れ親しんだ世
代」とはいえ、コンテンツがよければ日本人
はまだまだ本に投資することが分かった。
　「朝の読書運動」で、子どもたちが本を読
む素地は養われている。町の書店で、大人た
ちによる地域ぐるみの活動が地道に続けられ
ている。全国の高校生や大学生の間で、「ビ
ブリオバトル」は徐々に広がりを見せてい
る。各所で地道に行われている活動をすくい
上げ、点を線にし、いずれは面となり、社会

的ムーブメントへ仕立て上げる。こうした役
割は「信頼と活字」を担う新聞社に期待され
るし、また、新聞社にしかできないものだ。

【注釈】
（注１）1990年代：6.5冊=（7.1+5.8+6.5+6.4+
6.7+5.4+6.4+6.3+6.8+7.6）/10、2000年代：8.2
冊=（6.1+6.2+7.5+8.0+7.7+7.7+9.7+9.4+11.4+
8.6）/10

（注２）ビデオリサーチ「2011J-READ」
（注３）2007年京都大学大学院情報学研究科
に所属していた谷口忠大氏（現立命館大学准
教授）によって考案された書評ゲーム。参加
者がお薦めの本を持って集まり、一人５分間
の持ち時間の中で、本の魅力を口頭で紹介す
る。すべての本を紹介後「どの本が一番読み
たくなったか」を基準に投票し、チャンプ本
を決める

（注４）出版科学研究所「2009年　出版指標
年報」

（注５）東京新聞2011年10月31日付、読売新
聞2012年11月５日付など

（注６）ベネッセ教育総合研究所「学校外教
育活動に関する調査（2009）」



71

Pro f i l e

　新しい「意見広告」のかたち
組織先行型から意見先行型の意見広告へ

1987年長崎市生まれ。2011年朝日新聞社に入社、
大阪本社広告管理部紙面制作グループを経て、13年
から現職

朝日新聞大阪本社　広告局営業推進担当

林田　旬平（はやしだ・しゅんぺい）入 選

■はじめに

　2012年７月12日付毎日新聞朝刊で、「制度
を改正するために個人を攻撃する必要はあり
ません」という趣旨の意見広告が掲載された

（事例１）。
　広告主は「シビルアクションジャパン」と
いう団体で、調べると@noiehoieという人物
がツイッターで匿名の寄付を募って、掲載費
に充てたという。たった一人の市民が意見を

呼びかけ、その意見を共にする人々が新聞掲
載という目標を共有し、ソーシャルネットワ
ーキングサービス（以下、SNS）上でつなが
って掲載に至ったという点で、これまでの広
告とは一線を画する広告だったと思う。たっ
た一人の市民がこのような広告を出すことが
できたのはなぜだったのだろう。
　また、09年７月30日付の朝日新聞朝刊に

「一人一票実現国民会議」による最初の意見
広告が掲載された（事例２）。ここでもネッ

事例１　「シビルアクションジャパン」意見広告

毎日新聞　2012年7月12日付朝刊

事例２　「一人一票実現国民会議」意見広告

朝日新聞　2009年7月30日付朝刊
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トでの寄付が呼びかけられており、サイト上
でサポーター登録ができるほか、フェイスブ
ックとの連携もされている。この広告が掲載
されるようになって約４年後、実際に一票の
格差を違憲とする判決が高裁によって下され
た。
　これらの掲載事例が示すものは、SNSの台
頭によって意見広告がこれまでとは別のステ
ージに入っているという事実だ。たった一人
の市民が「シビルアクションジャパン」のよ
うな大々的な広告を出せたのはなぜなのだろ
うか。また、「一人一票実現国民会議」が社
会に大きな影響を及ぼした原因は何か。
　本論では、社会的運動の変遷と、それに対
応できる意見広告の新しいあり方を探る。

■社会は組織先行型から意見先行型に

　二つの広告の共通点は、これを掲載した広
告主が特に大きな母体を持たないという点で
ある。組織よりも意見が先にあって、それに
賛同する人々によって掲載されたという点
で、二つの広告は共通している。このような

「意見先行型」は現代の社会運動に見られる
ようになった特徴でもある。
　この特徴の背景となる要因の一つは、組織
への不信である。1990年代後半から、日本社
会は会社や労組単位での団結に基づく「組織
先行型」の社会から、無縁社会へと変化して
いった。90年代までは、日本は一億総中流社
会であり、日本人のほとんどが労働組合や会
社に所属し、「ホワイトカラー」や「ブルー
カラー」などの帰属意識が共有されていた。
しかし、90年代後半頃から、社会の組織的団
結は、次第に機能不全に陥っていった。そ
の表れの一つが、「支持政党なし」と答える

「無党派」層、いわば従来の社会構造から漏
れて「居場所がない」「代表されていない」
と感じる人々が増えてきたことである。
　彼らはどの団体に対しても帰属意識を持た
ない。会社も一生働くというものではなく、

あくまで通過点にしか過ぎないと捉える。そ
のため、自分たちの利害を代表してくれると
いう政党が不在のため、政治に対して無関心
で、特定の支持政党を持たない。
　組織への帰属意識が希薄になった現代日本
では、政党への帰属意識も同様に希薄にな
り、結果的に国会に感じる妥当性も低くなっ
ている。これが投票率の低下や、政治への無
関心につながっている。組織の帰属意識が希
薄になった現代日本では代議制民主主義自体
が行き詰まっているのだ。
　また、人々が自由になり意見の多様性が増
した結果、意見一つひとつの賛同者の数は分
散した。そのため、少数意見が乱立すること
になった。ネット右翼の過激な意見から、

「同性愛者の結婚を認めてほしい」まで、多
くの少数意見が見られる。しかし現在の小選
挙区制では小政党が議席を確保することは制
度的に困難であり、少数意見が政治の場に躍
り出ることは難しい。
　これまでの社会を変革しようとする試み
は、投票を通して議会へ働きかける方法が主
流であった。社会変革は政治的行為であり、
政党がその主導権を握っていた。しかし、以
上のような意見集約機能の不全により、政治
は社会変革のツールとして十分に機能しなく
なった。このような変化によって、社会をよ
り良くしようとする多くの試みが十分な賛同
を集められずに挫折し、社会は変わらないと
いう閉塞

そく

感に陥っている。
　現代の日本人の多くが組織から脱したり、
政治組織の無力さを知ったりすることによっ
て、これまでのような「組織先行型」の社会
運動は古いものとなった。
　現代の社会運動が意見先行型になってきた
もう一つの要因は、SNSという意見を共有で
きる場が形成されたことである。2010年１月
に約100万人だったフェイスブックのユーザ
ー数が、11年３月の震災を経た23か月後の
同年11月には約600万人、その１年後の12年
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11月には1,600万人を突破した。13年３月現
在では約1,300万人まで減少したが（注１）、
10人に１人がSNSを使用しているという点で
は、日本国民は若年層を中心として、SNSに
よってつながったといっても間違いではない
だろう。SNSはこれまで日本人が所属してい
た団体や階層が分解し、目に見える絆が弱く
なった結果、代替物として興隆したものと考
えられる。また、東日本大震災により、個人
間の人間関係における情報交換がいかに大切
かがはっきりとしたことも、興隆の一因であ
ろう。
　このようなSNSの普及は、３. 11に伴う脱
原発のデモについても影響を及ぼした。脱原
発のデモに組織的動員はなく、フェイスブッ
クやツイッターで人が集まったという。この
ように、３. 11の脱原発デモは、労働組合や
反核団体が中心となった従来のデモとは異な
っていた。運動に対する自由参加というあり
方はますます進み、どこのグループも「固
定動員力」などというものはわずかで、「主
催」というより「よびかけ」に近くなってい
た。またよびかけの団体名が違っても、他の
グループにいた人が別の団体のところに参加
していたり、新しく入ってきた人が別のとこ
ろに行ったりという具合で、よびかけグルー
プのほうも「組織」というものではなくなっ
た。
　以上に述べたような「無帰属感」と「SNS
のような新しい絆の発生」の二つが要因とな
って、社会運動は組織先行型から意見先行型
に移行した。
　組織よりも意見が先行するタイプの運動
は、新しい意見やマイノリティーを守るため
の意見が実現されやすいことと、その実現に
よる効果が高くなるという二つのメリットが
ある。
　まず、組織先行型の運動では、大政党やそ
こに関係する意見団体が豊富な資金力を持っ
て選挙運動やデモや広告を行っていたが、既

存の団体の固定化した古い意見や、大多数に
通用する多数意見しか採用されないというデ
メリットがあった。これに対して意見先行型
は、賛同者が自由に参加できるため、意見さ
えしっかりしていれば人数は集めることがで
きるので、新しい意見や少数の利益を守るた
めの意見も通りやすい。
　また、組織先行型の運動は、組織を守るた
めに意見が変化したりして、賛同者の意図と
離れてしまうことがあるというデメリットが
ある。方針争いをやったり、ボスに話をつけ
たり、ということをやりがちである。「組織
を守る」という発想をすると、組織を守るた
めにはあの人たちには出ていってもらうと
か、形だけ有力者に入ってもらう、とか考え
がちになる。その結果として正統性が下が
る、ということが過去には多く見られた。こ
れに対し、意見先行型の運動では意見に賛同
できなかったメンバーは去り、組織内の小競
り合いは起きないため、意見自体は達成まで
一貫し、また、達成時には全員がその意見に
賛同しているため、当然賛同者の満足度が高
くなる。また、全員が賛成しているというこ
とが明白であることは、この運動が大勢に支
持されていることを強調し、その意見の正し
さをアピールすることができるため、その運
動の影響力も強くなる。
　また、資金がどのように使われたかがはっ
きりと分かる点で、「シビルアクションジャ
パン」「一人一票実現国民会議」の賛同者の
満足度は非常に高くなったと思われる。ほか
の募金の多くが、団体が集めた資金を、さま
ざまな活動に恣意的に割り振ることに比べれ
ば、@noiehoie氏や一人一票実現国民会議の
ような募金の使途を明らかにした透明性の高
い活動は相対的に賛同者の信頼を集めやす
い。

■意見広告も意見先行型へ

　ほかの社会変革への試みと同様に、従来の
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「組織先行型の意見広告」はその有効性を失
いつつある。単にマスへと広告を提示するこ
とだけでは、社会の変化を目指すことはでき
ない。
　無帰属感の強い社会では、広告主となる組
織を意識させるような「組織先行型の意見広
告」の効果は限定的になることが推測され
る。これまでの時代は自分がどういう層に属
していたかがはっきりしていたが、現在では
自分が社会の中でいったいどのような集団に
属し、誰が自分を代表してくれているかが分
からなくなってきている。そんな中、単に

「社会をこう変えるべきです」「この問題をこ
うすべきです」と言われただけでは、それが
自分にとってどのような影響を持つかがすぐ
には分からない。それでは「意見広告」は単
なる説教と感じられ、社会を変えるほどの共
感をもたらさない。
　また、意見広告の主体である団体が表示さ
れた時点で、社会に特に属する組織を持たな
い層からは「それは自分の代表ではない」と
感じられることがある。そうなってしまえ
ば、その意見を読む前に彼らは目をつぶって
しまうか、バイアスのかかった受け取り方を
してしまう可能性がある。新聞広告の掲載ル
ール上、広告主を明示するのは必須であるた
め、広告主名の隠匿は難しく、特に歴史の古
い政党や、偏見を持たれている団体などが出
す広告は、読者にまっすぐ伝えるのは難しい
だろう。
　意見団体の方でも、これまでの意見広告を
見直す可能性がある。特に、13年成立のネッ
ト選挙解禁後は、これまでの一方的な政策提
言は減少することが予想される。「政党の意
見をいかに普及させるか」よりも、「有権者
の意見をいかに把握するか」が重要になって
いくからである。また、「有権者の意見の把
握」がビッグデータによる「マイクロターゲ
ティング」（極めて詳細なターゲティング）
によって可能になったからである。

　たとえば12年のアメリカ大統領選挙では、
有権者一人ひとりのデータを集め、それぞれ
にモバイル広告などのピンポイントなメッセ
ージを送るなどの「マイクロターゲティン
グ」が行われた（注２）。これらはマス広告
よりも安価で、日本でも個人情報保護法に抵
触しなければ、ネット選挙運動ではこのよう
なマイクロターゲティングが重視されること
は疑いない。特に小政党にとってこれは議席
確保の唯一の手段といっても過言ではない。
ネット選挙解禁によって、これまで以上に有
権者の政治的嗜

し

好の把握が重要になる。
　また、同様に日本でもネット選挙の解禁に
よって、政党による若者への政治的働きかけ
が容易になったと考えられるが、これは単に
政党がネットで若者にアプローチできるよう
になったことだけを意味するものではなく、
政党も意見先行型になることを意味する。
　高額なマス広告などの広報手段を持たない
小政党が、ネットでの選挙活動によって無党
派層の浮動票にアプローチできるようになっ
た。これまでのようにロードローラー的に

「誰にでも賛成される意見」をマスに向かっ
て無闇に叫ぶ必要がなくなり、ネット上でタ
ーゲットの特性を把握した上で、有権者ごと
に最適化されたマニフェストを宣言すればよ
い。これまで特に理由もなく大政党に投票し
ていた無党派層が、より実感を伴う問題を突
きつけられ、その問題を解決するにはどの党
に投票すべきかを直接提示されれば、小政党
の得票数が増えるのは明確だ。そうなれば、
一つの意見を共有する政治的集団は、意見集
団に近くなる。つまり、「組織先行型」から
より「意見先行型」になるということだ。
　これらの事象を踏まえると、意見広告も社
会運動の変化とともに「意見先行型」に移行
することが推測できる。

■意見先行型の意見広告に必要な条件

　「意見先行型の意見広告」には、いくつか
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の条件が必要となる。
　まず一つ目は意見が発生する議論の場が必
要である。現在の「場」は十分であるとはい
えない。政治的な議論の場はここ十数年でネ
ット上に移行してきた。2000年代初頭に最盛
を極めたのは匿名掲示板サイトの「２ちゃん
ねる」である。匿名であるがゆえに多種多様
な意見が飛び交った２ちゃんねるであるが、
逆に声の大きな「匿名者」がいくつも書き込
みをするがゆえに、まるで多数派のように見
え、それ以外の意見は批判を恐れて黙ってし
まう。これによって余計に声の大きな意見が
多数を占めていくという「沈黙の螺

ら

旋
せん

」現象
により、２ちゃんねるの「世論」は偏りを強
めた。また、ネット上での政治的意見は、匿
名であるがゆえに、情報源のないデマが飛び
交ったりする。また、論点のずれたものであ
ったり、愛国心をいたずらにあおったりする
ものが多い。また、ネットから現実のデモな
どに至る行動へのハードルが依然高いため、
このハードルを乗り越える熱狂的な意見ばか
りが行動に至っている傾向がある。情報源も
曖昧で、それが正しいのかとの精査もされな
い。10年代になると、ニコニコ動画が党首討
論の生中継をネット配信するなど、ネットは
政治的議論の場として整備され、活用される
ようになってきた。とはいえ、やはり匿名性
は保たれたままなので、やはりコメントは党
首の人格を否定するような罵

ば

詈
り

雑言が多数を
占めた。現在のいわゆる「ネット」は混とん
としており、議題設定の場としては正確さに
欠ける。
　条件の二つ目としては、議論によって生ま
れた意見が意見広告になるための仕組みが必
要となる。これまで見られた先述の２例のよ
うな「意見先行型意見広告」は、それぞれが
独立した運動であり、一つの成功が次に生か
されない。また、試みが失敗した際のリスク
が大きい。さらに、賛同者集めが基本的にユ
ーザー間の共有に頼るため、成功率が低い。

これらが、「意見先行型意見広告」の増加を
阻害している。したがって、意見を集約し、
リスクヘッジでき、一気に賛同者集めができ
る統一されたプラットフォームが必要とな
る。
　以下では、「意見先行型の意見広告」をも
っと増やすために、二つの案を示したい。

■提言１：ニュースSNSの創設

　第一に、混乱のない議論の場を形成するた
めには、信頼のおける情報源を簡単に示すこ
とができる仕組みと、匿名性を保ちつつ発言
に責任を負う「半匿名」の仕組みが必要であ
る。そこで、新聞社のニュースサイトにSNS
機能をつけた「ニュースSNS」の創設を提案
したい。
　「ニュースSNS」は、これまでのニュース
サイトに加え、各記事に対してユーザーが意
見を言えたり、特定の問題をお気に入りに設
定したりできる。これによって各ユーザーの
関心に基づく仮想社会がネット上に形成され
る。ここでは民意を顕在化させるため、アン
ケートや記事への投票が行われる。ネットに
おける世論形成を図ったサイトとしては米国
のネットメディア「HuffingtonPost」が挙げ
られるが、イメージとしてはこれにアバター

（ユーザーの分身となるキャラクター）と、
投票機能をつけたようなサイトである（イ
メージ図）。イメージとしては「アメーバピ
グ」のような場である。アバターの存在によ
って、誰がどのような発言をしたかが記録さ
れ、無責任な発言はあとに残る。これによっ
て発言に一定の責任が発生する。これが「半
匿名」の仕組みである。
　アバターには「政治家」「有権者」「記者」
の３種類がいる。「政治家」が社会問題を提
起し、その問題の解決策を提案する。これに
対して会員登録済みの「有権者」が一人一票
で投票をしていく。ここで多くの賛同を得た
意見のトップ５をランキングでサイトトップ
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口ずつ賛同すること
ができる。これが集
まって一定の掲載金
額を達成したら、そ
の意見が新聞広告と
して掲載されるとい
うものである。
　たとえばあるユー
ザーがこのプラット
フォームのホームペ
ージを見るとしよ
う。ニュースSNS上
で最も多く議論され
ている争点のトップ
５がランキング表示
されている。この中
の一つに「道州制の
導入」があり、現在

に掲載するなど、意見共有を加速する。
　「記者」はこれに対する複数の多面的意見
を提示したり、情報源を取材して補足情報を
提供したりして、意見の精度を高めていく。
　このようにして発掘された社会問題は、国
民に実感を伴う重要な問題であることに違い
ない。これまでのように上から与えられた争
点ではなく、国民から提起された問題である
からだ。ニュースSNSによって社会問題を発
掘し、国民側から政策を提案する。これこそ
が一方的でない意見広告、政治広告の発生源
となる。

■提言２：意見広告掲載プラットフォ
　　　　　ームの開設

　以上のSNSで発生した意見は、「意見広告
掲載プラットフォーム」で資金集めをされる
ことになる。これはある意見を紙面に載せる
ために、意見に対する賛同金を集約する基金
である。「グルーポン」のような共同購入型
サイトに近いイメージで、一覧化された意見
のうち賛同するものに対して、ユーザーは１

5,000件以上の「賛同募金整理券」が寄せら
れている。「賛同募金整理券」は、一口1,000
円からの募金を宣言する整理券で、これが集
まって一定額の掲載料金に達すれば、新聞広
告として掲載される。達しなければ、整理券
の代金は返却されるというものである。彼は
これに賛成だと思い、お金を払ってまでこ
れを紙面に掲載したいと思ったので、「実名
賛同者」のオプションを選択した上で、自分
も10口の「賛同整理券」を契約した。１か月
後、ついに「道州制の導入」は紙面に載るこ
とが決定し、１万円の領収書とともに、彼の
名前も「実名賛同者」として紙面に掲載され
るとの通知が来る　　。
　このように、「意見広告掲載プラットフォ
ーム」は、ニュースSNSのトップ政策を意見
広告として新聞掲載する資金集めのための、
共同購入型プラットフォームである。
　これによって無駄な資金集めはなくなり、
失敗したときのリスクが低減する。また、意
見が一覧化されるため、ユーザーが自分に近
しい意見を探すことが容易になり、広告掲載

イメージ図＝「ニュースSNS」
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達成の可能性がより高くなる。

■終わりに

　「ニュースSNS」と「意見広告掲載プラッ
トフォーム」により、意見を持った賛同者は
容易に自分の意見をマスへと訴えることがで
き、意見広告が活性化することにより新聞社
の広告収入に寄与し、なにより社会をよりよ
い方向へ向かわせようというポジティブなメ
ッセージが新聞紙面に躍ることになる。「ソ
ーシャル」が流行語となった近年、「社会」
こそ、われわれ新聞社がクライアントとして
重要視するべきマーケットなのではないだろ
うか。

【注釈】
（注１）総務省「平成24年度版　情報通信白
書」

（注２）ZDNet Japan「世論調査の限界を超
えろ―オバマ陣営のデータ戦略は『有権者を
一人ずつ数える』」2012年12月31日

【参考文献】
◇小熊英二著『社会を変えるには』（講談社
現代新書、2012年）
◇日本新聞協会『新聞研究』2013年２月号

（No.739）
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選 評

論文・提言の先にあるものは何か？
「私の提言　明日の新聞広告・新聞ビジネス」を選考して

北原　利行（きたはら・としゆき）

株式会社電通
電通総研メディアイノベーション研究部　研究主幹

　前任者から引き継いで本年から新たに選考
委員に加わることになった。事前にあれこれ
と聞いていたので、期待と不安で選考対象論
文の到着を待つこととした。今回は135編の
応募があり、第１次選考を経て選出された15
編が送られてきた。この論文に対して、「問
題提起の的確性」「提言の的確性」「新しい視
点・発想」「提言の実現性」「論理構成・文章
表現」の五つの尺度で得点化して、評価した。
　個人的にこの五つの尺度に関して重視する
点として、「問題提起の的確性」については
現状の把握を的確に行っているか、「提言の
的確性」については問題点についての分析
力、「新しい視点・発想」についてはクリエ
ーティビィティー、「提言の実現性」につい
てはビジネスとして収益性が確保できそうか
どうか　　を念頭に審査した。
　昨年までの審査状況については分からない
のだが、２年続けて最優秀賞該当作がなく、
議論が紛糾したとも聞いていた。今回は、そ
れほど紛糾することもなく、すんなりと最優
秀賞が決まったと感じている。それだけ該当
論文が優れているということの証左なのだと
も言えよう。
　今回の最優秀賞を受賞した論文は「新聞社
がハブとなれ！　育児支援プラットフォーム
の設立～紙＋デジタルで育児に悩む母親と地
域・行政・企業をつなぐ」である。育児休業
を取得していた筆者は、さまざまな育児関係
の情報に直面し、それぞれの一長一短を通し

て、新聞の持つ「信頼性」「速報性」の強み
を認識し、育児情報を的確に伝えるだけでは
ない、新聞・新聞社による新しい育児支援の
あり方を提言している。育児支援と新聞の親
和性を丁寧に考察した上で、孤立化する母親
が情報過多ゆえに、信頼できる情報になかな
かアクセスできないといった問題を解決すべ
く、新聞社が主体となった育児支援プラット
フォームの設立を呼びかけている。既に個々
の新聞社においては、育児支援のための情報
提供をしているところはあるが、それを全国
の新聞社が協力してプラットフォーム化し、
さらに、新聞を読まない若い世代に対しては
スマホ、タブレットのアプリとして提供する
ことで、利便性を高め新聞に対しても関心を
持たせる、といった提案もしている。
　論文としての完成度が高いのはもちろんの
ことだが、現状分析力、アイデア、ビジネス
のアイデアなどはどれも申し分なく、最優秀
賞にふさわしい論文と言えよう。
　次点となった優秀賞を受賞した論文は「究
極の『着地“共創”型旅行ビジネス』 　多角
化戦略としての観光業市場参入モデル　」で
ある。こちらも筆者の体験をもとに、新聞社
の地元ニュースを観光ビジネスに活用しよ
う、という提言である。単なる観光ではなく

「着地“共創”型旅行ビジネス」とあるよう
に、新聞社が持つ地元情報力、地元密着力を
活用し、観光客を受け入れる＝着地させるた
めの観光資源を地元と共創して作り上げてい
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く、というものである。こちらはアイデア、
クリエーティビティーの面では、高く評価で
きたが、実現性についての評価で意見が分か
れた。
　他の入賞作品にも、評価できるアイデアが
多かった。ただ、アイデアをカタチにする論
考が不十分であったり、実現性の面での論考
の詰めが甘かったり、あるいは、論文として
冗長な部分があったりした点が残念であっ
た。特に、インターネットの影響について、
長々と説明している論文が散見されたが、今
さら丁寧に説明する必要があるだろうか、と
感じたことも事実である。それよりも、アイ
デアを実現するプロセスについて丁寧に考察
することがこの論文募集の目的なのではない
か、と考える次第である。
　全体を通して感じたことは、ここに寄せら
れた論文で語られているアイデアは、どれも
実現可能である、ということである。突拍子
もないアイデアは、もしかしたら１次審査の
段階で選考されなかったのかもしれないが、
逆に言えば、新しいビジネスのネタは沢山あ
って、手をつけていない、ということでもあ
る。もちろん、現実的なビジネスとして構築
するには、もっと詳細に現状を分析し、課題
を抽出し、それをビジネスにつなげてゆくア
イデアを精査し、さらに市場性、収益性を検
討するといったプロセスを経ていかなければ
ならない。しかしまずは一歩を踏み出さなけ
れば現実のものとはならないわけで、その一
歩目を踏み出すことが求められているのでは
ないか。それは逆に言えば、新聞社としての
覚悟でもあるだろうし、他の新聞社の様子を
うかがうのではなくて自らが判断して行動す
るパイオニア精神も必要である。
　2010年の第１回の最優秀論文を受賞した

「ニュースカフェの創設」は今年になってよ
うやく受賞者の属する北海道新聞社で実現し
たと聞く。「ニュースカフェ」については西
日本新聞社では11年から既に取り組んでいた

し、下野新聞社は常設の「下野新聞NEWS 
CAFE」（本年度新聞協会賞受賞）を12年の
６月にオープンさせ、今年から河北新報社で
も取り組んでいる。それぞれのコンセプトは
違うが、ニュースカフェという形態で新聞社
の新しい情報発信拠点を作り上げていること
は確かであり、優れたアイデアは様々な意味
で注目され、実現されてこそ初めて真価を発
揮するわけである。
　以前、ある新聞社とIT企業の合弁会社の
社長にお話を伺う機会があったが、新聞社に
とって欠けているのは意志決定のスピード
と、そして、そのビジネスを実現しようとい
う強い意志を持って周囲を巻き込んでいく社
員の存在である、と新聞社出身のご自身の経
験を元に語られていた。これは新聞社に限ら
ず、新しいビジネスを作り上げるための必須
の条件だが、外から見ると新聞社に欠けてい
ると感じられる部分でもある。１次選考で残
念ながら選から漏れてしまった論文の中に
も、粗削りながら光るアイデアがあったかも
しれない。今回２次選考で触れたアイデアの
数々は決して実現不可能なものではなく、今
すぐ取り組む価値のあるものが多い。ただ、
こうした新しい取り組み、ビジネスは先の論
文にもあったように、「共創」してゆくこと
が大切である。新聞社はともすれば、自分た
ちだけでやろうとする姿勢が外から見ている
と強く感じられるところがあるが、自分たち
だけでやれることは限られている。新聞社が
周囲のさまざまなプレーヤーのハブとして活
動していくことも求められているのではない
か。
　論文にとどまるのではなくて、新しい新聞
社を作り上げるためにも、執筆者はもとよ
り、新聞社全体で新しいビジネスに取り組ん
でゆく姿勢が求められ、問われている時代で
ある。今回の論文を機会に、ぜひ新聞社が一
歩を踏み出すことを大いに期待している。
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選 評

　強みを生かしたビジネス拡張へ　
「嘆き」の終焉。「価値」の再興。

川名　周（かわな・あまね）

株式会社博報堂
エンゲージメントビジネスユニット  エンゲージメントプラニング局長

　私にとって夏の風物詩となった選考会に、
４度目の参加機会をいただいた。１次選考を
通過した論文15編を読み始めてすぐ、今年の
応募作のレベルの高さと視座の高さ、前向き
さを感じることができ、爽

さわ

やかな気持ちで選
考会に臨むことができた。新聞ビジネスに関
する様々な逆風、悲観的な見方や震災のショ
ックを経て、今一度「新聞広告と新聞ビジネ
ス」の未来をポジティブに語ろうという姿勢
は大変頼もしく、入賞者はもちろん、応募さ
れた全ての方々に敬意を表したいと思う。
　今年はどの候補作も目を通してすぐにさら
りと読むことができ、文章力と、論文として
の完成度が高かった。読み易く、読み応えも
あり、提言性も増しており、結果、２年連続
空席となっていた最優秀作品を選出すること
ができたことを嬉しく思う。背景として、応
募者の方の意識の高さはもちろんあるが、募
集要項におけるテーマ・内容の具体的な提示

（下記）も功を奏したであろう。
　新聞広告ビジネスが活性化するための「提
言」
＊新聞社の全社的機能を活用した新聞広告の

展開
＊新しいメディア（ウェブ、SNSなど）と新

聞広告の融合
＊狙ったターゲットに届ける方策
＊広告主にとって使いやすい新聞広告
＊生活者が求める新聞広告
　どの候補作も、このガイドラインに沿って

書かれていて、それぞれ個性的な作品となっ
ていた。全ての候補作を読み終えた後、私が
感じたのは“わくわく感”である。まず、ど
の提言にも、個々人が持つリアリティーが生
み出す熱量を感じることができた。よって、
論の起点が「新聞ビジネスを活性化させるた
めに」を超え、「世の中がこうなればいいの
に」という大きなビジョンとなっており、そ
の実現に向けて生かせる新聞ビジネスの資産
を見極め、活用のための合致点を探ろうとす
る提言が多くみられた。分析と提言の“立
案”までは理性だけでも可能だが、提言の

“実現”に必要なのは、何としても成し遂げ
ようという熱量である。どの作品も例年と比
較して熱量が高かったが、選考会での話し合
いの結果、論文としての完成度に加え、その
熱量が飛びぬけて高いと感じられたのが、最
優秀賞／優秀賞に選ばれた二編である。
　最優秀賞を受賞した「新聞社がハブとな
れ！　育児支援プラットフォームの設立～紙
＋デジタルで育児に悩む母親と地域・行政・
企業をつなぐ」は、大きく三つのポイントで
高い評価となった。
１. 新聞の本質価値である「確かな情報」

（信頼感）を、それを切望するターゲット
（妊娠中～育児中の母親）とのコントラスト
で見事に描き出したこと。育児の正解にセン
シティブになるがゆえにインターネットの情
報に翻弄

ろう

されたり、親子二世代間の情報ギャ
ップに悩んだりする、母親のインサイトが切
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れ味鋭く提示されていた。
２. もう一つの新聞の価値である「一覧性」
も、妊娠期～育児中の母親の実態の描写によ
りシンボリックに価値化されていた。
３. 執筆者本人が育児休暇を取得したという
経験を通じ、新聞ビジネスのありがたみや満
たされていないニーズ、可能性を考え抜いた
軌跡がにじみ出る提言となっていて、圧倒的
なリアリティーと説得力があった。
　選考会では、この提言に似た試みは個別の
新聞社では既に実行されている、という意見
もあったが、全国でプラットフォーム化する
には至っていないのが現状であり、このアイ
デアの事業としてのポテンシャルの高さ（拡
大性・ムーブメント化）を考えると今後是非
実現させるべき提言として最優秀賞となっ
た。当社をはじめとする大手広告会社内に
も、働く母親向けの社内プロジェクトが多数
動いており、さまざまな角度からのサポート
が可能かとも思っている。
　優秀賞を受賞した「究極の『着地“共創”
型旅行』ビジネス　多角化戦略としての観光
業市場参入モデル」は、まず「“新聞で”カ
ネを生む」という事業のあり方自体に疑問を
掲げ、「そのために新聞社の経営を支える収
益モデル構築を新聞社の他事業市場参入に求
める」という思い切りのいい導入と、その後
語られる事業の的確性が際立っていた。論点
とその背景、根拠が非常によく整理されてお
り、論文として大変分かりやすかった。新聞
が持つ強みである「地元密着」「信頼性」を、
観光・旅行ビジネスに展開しようという視点
も的確で、好感がもてる提言だった。「観光」
に関しても、言いっぱなしで終わらず、着地
共創型の①旅行商品の開発、②総合旅行サイ
トの構築・運営、③旅行商品開発から生まれ
る副次商品の販売による事業の収益構造強化
と、具体的な展開が示されており、大胆であ
りながら新聞ビジネスの資源を丁寧にすくっ
て活用する、誠実な提言となっていた。個人

的には、全国的に着地型旅行と発地型旅行に
シナジーを生むような仕組みを作ることで、
ムーブメント面にも、収益面にもプラスの効
果が生まれるのではないかと考えている。
　その他入賞作もどれも質がよく、ローカ
ル、シニア、買物弱者、新聞離れを止めるた
めのビブリオバトルなど、既にソーシャルイ
シューとなっている課題の解決と、新聞の資
産を生かすという視点が非常に巧みに賭け合
わさっており、世の中のシーンに新聞を溶け
込ませていこうという高い志を感じることが
できた。なにより、数年前までは「敵」と認
定されがちだったデジタル化やインターネッ
トの隆盛という潮流を、新聞ビジネスがコラ
ボレートすべき「機会」と捉える姿勢が大半
を占めたことを頼もしく思う。
　以上が、今回の講評である。審査員歴４年
目を迎え、今回の論文のレベルの高さをみる
に、この提言も軌道にのってきたことを実感
している。最初に述べたように、実施要項が
より具体的なものへと改善されたこと、新聞
ビジネスの潮目が変わり、上向いてきたこ
と、新聞ビジネスへの逆風を嘆くことを脱
し、時代の流れにしなやかに対応し、変化し
生き残っていこうという意志が確立されたこ
と等、様々なポジティブな側面を読み取るこ
とができた。今後も、新聞が、長い歴史をか
けて築き上げた多様な資産を生かした新ビジ
ネスの探究姿勢を期待したい。
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第１〜３回入賞者
（肩書きは受賞時、敬称略）

2011年
第２回

優秀賞

「超マスメディア」の道を探る
　～全国の地方紙連携による電子メディアの挑戦～

中国新聞社　広告局広告営業部　福本　晃士

入　選

クライシス・コミュニケーションにおける新聞広告
朝日新聞大阪本社　広告局広告第１部　井上　雄一郎

３．11後のコーズ・リレーテッド・マーケティング
　～新聞は「価値共創」のプラットホームへ～

朝日新聞大阪本社　広告局広告第２部　齋藤　なつみ

オタクをターゲットとした“萌える新聞広告”の提案
朝日新聞大阪本社　広告局広告管理部　鈴木　祥弘

「みんな」で作る新聞広告
　　シェアされる新聞広告になるために　

朝日新聞名古屋本社　広告部　多田　真理子

新聞で“知る、考える面白さ”を伝える
　～SNS活用術～

読売新聞大阪本社　広告局広告第一部　檜垣　真美子

新聞広告による「win-win-win」の実現
　　　 「トクする新聞広告キャンペーン」
毎日新聞東京本社　広告局企画マーケティング部　藤井　淳一

イクメンファミリーと大学生を狙え！
　～読み聞かせイベントによる長期優良顧客の開拓～

朝日新聞東京本社　広告局広告第１部　堀口　浩昭

新聞広告がクリエーターを味方につけるために
朝日新聞東京本社　広告局業務推進部アートディレクター

　山口　健

共感ビジネスモデルの新聞へ
　～新聞社が取り組む、企業とエシカルな消費者とのマッチン

グ～
西日本新聞社　広告局企画推進部　龍　智子

2010年
第１回

最優秀賞

ニュースカフェの創設
　～新たな拠点メディアとして～

北海道新聞社　広告局営業本部営業第５部　松久　貴紀

優秀賞

新聞広告ビジネスにもマーケティングメソッドを
　「ネクスト・マーケット」に学ぶ商品開発と顧客獲得への道
毎日新聞東京本社　広告局企画マーケティング部　岩﨑　ひかる

入　選

「新聞朗読システム」の導入を
毎日新聞大阪本社　広告局第１広告部　阿部　勝行

新聞ブログを活用した
　新聞復権コミュニケーションの提案

朝日新聞東京本社　広告局広告第３部　石川　拓磨

ショッパーマーケティングに対応する新聞広告へ
　～購買活動につながる新聞広告の役割を検証する～

西日本新聞社　広告局営業開発チーム　井上　誠次

高齢者に「新聞社」を売りこめ！
　　高齢者との深いつながりが新聞社を救う　

下野新聞社　営業局営業部　大塚　章洋
下野新聞社　営業局営業部　小舘　智宏

社会に出る若者が手にとる媒体になるために
朝日新聞大阪本社　広告局広告管理部紙面制作課　武田　惇宏

ソーシャルビジネス市場の旗手たれ
　～新聞社の社会的使命～

西日本新聞社　広告局都市圏営業部　松岡　清佳

進化のための選択
　～ロジスティクス事業参入に向けて～

日本経済新聞社　クロスメディア営業局第６部　村山　亘

M1・F1層に読まれる新商品の提案
西日本新聞社　広告局企画推進部　龍　智子
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2012年
第３回

優秀賞

新聞が切り拓く教室
　～出張授業による教育CSRで企業と親子世代をつなぐ～

朝日新聞名古屋本社　広告部　荒井　達

販売局・販売店との連携による広告新商品の開発
中日新聞社　広告局営業推進部　鶴田　航

入　選

新ブランドによる若年層ビジネス展開
　～週刊新聞フックに未来読者・ファン創造へ

山陽新聞社　営業局広告本部業務推進部副部長　上原　誠一

紙とデジタルの融合　ARを活用した新聞紙面の展開について
毎日新聞大阪本社　広告局第二広告部　金光　隆

読者と新聞の新しい接点を創り出せ
　　 「来店型新聞販売店」の提案

読売新聞東京本社　広告局管理部管理課　高木　玲子

３WAYコミュニケーションを用いた医療広告における新聞 
ビジネス

朝日新聞大阪本社　広告局広告第二部営業主任　竹中　勇人

クラウドファンディング
　～新ビジネスモデル『新聞ロングテール』の提案～

毎日新聞東京本社　広告局第三広告部　田中　宏明

通勤・通学用タブロイド版、全紙一斉創刊。
　　ライフスタイルの変化に応じた新しい新聞へ、紙という選

択肢をもう一度　
読売新聞東京本社　広告局ビジネス開発部企画課　星　舞子

読者の時間を取り戻す「紙面＋スマートフォン」サービスの提案
読売新聞東京本社　広告局広告第六部第一課　松本　竜

「オーディオ・ニュースペーパー（AN）」の可能性を探る
　～ぬくもりと、個性あふれる新聞づくりへ～

産経新聞東京本社　営業局営業第１部　柳澤　るみ
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